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近年における環境問題への関心は地球レベルに拡大しているが，これまでの地域の環境問題は  

依然として残されていることを忘れてはならない。とくに最近においても都市環境は悪化の傾向  

を示しているが，それはとりわけ退路交通に由来する諸問題に対する有効な対策が見いだされて  

いないことが大きな原因となっている。   

このような状況に鑑み，地域環境研究グループでは，都市環境影響評価研究チームを中心に昭  

和63年度より特別研究「大都市圏における環境ストレスと健腑に係わる環境保健モニタリング手  

法の開発に関する研究」を開始した。同チームは健康影響評価にかかわる研究者から構成されて  

おり，都市型環境汚染のうち，問題の大きい道路交通に伴う“夜間交通騒音と睡眠影響”及び  

‘‘ディーゼル排ガス汚染と肺ガンリスク’’を対象とし，それらの「環境保健モニタリング」手法  

の基礎的検討が行われた。ここで「環境保健モニタリング」とは．微量・慢性影響が対象となっ  

てきた今臥 顕在化した健康影響のみならず，潜在的な「リスク」についても監視することを目  

指すものである。   

本研究では，米国EPAの提唱する「定量的リスクアセスメント」の方法による「リスク評価」  

を基本にして，各汚染状況・暴露状況を推定し，それらによって予想されるリスク評価を試みる  

方法を検討した。定量的リスクアセスメント自体に，まだ制約や問題点があるが，ここでモデル  

的に対象とした環境汚染による「リスク」については，その概略がとらえられた。したがって，  

「不確実な部分（unccrtamty）」として処理されてきた問題点を解決し，さらに実際に発生して  

いる可能性の高■い健康影響に閲すろ疫学調査の方法などを盛り込むことにより，影響・リスクに  

関する総合的で，かつ「リスクマネジメント」に連携しうる「環境保健モニタリング」手法の可  

能性が示唆された。   

今後の環境施策はますますこの種の「リスク」情報に依存せざるをえない方向にある。本研究  

報告は上記研究成果を関連論文を再編集する形でまとめたものであるが．勢力的に行われたこ．れ  

ら一連の研究成果が現場でも活用されることを担当者一同期待するものである。  

平成5年3月  

地域環境研究グループ  

統括研究官 内 藤 正 明   
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Abstract   

ノ   

The methods ofcnvironmentalh占alth monitoring（EHM）for environmentalpo11ution andits  

healthefEcctsorriskintheGrcaterTokyoArea（GTA）orahighlyurbanizedarcawereexamined  

withspecialemphasisontheirbasiccomponents：（1）thcmethodstouseexistingstatistics，（2）  

thcd。taObtaincdbysurvcysand（3）thedataobtainedbyexperimenしSand（4）themcthodsof  

totalevaluation based on the‘‘riskassessment methodsり．  

The methodsoftwokindsofEHMs fortheeffeetson sleepamongthe roadside population by  

roadtrafficnoiseand forthclungcancerriskcaused byexposurcstosusupended particuLatemat－  

ter（SPM）dueto dieselexhaust（DSl）M）wcre subjected．The process how the EHMs for the7rL  

wercselectedwasdescribedinthcChapterl．   

1nthcChapterZ．and3．，theresuLtsofexaminationsoncachoftheabove4conlPOnentSWere  

described．  

1n statistiealstudyl】Sing existing data，preliminary exposure assessmc】一tSin the population  

living roadside areasin the GTA wcre attempted for traffic noise and DSPM using a‘‘Road Cen  

sus’1baseddatabaseinclu（1ingtheestimatednighttirrlerOad Lrafficsoundlevelsaswcllastheesti  

mated concentrations of DSl）Minthe roadsideareas，both ofwhich wcre ealeulated foreachofthe   

unitintervalsofmaiorroadsinthcGTA．Incaseoftraffic noise．thefeasibilityofnoisecomplaint  

data as anindex to show tlle SCVCrenCSS Ofthe effects of road traffic sound on sleep was also ex－  

amined・It was clearly dⅢ10nStrated．howcvcrlthat the annualincidence rates do not reflect the  

actualcffccts among the corrcsponding population．suggesting thc need of some alternative  

methods toindicate them．  

Survey was applied to obtain data to assess personalcxposures to road traffic noise and  

DSPMin roadside areas，Which wcre conductedin4areasillthc GTA for the former andin2   

areas for thelatter．The results revealed that both of night time sound exposurelevels during  

sleepandindoorSPM Levelsespeeiall≠dl】ringsummmerしimeshowgoodcorrelaしionswithoutdoor  

sound LevelandoutdoorSl－MlevcIs，reSpeCtively，eSpeCiaHyinthc roadsideareas，Sugge？tlngthat  

thcpersonalexposurestothemarelargclydcpcndentontheirt）OL］11しionduetoroadtraffics・  

Vnh experimentaL methods，the cffects of sound stimu＝on fingerl）Lethysmogr＝1l）h wereinL  

vestlgatCd・Thcresultsdemonstrated heterogenous responsesofsympathetic nervoussystem toit・  

AIso the heterogeneity may b、e related tochronic stress orindividualvariation ofsound sensitiv－  

itv▲Anotherexperimentalst11diessuggestcdalsothepossibilitythatphysiologlCalcffectsofsounds  

havcheterogerLOuS PrOPertiesdepcndingon pcrsonaliLy rathcrthanindividua）stressevent・Since  

thesuggestedpossibilitiesmayhaverelevancewiththeerfectsofsol）ndsonsleepasaphysiologlC  

ーl－   



aleffeet．furtherexperimentstoclarifythemarewarranted．  

On the other hand，aS forlung eanccr risk due to DSPM po）1utioniTlrOadside areas，“risk  

Characteriヱation■†was attempted usingthe unitrisk reportedintheliterature and the estimated  

population exposed to DSPM as mentioncd above．No experimentwas conducted▲■As the rcsults．  

approximately50aIlnualexcess deaths fromlung cancer was estimated for female populationin  

the GTA and the DSPM pollution statusin1985．Further exaIninationson whether thesc excess  

deathsareaetuallytakingplaeeornotweredonewithcomparirLgthemwithchangesofactualage  

Speeific death rates oflung cancer．The results suggested that estimated risk does not mean the  

aetualdeathsduringtheyearwhosepollutionlevelswereexamined．Thus，WeShouldbecarefulto  

relatctherisktoactualdeathsot■inciderLCe，althoughtheresultsof‘‘riskchatlaCt，eri乙ation’’maylm－  

ply that execsslungcancer deaths expected from the risk charaeterization mightoccur acumula  

tivelylnthelateryears．  

As totaJevaLuation methods，feasjbⅢ［y o（the me亡hods as rr［entioIled above as a whoLe was  

diseussedin thelincof◆‘risk assessment’’．Namely，basedontheestimated exposed population，the  

data onindividualexT）OSureS and those on the effeets on sleep as wcllas the data onindividuat  

diffiereneein sensitivity obtained through the above methods．L‘prcliminary risk assessment’’was   

attemptedtoidentify．Lhigh riskgroups’．   

lntheChapter4，however，fo1lowingtwopolntSneCeSSarytOimprovetheabovemethodswere  

examined，One was related to the methods of exl）OSure aSSeSSment and the other one was toin－   

teractive effects of air pollution and traf［ic noise due to road traffics on their seLf－rated health  

COmPlaintsintheroadsideresidents．  

Conclusively．the methodsej（amined were shown to provide basie procedurcs fortheEHM of  

theabovetwoaspectsofurbancnvrionmentalproblems．although theyaresti］1atpreliminarystep  

inanyoftheconlPOnentS．Whichshould beimproved．  

＿ ワ 一   



概  要   

本研究では，現在の都市域で改善が遅れている環境汚染として，とくに研究が進んでおり，ま  

た関連データが人手しやすい交通騒音と沿道大気汚染の凍露情報の整備とその関連する健康影響  

あるいはリスクに関する情報整備を行い，両者を相互関連的にモニターする方法をモデル的に検  

討することを目的として実施した。   

このような背景どして，近年，環境汚染による健康影響に関して，実際に発生している可能性  

のある健康影響の評価のみならず，今後の環境汚染の進行に伴って予想されるリスクなどの評価  

も含め総合的な取り組みがますます必要な時代に入っていることが挙げられる。このため，環境  

汚染と健康事象の両者の動向を評価・監視するためのモニタリング（ここでは「環境保健モニタ  

リング」と呼ぷ）が必要と判断された。「環境保健モニタリング」手法の基本的要素として，①  

統計情報の利用，③既存データ収集，③実験によるデータの収集及び既存の研究成果の利札 及  

び④健康影響リスクを推定するために最近米国EPAがその詳細な手順を脚昌している「定罷的  

リスクアセスメント」手法の応用などの利用可能性を検討した。その結果，道路沿道における騒  

音と大気汚染にかかわる「環境保健モニタリング」手法の対象として，1）道路沿道における夜  

間の通路交通騒音と睡眠影響，及び2）道路沿道におけるディーゼル排ガス汚染と肺ガンリスク  

が迷走された。   

節2車では，道路潰道における枝間の道路交通騒音と睡眠影響に関する「環境保健モニタリン  

グ」手法について，次の①～④の項月について検討した。   

①既存の統計情報を用いる方法について   

交過騒音の睡眠に及ぼす影響の実態を示す指標として，自治体に申し立てられる騒音公害苦情  

の発生率の右月律＝二ついて検討した結果，同指標が実際の影響の大きさをほとんど示さないこと  

が明らかとなり．その他の指標（例えば②で述べる暴露・影響実態調査の結果など）を用いる必  

要性が示唆された。  

（D調査データを用いるフナ法について   

東京大都市圏内の4地域（中心部，商業地域，二】∴業地域．住宅地域）で実施した個人別暴露の  

調査データを解析した。その結果，沿道家屋内の夜間睡眠時の騒音暴露レベル（睡眠時の枕元で  

のレベル）が，交通還に比例して上界している傾向が八体的に示され，上記暴話人口推定傭とと  

もに，道蹄交通によって睡眠㌍暦が出ている可能性のある人口を推定する方法の一つとなりうる  

ことが示された。  

一 3 －   



③実験データを用いる方法について   

ホワイトノイズ刺激に対する交感神凝系の反ふにみられる“反応パターンの個人差  

（heterogeneity）”に関する実験／快適音楽聴取に伴う脳波パワースペクトルの変動における‘‘タ  

イプA”性格の影響に関する実験，あるいは“タイプA”性格とストレスホルモンである  

dehydroepiarldrosteroneSt11fate（DHEAs）の血清レペ）L／との関連に関する調査を行った。それら  

結果は，音刺激に対する生理反応の個人差に関する重要な知見であり，睡眠影響についても，‘‘タ  

イプA”や日常的なストレス状態等が反応の個人差に関連をもつ可能性があることを考慮すべき  

であることを示唆した。   

④総合評価法について   

交通騒音と睡眠影響に関する「環境保健モニタリング」の総合評価法として，夜間の交通騒音  

レベル別暴露人口の推定，睡眠時騒音暴露レベル及び睡眠影響に関する調査，個人の昔に対する  

（とくに生理的影響における）感受性指標の検索と応用を組み合わせる方法は有用と考えられた。  

第3車では，道路沿道におけるディーゼル排ガス汚染と肺ガンリスクに関する「環境保健モニ   

タリング」手法について，次の①～④の項目について検討した。  

①既存の統計情報を用いる方法について  

道路センサス（全国交通量調査）の交通量データを基に作成した「道路沿道における夜間騒音   

レベル及びディーゼル排ガス由来の浮遊粒子状物質（dieselcxhaustrderivedsuspendedpartieu  

lat。m。tterS，この報告書ではDSPMと略す）濃度の各推定値を含むデ1夕べース」等を用しtて，   

東京大都市圏（1都6県）内の各レベル・濃度別暴露人口の推定を試みた。  

垣）調査データを用いる方法について  

世田谷と板橋で夏と冬に行った調査結果を解析した。SPMの調査では，直接個人の暴露レベ   

ルを測定することは不可能であったが，夏期には通路沿道家屋の内外のSPM濃度に良い相関が   

認められるなじ．沿道でのS】⊃M暴露が地域汚染レベルに比例しでいる構造が示唆された。また，   

地点測定結果では，発ガン物質をより多く含むと考えられる粒径2〃m以下のSPMが道路に直   

面する地点で後背地より高い傾向が明らかであった。   

（丑実験データを用いる方法について  

既存のディーゼル排ガスの暴露実験から算出される肺ガンの生涯リスクの値と，上記DSPM   

暴露人口推定値を用い，東京大都市圏内女子人口において．1985年の沿道のディーゼル排ガス   

汚宴酎二よりどの程度の過剰肺ガン死亡が予想されるかを試算した。その結果．過剰肺ガン死亡は   

70年で3，730，年平均50程度になることが推定された。しかし，具体的にこのリスクに見合う   

過剰肺ガン死亡が発生しているかどうかについては，少なくとも急増している肺ガン死亡状況と   

の経時的な比較検討が必要と考えられた。そこで，予想される肺ガンリスクがディーゼル車台数   

に比例するとして1950－90年の各時期のリスクを推定し，それらリスクの綬年的急上昇傾向と  
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実際の女子の年齢別肺ガン死亡率（1950～90年）の急上昇傾向との時間的関連について検討した。  

その結果，1）70歳以上の肺ガン死亡率は，DSPMの肺ガンリスクがほほ0であった1950－60  

年ころにすでに上昇していること。また，2）その後の時期では，肺ガンリスクの経年的上昇分  

が実際の肺ガン死亡に対応するには，70歳以上の人が，上昇したDSPMへの急性暴露により短  

期間内に死亡することをイ反左することが必安となり，現実性がないことが示された。これは，リ  

スク推定における“不確定要紫（uncertainty）’’にかかわる問題であるが，例えば疫学データか  

ら示唆されるように，70年暴露に予想される過剰肺ガン死亡が暴露開始後20年以上経過した後  

に集積的に発生してくることを仮定すると，上記の如く予想される過剰肺ガン死亡は，実際には  

1990年以後に集積的に発生してくることを示している。継続的なモニタリングが必要である。   

④鷹合評価法について   

DSPM汚染による肺ガンリスクの総合評価法として，暴露人口の推定（暴露アセスメント），  

実験や疫学研究結果から示される「ユニットリスク」を用いて肺ガンリスクを推定する方法（リ  

スクキャラクタリゼーション）にはなお問題があり，さらに検討・改良される必要が示嘩された。  

しかし，推定されるリスクは既存の研究とほぼ一致していることから，これが妥当であるとすれ  

ば，それが顕在化したときの影響は大きく，リスク推定法の改良と同時に．実際の肺ガン死亡状  

況のモニタリングの疫学調査の必要性が強調される。この段階での総合評価の結果は，1960年  

代以後急激に進行しているOSPM汚染に推定される肺ガンリスクが今後実際の肺ガン死亡とし  

て発生してくることを否定しえない。   

第4章では，本研究で指向する「環境保健モニタリング」をより‘安当なものとするための問題  

点のうち，とくに大気汚染の暴露評価方法について，また，道路沿道において大気汚染と騒音の  

複合的汚染状況がそれぞれの影響評価に与える相互作用について検討した。   

以上 本研究では2棟の「環境保健モニタリング」の手法についてその構成要素を設定し，各  

要素の検討を行い，さらに全体を通して影響・リスクを総合評価する一連のプロセス，方法を検  

討した。なお，予備的な結果あるいは不完全な点が多く，適宜改善を加えていく必要があるが，  

上記手法について基本的な内容が示されたと思われる。今後，“高リスク集団”を推定・同定し，  

それら集団を対象とした疫学調査，実態調査を含む方法として体系化されることが望まれる。  
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1 ま え が き  

1．1 はじめに   

昭和40年代から本格的に進められてきたわが国の環境行政は，それまで急速に進行した工菜  

化・都市化の中で発生した各種環境汚染やその健康影弓削こ対する事後処理的対策が主体であっ  

た。公害対策基本法（昭和43年）に始まり，典型7公害に対する各種規制法，環境基準などの  

削走等を通した積極的な活動の結果，主要な汚染対策において成果が得られてきている。しかし，  

典型的な産業型汚染が低減してきた今日においても，新たな環境汚染や地球規模の環境問題の登  

場1）などを含めると，我々を取り巻〈環境問題はますます多様化・複雑化しており，解決がより  

困難な新たな局面に入りつつある。産業型汚染以後における環境汚染問題は、とくに本研究で対  

象とする環境騒音ヤ大気汚染をみても，それらの汚染状況や健康への影響は大きく異なるものの，  

その発生に自動車交通その他の人間活動が密接に関与している点で共通した側面を持っている。  

すなわち，それら人間活動が相乗な大都市ほど問題が大きい傾向があり，都市型汚染の様相を強  

めている2▼3）。   

環境騒音と大気汚染のみをみても，ますます巨大化する都市では，人類がこれまで経験したこ  

とのない生活環境を形成しつつあり，地域にかかわる環境保健研究にとって慎重に監視すべき主  

要な対象となっている。また，そうした都市では環境の人為化が極端に進んでおり，人間の健康  

とそれら新たな環境とは極めて密接な関係にあることから，都市の「人間＋環境系」としての認  

識や分析が重要となっている云こうした人間一環境系の間送を総論的に取りまとめる方法として，  

鈴木継実4）は「人間生態系の機能の．看視システム」としての人類生態学的アプローチを脚昌して  

おり，大いに参考とすべきであろう。また，本書に直接関連した総論は，兜S）の「人類生態学的  

方法」に関する記述の中でも述べた。   

本署は，特別研究「大都市陸＝こおける環境ストレスと健康影響に関する環境保健モニタリング  

手法の開発に関する研究」の主要な成果をまとめたもLのである。同特別研究は，国立公害研究所  

時代に環境保健部を中心として開始され，その後，国立環境研究所への移行に伴って新設された  

「地域環境研究グループ都市環境影響評価研究チーム」によって進められた。「環境保健モニタ  

リング」に関する2回のシンポジウムの成果Z・3）などを踏まえて，その中心課題として以＿1二のよ  

うに現在の代表的郡市環境汚汲である道路交通騒音と沿道大気汚染による「環境保健モニタリン  

グ」の手法が考えられてきたのである。4年間の継続研究を終えた現在，その成果を国立環境研  

究所研究報告（原著論文を集大成した報告書）として出版しておくことにした。今後の環境保健  
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研究の一助となれば幸いである。  

l．2「環境保健モニタリング」の定義   

「環境保健モニタリング」とは，「個人あるいは集同の環境汚染への暴露状況と健康影響・リ  

スクの両者を相互関連的にモニターすること」と言い替えてもよいであろう。この種のモニタリ  

ングの必要性については，すでに繰り返し議論されてきているところであり，決して新しいもの  

ではない。例えば，鈴木武夫6）は，同様の内容を「環境保健サーベイランス」という概念で整理  

している。ただし，その対象とする環境要素としては，大気汚染や環境騒音のみならず，その他  

環境汚染物質をも包括するものとされている。これら一般的概念からすれば，本研究でいう「環  

境保健モニタリング」もそれらの各棟環境汚染を網羅すべきであろうが，上記の鈴木も指摘する  

ように，それらを含めたモデルは相当複雑となり，実用的な手法とはなりにくいと予想される。  

したがって，実用性をもたせるためには，とりあえず対象を絞ってモデル的なモニタリングから  

始めるのが妥当と考えられた。ここで，環境騒音と大気汚染を対象とすることにしたのはこうし  

た理由からである。また，これらについてはこれまで多くの研究があり，また，既存の統計情報  

も比較的入手しやすかったことも理山として上げられよう。   

一方，上記の如〈定義される「環境保健モニタリング」に求められる基本的な要件は，両汚染  

により，「どこで，どれくらいの人が，どのような健康影響を，どれくらい受けているか，ある  

いは，受けている可能性（リスク）があるか，さらには今後予測されるリスクはどの程度である  

か？」という一連の疑閃に答えることであろう。その1つの方法として，近年「定量的リスクア  

セスメント」の概念・手法が米国EPA7‖〉によって提唱され，国際的にも議論されるようになっ  

てきたZ・3） 。本研究における「環境保健モニタリング」の基本的考え方やリスクの評価法につい  

ても．この「定量的リスクアセスメント」の内容を大いに参考とすることにした。ただし，後述  

するように，リスクの評価法については，その対象が発ガン物質に偏っていることや，さらに検  

討すべき多くの「不確定草案（urlCertainty）」が指摘されるなど，今後改良されるべき段階にある。  

しかし，「定量的リスクアセスメント」が提起している最も糞婆な点は，解決のための政策や活  

動にりンクさせるべき情報を整理することであり，そのためにこれまで得られている環境汚染状  

況に関する情報，健康影響にかかわる研究成果から得られる情報を整理し，かつ補完すべき情報  

を明らかにする方法を示している。すなわち，環境保健問題への体系的かつ科学的な取り組み方  

を示していることであろうと考えられる。  

1．3「環境保健モニタリング」の具体化のプロセス  

上記の「環境保健モニタリング 」手法を検討するには，対象とする環境騒音と大気汚染の内省  
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をさらに特定し，同手法の構成費素と考えられる既存統計，調査，実験により得られる情報の収  

集などを行う必要がある。ただし，このことは，逆に構成要素となる情報の利用可能性によって  

対象とできる環境騒音と大気汚染の内谷が制約されることを意味する。本研究の初年度には対象  

の選定と情報の整理を行うための予備的検討を行った。それは主要な環境問題を特定するためだ  

けではなく，それら情報の人手可能性などについても同時に検討していたためでもある。結論的  

には，「環境保健モニタリング」手法の対象として，都市環境汚染の中でも依然問題が大きい夜  

間の道路交通騒音による睡眠影響とディーゼル車排ガス汚染による肺ガンリスクに焦点が当てら  

れることになった。   

ただし，「環境保健モニタ」リング」手法のフローは図1に示す構成宴素にそって，（l）既存の環  

境汚染，健康像に関する統計情報の収集・整理・加工を通した統計的検討，（2）地域住民を対象  

とした暴露状況や健康（症状等）に関する調査，（3）人間や動物を対象とした実験（量一反応関  

係やリスク推定の基本情報の整備）などの知見に基づいて，（4）総合的な評価を行うことと考え  

られた。以下．環境騒音と大気汚染の健康影響，上記の人手可能であった各種情報などについて  

述べ，それら具体化のプロセスについて，また入手可能であった情報等について問述しておく。  

（1）「環境保健モニタリング」の対象  

1）環境騒音の場合   

騒音の定義は「望ましくない音」とされているが．環境保健においては，二過件の心理的∵生  

理的影響や難聴，高血圧などの慢性的な健康影響がその「望ましくない」の具体的内谷とされて  

響苦・対策  

凶1環境保礎モニタリングシステムのフロー  

ドig．1Flow′ufen＼血DnmentalhealthnlOniLOringsystcm  
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いる－214）。しかし．実際の環境騒音とこれら健康影響との間に予想される関連性は，産業職場  

でみられる相当高レベルの特定の騒音への慢性的暴露状況とは異なっており，決して単純ではな  

い。それらへの暴露レベルは比較的低く，影響としては心理的な影響や睡眠への影響などが特に  

重要である。ただし，睡眠影響は，夜間に発生する騒音，すなわち道路騒音や近隣騒音などで問  

題が大きく．近年の確聞交通量の増加を背景として，改善の遅れている深刻な問題の一つと考え  

られた。また，夜間の睡眠は，昼間の強大な騒音への暴露によっても影響を受けることあるいは  

感受性の個人差が大きいことも示唆されているところである。  

、本研究では，夜間の道路交通騒音と剛民影響に焦点を当てることにしたが，以＿とのような問題  

の深刻性のほか，後述のディーゼル排ガス汚染とともに沿道環牒の複合的汚染に対する共通した  

性質を有すること，あるいは道路交通に由来する環境汚染であるので道蹄交通量から沿道汚染状  

況が推定可能であるなどから，同時に取り扱うことが比較的容易と考えられたことも大きな理由  

である。すなわち，同騒音は全国の主要道路沿道について道路交通量のデータから推定可能であっ  

′∴   

2）大気汚染の場合   

大気汚染との関連が示唆されている健康影響には，①光化学スモッグによる急性影響，（∋ぜん  

息等（公害健康被害補償法の補償対象疾患），（∋小児の呼吸器系疾患，④花粉症等への複合影響，  

あるいは⑤肺ガンなどがあるが，それぞれ大気汚染とのかかわり方には大きな遇いがある。   

本研究では，これら諸影響のうちとくに肺ガンを対象とすることにしたが，その理由の1つは，  

慢性気管支炎，ぜん息等については，公害健康被害補償法の対象とされ，また，同法改正（1988年  

3月1日）後にも，継続的に観察すべくそれらの「サーベイランスシステム」が検討されてい  

る15）ことである。いま1つは，ガン研究の成果を基本として，近年「定量的リスクアセスメント」  

の手法が掟唱されており，暴露状況から発ガンリスクを推定することが試みられていることであ  

る。この「定量的リスクアセスメント」の手法は，従来の＿ヒ記「環境保健サーベイランス」など  

には考慮されていなかった新たな手法あるいは概念であり，同手法を盛り込むことに．よって．よ  

り具体的な「環境保健モニタリング」を検討できる道が開かれてきたことである。ただし，肺ガ  

ンとの関連が示唆されている大気汚染物質としては浮遊粒子状物質（sLLSpendedparticulatemat－  

ters．spM）あるいはその主賓な起源であるディーゼル排ガスなどが最も重要である161A）。した  

がって，大気汚染一般というよりは，道路交通とりわけディーゼル車に起因する大気汚染が重安  

と考えられた。また，道路沿道のディーゼル排ガス汚染状況は，騒音の場合と同様，遺腐交通  

（ディーゼル車）量から推定可能であったことも大きな婁囚となった。  
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1．4 必要な情報と入手可能であった情報   

2種の「環境保健モニタリング」は，全国あるいは開架，関西の大都市圏など広域について，  

また長期にわたり経時的変化を追えるものであることが望ましいと考えられた。ただし，地域の  

環境情報（一般大気測定局単位が基本である），健康情報（自治体が基本である），あるいは人口  

データ（各自治体が基本である）などの相互関連をみるためには，用いている単位地域が異なる  

こと，観察時期が－→致しないことなど，得られるデータに依存した制約も多い。ここでは，騒音  

と大気汚染を／と〈に道路沿道の環境に焦点を当てつつ解析することを念頭において，利用可能  

な情報についてまず整理し，地理的・時間的対応関係などについて整合性を検討した。また，調  

査・実験によって補完すべきデータについても整理・検討し，必要に応じて文献レビューも行っ  

た。  

（1）既存の統計情報   

まず，統計的解析に用いることのできる情報を騒音と大気汚染のそれぞれについて，概観して  

みると，以下のようであった。  

1）道路交通騒音とその睡眠影響に関する情報   

健康影響との関連を検討する場合，地域の騒音レベルや暴露状況に関するデータが必要になる  

が，これらについては全国的な測定綱が整備されているわけではなく，広域かつ長期にわたる系  

統的なデータは得られない。航空機騒音や新幹線騒音など，環境基準等との関連で一定の測定デー  

タが整備されてきているものもあるが，商業騒音，近隣騒音，工場騒音などは多種多様で個別性  

が強いた捌二，それらが問題となったときに測定されるのが通常である。ここでとくに問題とな  

る交通騒音についても，自治体レベルでの取り組みはあるが，本研究で必要となる系統的かつ長  

期にわたるデータは得られていない。   

しかし，道路交通騒音については，交通量データを基本として通路端における騒音レベルを推  

定し，道路騒音汚隠岨兄ヤ暴露人口を推計する試みも行われている。本研究では，環境庁大気保  

全局交通公害対策室がまとめた「全国沿道蘭書実態調査」（騒音影智マップ）のデータベース19）  

を用いることにした。   

一方，これら生活環境騒音の影軌二間する統計的データとしては，各自治体が受け付けている  

騒音公害苦情件数（環境庁公害等調整委員会）があるが，例年県別に集計されており詳細な解析  

には過さないZO）。本研究では，環境庁特殊公害課が昭和65年直に新規に発生した騒音公害苦情  

について別途調査収集した自治体別データ（昭和65年度）を利用して検討することにした。  
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2）ディーゼル排ガス汚染と肺ガン死亡率に関する情報   

大気汚染については，1970年頃から一般大気測定局や自動車排気測定局などで継続して行わ   

れてきたモニタリングデータが収集・整理されており，利用可能となっている。これらは全国の   

名大気測定局ごとに集積されているが，下記の肺ガン死亡データとの対応から，自治体を基本単   

位とすることとし，測定局が2か所以上ある自治体についてはそれらの平均価を用いた。ただし，   

ここではとくにディーゼル排ガス由来のSPM（これを“DSPM’◆ と呼ぷ）が対象となるが，一般   

大気測定局のデータは“総SPM’’である。また，その備については，月間値としては，月平均低  

1時間値の最高胤 日平均値の最高低1時間平均値の環境基準超過日数など，また，年間値と   

しては，年平均値，1時間値の平均値，日平均値の2％除外値，1時間平均値の環境基準超過日  

数などが，昭和49年以降について整理されている掴立公害研究所，1988）21・狛。ここでは，   

慢性暴露が問題となる肺ガンを対象とすることから，年平均値を採用した。   

また．対象を道路沿道に限定すれば，上記交通騒音レベルの推定に関する「全国沿道腰音実態   

調査」のデータを基本とし，さらに種々の必要なデータを加えて沿道のDSPM濃度分布を推定   

したデータが利用可能であった。   

一方．肺ガンの年齢別死亡率は自治体別には得られないので，地方自治体別に集計されている  

、厚生省人口動態統計の死因（国際疾病分類第9版）別死亡数と同地域別の年齢別人口データから   

標準化死亡比（SMR）を算出し，代替え指標とした。ただし，対象時期は1969－83年の15年間   

であり，中央年の全国人口で標準化した。また，1950丁一90年にわたる東京都および全国の女子   

の年齢別死亡率は，厚生省人口動態統計と東京都衛生研究所年報のデータから計算した。   

3）一般的情報   

その他，自治体別の人口（性・年齢ノ・職業別など）等のデータが必要であった。人口関連デー  

タは国勢調査データから，また，地域紆性に関する社会・経済情報は，適宜各種統計から収焦し，  

加工した。  

4）まとめ  

統計的研究において，今回収集・利用した情報とそれらの手順を図2にまとめておく。  

（2）補完すべき情報収集のための調査   

地域調査によって収集・補完すべきデータは．基本的には環境汚染への個人別暴露情報であり，  

また，想定される特完の症状ヤ影響との関連を調べた疫学調査データである。とくに暴露情報は，  

健康影響・リスクを予測する上でも必須の情報である。ただし，個人の暴露状況を全人口につい  

て実際に調査することは不可能であり，そのため推計が必要になるので，地域の（例えば－一般大  

気測定局で測定されている）汚染レベル，沿道での局所的汚染状況，家屋内外の汚染レベルの相  
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1：道路交通蓉音の場合  

「全国沿道騒音 苦情調査結果  

実感調査」D8  

2：テ■いセ’ル緋がス汚染の鳩舎  

「全国沿道テ■仁セ■ル  人口動態  

排がス汚染」DB  統計  

苦情統計  騒音情報   SPM汚染情報  死亡統計  

テ′－タ加工  テーータ加工  データ加工  データ加エ  

図 2 本研究における統計的研究のコンポネントとフロー図  

Fig・Z Cornponentsandflowinstatisticalexaminatio】一Sinthisstudy  
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関，また．個人の行動による変動などについて，系統的な調査を計画した。  

1）道路交通騒音の場合   

騒音への個人暴露状況は，携帯型の騒音集積計を用いた1日24時間内の10分ごとの等価應昔  

レベル（⊥Ae。）として測定・表現することが可能とされており，同法を用いて調査を行った0た  

だし，暴露される騒音の種類等との関連を知るために，生活時間調査を併行して行い，また，家  

屋外・家屋内の騒音レベルと個人暴露レベルを同時に測定することにした。  

・一方，騒音の影響に関する社会調査は，騒音による睡眠影響をはじめ‘‘うるさぎ’やその他“生  

活妨害”などの実態に関する質問紙調査を実施した。ただし，“うるささ”から苦情に至るプロ  

セス，それらに関与すると考えられる諸要因についても総合的に調査した。   

2）ディーゼル排ガス汚染の場合   

SPMへの個人暴露量調査用として開発されたβ繰個析法を用いる小型測定器についてその有  

用性を予備的に検討したが．本特別研究期間内には実用可能とするに至らなかった。したがって，  

家屋内・外のSPMレベルを通常の方法で測定し，個人暴露状況を推定することにした。ただし，  

SPMを粒径により「～2〃m」と「2－10〃m」に分別定量し，SPMとディーゼル排ガス中の発ガ  

ン物質との関係なども検討した。   

一方，大気汚染と肺ガンとの関連を疫学調査から明らかにするには．相当大きな対象集団につ  

いて長期観察することが前提となる。したがって，疫学調査による方法は，本研究の方法として  

は考慮し得なかった。   

3）補完すべき情報収集のための実験   

実験的方法は，とくに量（レベル）一反応関係を明らかにすることが目的とされるが，そのた  

め騒音については人間を対象として．また，大気汚染では，主として動物を対象として，実験が  

行われている。後者については，ディーゼル排ガス吸入実験による肺ガン発生の義一反応関係に  

関する実験が望まれるが，すでに国際的にも大がかりな動物実験が実施されており23），とくに  

肺ガンの「ユニットリスク」（1〃g／m3のDSPMに70年間暴露したときの生掛ノスク）について  

はそれらの結果が利用可能な段Ii削こある。   

騒音についでは，人間を対象とした実験により，生理的影響における感受性の個人差やレベル  

一反応関係などについての実験を行い，睡眠影響の評価手法を検討することにした。   

①道路交通騒音の場合   

騒音の睡眠影響をみる場合，正常者の中での高感性者や病的に過敏な人達を考慮することも産  

婆であるが，これまでそのような点を考慮に入れた研究は乏しい。例えば，音に対して特に感受  

性が高いとされる疾患の代表として神経症があるが，同疾患には感受性についての客観的データ  
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は整理されていない。   

実験は．と〈に感受性の個人差とその規定安臥高感受性者（神経症者も含め）の生理的影響  

に関するものを中心とした。ただし，騒音の睡眠への影響については，これまで多くの研究があ  

り，文献レビューを通して．交通騒音と睡眠影響に関する量（レベル）一影響関係を整理した。   

②ディーゼル排ガス汚染の場合   

大気汚染，とくにディーゼル排ガス由来のDSPMに関する肺ガンの「ユニットリスク」（1〃g  

のディーゼル排ガス粒子に70年間暴露されたときの過剰肺ガン発生率）については，文献から  

動物の暴露実験結果を整理・検討した。これまでの吸入突撃による「ユニットリスク」値は，  

2．5×105－4．1×10‾3まで変動が大きいが，本研究では，代表的な値として最近森永らが3研  

究施設の実験結果からMULTISTAGEMODELを用いて推定した6t14×10‾5（95％信頼区間上  

限値）を用いることにした。  

（4）総合評価の方法   

「定量的リスクアセスメント」の方法を基本として，上記汚染について予想される健康影響・  

リスクをできるだけ定量的に示す方法を検討した。しかし．必要となる対象人口の当該汚染への  

暴露状況の把握（「暴露アセスメント」）あるいは汚染と健康影響・リスクとの量一反応関係の把  

超（「用量一影響アセスメント」）のいずれについても，未だ解明されていない不確定要素  

（uncertainty）が含まれており，推定値の信頼性に問題が残っている。とくに，本研究における  

「暴露アセスメント」は，「予備的暴露アセスメント（preliminaryexposureassessment）」に相  

当し，より多〈の不確定要素を前提とせざるをえない。とはいえ，「環境保健モニタリング」の  

手法としては，現在のところその他の適当な方法がないので，不確定要素を今後検討し，改良し  

ていくことを前提として，耗計・調査・実験による情報を通して総合的に評価する手法を吟味し  

た。  

1．5 まとめ   

以上，「環境保健モニタリング」の対象とその方法を具体化した経緯の概要を述べた。対象を  

上記の如く2税とした理由は，都市環境汚染として道路交通に由来するものが最も深刻な問題の  

山・つであり，モニタリングの対象として最も緊急かつ長期的監視が必要と考えられたことによる。  

これら環境汚染に関してはすでに研究成兼がある程度蓄積されており，モニタリングに必須な暴  

露状況に関する情熱原も整備され，利用可能とされていた。したがって，「定量的リスクアセス  

メント」の概念・手法を基本とした「環境保健モニタリング」手法をモデル的に設定し，検討す  

ることにしたのである。  
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2 道路沿道騒音による睡眠影響に関する   

「環境保健モニタリング」一手法の検討  

2．1はじめに   

ある地域での環境願音汚染にかかわる問題の大きさを計る尺度として，一般に公害苦情の発生  

状況が用いられている。しかし，地域の苦情発生率には，実際の騒音による影響・被害以外の多  

くの要因が関与しており，対象地城での実際の騒音による影響を必ずしも反映しない可能性があ  

ることは以前から指摘されている。したがって，道路沿道騒音（交通騒音）に関する「環境保健  

モニタリング」における影響尺度として，この苦情発生率が利用できれば極めて有用ではあるが，  

まず同尺度が実際の住民への影響を忠実に反映しているかどうか，また，反映していないとすれ  

ば，どのようなデータを補完すればよいのかなどを検討することが必要と考えられた。この種の  

検討は，わが国については前例がほとんどない。そこで，以‾仁 ①統計的研究として，自治体ご  

との騒音苦情の発生率について，騒音の種類別に統計的な解析を行い，その中で道路沿道騒音が  

どれほど皆の発生や住民の暴露状況と関連する地域特性と関連しているのかについて基碇的な検  

討を行った。また，環境庁が行ったユ985年現在の「道路沿道慮音実態調査」データベースを用  

いて，とくに夜間における道路沿道の暴露騒音レベル別人ロを推定し，睡眠影響との関連を検討  

するための基礎データを作成した。   

一方，②調査研究としては，と〈に夜間交通願音による睡眠影響との関係で，沿道住民の巌音  

個人暴露状況の調査，また，迷惑感や被害感，うるささなどについて住民調査を実施した。また，  

③実験研究では，一般に環境汚染による影響評価の際に問題となるレベル一反応関係や感受性の  

個人差の開講を整理する必要性に鑑み，騒音や昔刺激に対する生理反応にかかわる諸指標（指尖  

容積脈波反応，脳波パワースペクトル，尿中カテコールアミン，副腎由来のストレスホルモンな  

ど）について，これまでの騒音影響研究をさらに進め，「環境保健モニタリング」の指標として  

利用可能とするためのいくつかの研究を待った。   

④総合評価では．以＿との諸結果を踏まえ，交通願書による沿道住民の睡眠影響に関する「環境  

保健モニタリング」の手法を具体的に利用するためにさらに必要と考えられる改良点や不足する  

データなどについて総合的に検討・考察した。  
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2．2 統計的研究  

東京大都市圏における騒音苦情発生率の  
生態学的構造について＊   

EcologicalProfilesoftheIFICidenceofNoiseComplaints  

intheGreaterTokyoArea（GTA）＊  

2．2．1  

兜 真徳l・影山隆之1  

MichinoriKABUTOlandTakayukiKAGEYAMAl  

要 旨   
束京大都市幽にある176市区を対象として，1986年度の騒音公害苦情発生率を求め，  

これと騒音発生や住民の暴露状況に直接・間接にかかわる人口・社会・経済相標あるいは  

退路沿道の騒音レベル別推定人口割合等の35指標との間の生態学的相関関係を検討した。   

年間苦情発生酌ま，道路交通騒音が年間0．41（人口10フブ当たり）と駄も低く，一般工  

場は6．20と最も高い値を示した。ただし，上記35指標は主成分分析により“超都市化’’，  

“人口の流動性”，“二l二葉化地域●’及び‘周辺中小都市”を示す4主成分に要約された。乗  

回帰分析の結果では，近隣騒音苦情発生率は，上記35指標のうち主に人口密度と有意な  

関連を示した。一九 商業騒音苦情，一般二【：場騒音苦情，一般及び特定建設騒音苦情の各  

発生率は．人口密度に加えてそれぞれに特異的な指標がさらに有意な相関を示していた。  

これらの重回帰モデルの説明率は16．5－38．0％程度で，関連を示した諸指標と人口密度  

との関連などをさらに検討すると，それらには地域での騒音の発生と暴露とに関する混み  

合い状況の相乗効果，すなわち“密度効果’’が作用していることが示唆された。また，東  

京大都市圏の中心部ほど集合住宅の割合が高いが，同じ中心部でも集合住宅に居住する人  

「Ⅰ割合が多いほど建設騒音計情発生率が高いという傾向が認められた。   

以上の検討結果から，交通騒音苦情を除くその他の騒音苦情の地域差は，現在の騒音発  

生状況と暴露状澗にかかわる，地域の「都市化」に関連した指標によって2－4割程度ま  

で説明される可能性が示唆された。より適切な地域指標や実際の社会調査結果などを組み  
合わせることにより実用可能な重回帰モデルが得られるかどうか，より詳細な検討が望ま  

れた。  

1．国立環境研究所 地域環境研究グループ 〒305茨城県つくば廿日＼野川16－2   

Regiona】EnvironmcntDivisi吼Nationa＝nstituteEorEnvironmentalSしUdies・16．20nogawalTsukuba・   

1baraki305、Japan．  

＊ 本論文は，首とアメニティ，9397，（199Z）に発表された論文を一部修正したものである0  
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Ab5traCt  

Annualincidcnceratesofspor）taneOuST10isecomplaints（AIRSNCs）in176wardsand  

citiesintheGreaterTokyoArea（GTA）werecaLeulatedforfiscalyear1986forthefirst  

tjme jnJ叩an．8nd【he童r eco】ogjcalぐOrre】a〔jons【035hldices rela亡ed to soundgenerating  

activitiesandlivingeonditions（includingpopulationdensity（PD））orthefo。rC云mponent  

SCOreS eXtraCted through their compotlent analysis，Which are characl仁一血d as“highly  

urbanized（Cl）’∵bedroomcjties（C2）”／’jndustrja】jzed（C3）’’and‘‘moreT7aturaJeT｝Yiron－  

ment（C4）’’areasin the GTA，reSpeCtively．were examined statisticaLly．The AIRSNCs  

va［ied from O．41（perlO5popu）at佃一），thelowest，for roadtraffic s。unds，t。6．ZO．the  

highesいorllTlregisteredfactorブSDumds．M111tiple regression analysesshowedthat抽osefor  

the sounds from neighboring houscholds were related only to PD out of theindices cx－  

amined．The AIRSNCs forthe sc・undsfrom commereialactivity．unregister占d faetory，rCg－  

isLcredand unregisteredconstructiorLSWerere）atedtosomeindicesspecifictocachofthem，  

in additiontoPD．Althoughonly16．51038．0％ofthevariationsofeach AIRSNCv．rereex  

Ⅰ）1ained by the regressiorlmOdels．this was attributed mainly to the‘‘erowding effects”or  

the syncrgistic cffects of crowded sound generation andliving conditionsir）the central  

GTA．Apartment houses，Which are more commonin thecentralGTA．were also reLated to  

highAIRSNCforconstrllCtionsounds．   

1twassuggestedthattheseanalysesoftheincideneedataofthccompLaintsmayshow  

basic urbanizatioIトrelatcd profiles of the current status of sound generatiorland exposure  

Of peopLeirlrelation to most kinds of AIRSNCs excludjng thaL for road traffie sounds．  

Further studyis warranted toimprove the regressiorlnlOdels by selecting more detailed  

and s血abLeindicesわr each eommunity as we‖as to combine these data with those from  

SOCiaL surveysin order to make them more usefulfor actualuse．  

1はじめに   

騒音による精神・心理的影響や生活妨害などは，行政的には「苦情」として取り上げられて初  

めて対応・対策が検討される。しかし，実際の影響が「苦情」行動に至るプロセスには，問題と  

なる甘に対する個人あるいは集団の感受性の差や行政への期待度など．多宴因が複合的に関与し  

ているとされており1‾3），また，それらの関連は音の棟類によって大き〈異なっている様相が明  

らかである。したがって，実際に地域で発生している各棟騒音の影響を評価する上で，「苦情」  

の発生状況がどのような意味を持つのかを検討しておくことは，騒音の影響に関する環境保健モ  

ニタリングり） を考える場合の基本的な作業の一つと考えられる。我々ほ，各論的には，上記の  

ような騒音の発生状況と影響との関連を検討するには住民調査が最適の方法と考え，すでに東京  

大都市圏内の4地域を対象にすでに社会疫学的調査を実施し，現在その結果を解析中である。   

ここでは，都市生態学的な視点6・7）を基本として，騒音の種類別「苦情」発珪状況について，  

地域の都市化度や地域活動指数，とりわけ人口密度との関連を統計的に整群・検討した。  
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2 対象と方法   

全国市町村で受け付けた騒音苦情数データ（昭和61年度新規発生分，環境庁特殊公害課調査）  

を用い，騒音の種類別の年間願書苦情発生率（AnnuallncidenceRateofSpontaneousNoiseCom－  

plaints，AIRSNC）を求め，各種地域指標との関連を多変量モデルにより解析した0   

ただし，対象は首都圏（l郁6県）176市区（発生率の低い郡部を除く）とし，上記モデルに  

投入する変数として，騒音の発生状況及び個人の暴露機会に密接に関連する地域特性指標の一つ  

と考えられる人口密度，及び騒音の発生状況にかかわると考えられるその他地域特性情報を既存  

の人口・社会・経済統計等から収集した。交通騒音の発生状況指標として，環境庁交通公害対策  

室の「全国沿道騒音実態調査報告書」作成に用いられたデータベースから得られる騒音レベル別  

沿道人口推定値も利用した。  

表 1騒音苦情発生率との関連が予想された諸指標リスト  

TablcIRegionalvariablesexpected tobecorrelated with AIRSNC（AnEluaLir・Ci－  

dencerateofspontaneousnoiseeompLaints）  

く建設関連指標〉  
22）着工住宅密度（／kn－2）  

23）市町村土木費（倍円／千人）  

24）土地価格（H／m2）   

〈住居間連綿標〉  
25）持ち家世帯割合（％）  
26）住宅密度（／km2）  

27）一戸建て住宅割合（％）  

28）共同住宅割合（％）  

29）畳数／人  

30）住居系地域人口割合（％）  

31）第1次踵業人口割合（％）  

32）公園面積（n12／千人）  

く人二［関連指標〉  

1）人工密度（人／km2）  
2）平均世帯人員（人）  
3）就業者人tコ割合（％）  

4）D11）人口割合（％）  

5）畳／夜間人口比  

6）65才以上人口割合（％）  

7）人lコ総移動率  

8）自然増加率（％）  

9）社会増力【l率（％）  

10）核家族世帯割合（％）   

〈二⊥光関連指標〉  
11）第2次産業人口割合（％）  

12）工場数（／千人）  

13）工業系地域人l：】割合（％） く道路関連相接〉  

33）幅員10m以上舗装道路に面する住宅割合（％）  

34）偉間道路騒音〉70dBの沿道人口割合（％）  
35）戒l肛隠路騒官〉65dBの沿道人⊂用j合（％）  

14）製造品出荷称（億円／人）   

〈商業関連指標〉  
15）卸売販売額（億円／千人）  

16）課税対象額（値円／千人）  

17）商業系地域人口割合（％）  

18）小売店密度」／km2）  
19）小売店売上（lづ／I占・年）  

20）飲食店数（／千人）  

Zl）第3次産業人口割合（％）  
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人手可能であったこれら諸指数・指標は，関連する溢音の発生状況をより適切に表現すべく，  

その多くは元のデータを地域面積当たりや人口1人当たりに変換した値とした（表1）。   

なお，苦情発生に直接関連すると考えられる年齢層は限られており，そのため上記発生率は人  

口の年齢構成の地域差の影響を受ける可能性も予想されたが，20歳以上の人口に対する発生率  

を求めて同様な検討を行った場合でも，以下の結果にはほとんど差が認められなかったので，こ  

こでは総人口に対するAIRSNCを対象とすることにした。  

3 結 果  

（1）人口密度とAIRSNCの関連   

東京大都市関内の176市直別のAIRSNC（人口10力‾対）を，特定工場（作業場も含む），その  

他の工場，特定建設，その他の建設，商業（拡声器も含む），近隣・家庭生活および通路交通（二  

輪車も含む）の各騒音別に求めたのが表2である。   

一方，AIRSNCについて人口密度（対数）との関連を散布回を描くことによって基礎的に検討  

したのが図1である。図中の中央の線は，176市区を人口密度により5等分（qu血tile）し，各  

quintile内の人口密度とAIRSNCの中央値（50％ile値）を求め，5個の値を結んだmediantrace  

を示し，また上下の線は，各quintileの25％ileと75％ile債のhingetraceを示している。   

同図に明らかなように，人口密度（対数）と各AIRSNCの関係には．騒音の種類により概略次  

のZつのパターンがある。  

（五人口密度の上昇に伴い増加するパターン（商業騒音，その他の二L場騒音，特定建設騒音 ，そ  

の他の建設騒音，及び家庭騒音）  

（参人口密度と相関しないパターン（特定工場騒音・道路交通騒音）  

表  Z176市区全体における音源別AIRSNC（人口10万当たり）  

Table2 AIRSNCin176ciLicsandwardsby noisesource  

音 源  給苦情数  AIRSNCl）  

特定」二梯  
その他の工場  
q寺走建設  

その他の建設  
商 業  
近隣・家庭生活  
道路交通  
総 計2）  

1
 
2
 
3
 
7
 
1
 
0
 
2
 
6
 
 

4
 
9
 
0
 
0
0
 
2
 
0
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U
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U
 
 

7
 
2
 
5
 
0
 
9
 
8
 
1
 
5
 
 

2
 
 
 
 
1
 
1
 
 

7
 
 

1）176市区を一括して求めた値  

2）上記以外の騒音苦情も含む  
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図1人口密度と騒音苦情発生学（AIRSNC）の関係  

Fig．1CorrelationofAIRSNCswith poputationdensity  

（2）順位変数を用いた重回帰分析  

176市区のAtRSNCを目的変数として，以下のような2段階の重回帰分析を行った。ただし，  

説明変数はそれらの分布の偏りを考慮し，すべて順位変数に変換して投入した。   

第1段階では，表1の諸指標のうち，工場騒音についてはエ業関連指標を，商業騒音について  

は商業関連指標を，建設・家庭騒音については建設・住居関連指標を，道路交通願音については  

道路関連指標を，それぞれ説明変数としてまず投入し，ステップワイズ法により変数を選択した。   

第2段階では，」二で選択された説明変数に，表1の変数1）－10）を追加して，さらにステッ  

プワイズ法を適用し，有意に関連する変数を選択して，最適モデルを求めた。   

結果は表3に示すとおりであるが，主要な点として，   

①その他の工場騒音，特定建設騒音，その他の建設騒音では，各騒音発生に関連する変数と，  

騒音暴露機会に関連すると想定された人口関連変数の両方が，有意に関連していた。   

Q）商業騒音，近隣・家庭生活および特定工場騒音に関しては，各騒音発生に関連する変数のみ  

が有意の関連を示した。   

③道路交通騒音に関しても同様に，騒音発生に関連する変数のみが，弱いが有意な関連を示し  

た。  

などが指摘される。   

ここで，上記結果で得られた各種亜回帰モデルの不均一性をさらに検討・整理するために，各  
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表 3 AIRSNCと各種聞達指標との垂回帰分析結果  
Table3 Multipleregressionana】ysisofAIRSNCswithregionahrariab）es  

AIRSNCと有意な相関を示した騒音発生に関連する変数と，人口密度との関連をみたのが図2で  

ある。同園は，工場の分布や第2次産業人口割合が人口密度と相関していないことを示しており，  

特定工場騒音に対する苦情が人口密度と相関しないことと関連しているものと考えられる。  

（3）主成分得点を用いた重回帰分析   

各種AIRSNCと地域特性との関連をさらに検討するため，表1に示す35指標の主成分分析を  

行った練乳 4主成分（固有倦1・0以上）が得られ，それぞれ「超都市化（高密度信任）」（Cl），  

「人口の流動性」（C2），「工業化」（C3），「周辺の都市化地域」（C4）を示す主成分と考えられ  

た（詳細略）。ただし，鳩密度居住」主成分には，商業活動ヤ建設・住居関連の指標も大きく寄  
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図 2 人口密度と騒音発生または居住環境に関連する要因との関係  

Fig，2 Correlation of variables related tc｝nOise generation or residcntialcnviron  

menLwithpopulationdens】ty  

与しており，地域の「起都市化」の程度を示す主成分と解釈することが可能と考えられ，したがっ  

て地理的分布としては，「超都市化」の強い地域は大都市圏の中心地札 また，同様に，「人口の  

流動性」の大きな地帯は中間地苛，さらに「凰辺の都市化地域」は凰辺地備にそれぞれ対応して  

いることが知られた。   

次に，これらの主成分得点を説明変数，AIRSNCを目的変数とした場合の重回帰分析を行った。  

その結果は表4のとおりであるが，以下の3点に要約された。   

①特定工場騒音を除くすべての騒音に対するAⅢSNCは，第1主成分（「超都市化」）と有意に  

関連していた。すなわち，大都市圏の中心部に近い程高くなる傾向を示している。   

②特定建設騒音に対するAIRSNCについては，第2主成分（「人口の流動性」）の寄与も有意で  

あり，上記とは独立して大都市圏の中心部で高いもののある傾向を示している。   

③特定二Ⅰ二場騒音およびその他の工場騒音に対するAIRSNCに関しては，当然のことながら，第  

3主成分，すなわち「二I：業化」が有意に関連しており，地域の都市化歴とは独立した二Ⅰ二場の  

分布に依存した発生状況を示している。   

以上の結果と，上記（1），（2）の結果を総合すると，   

①商業騒音と近隣・家庭騒音では，それらのAIRSNCは，人口密度あるいは「超都市化」と相  

関し，したがって大都市圏の中心部ほど高くなる傾向があるが，その場合，主として関連す  

る騒音の発生が平行して増大していること。   

②その他の工場騒音，特定建設騒音，その他の建設騒音では，人口密度あるいは「超都市化」  

と相関し，したがって大都市l嘲の中心部ほど高くなる傾向はあるが，それらの発生分布は－・  
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衷 4 AIRSNCと地域特性を表す主成分得点との重回帰分析  

Table4 Multip】eregressionanalysisofAIRSNCswithprincipleeomponer）tSDLre・  

aional characteristics 

F  R2  音 源  偏回帰係数  
CI  C2  C3  C4  

特定工場  
その他のコニ場  
特定建設  
その他の建設  
商 業  
近隣・家庭  
道路交通  

n．s．  n．s．  0．445‥■  n．s．  43．0＊＊＊  0．198  

44．5＊＝  0．340  

47．4＝＊  0．354  

ユ07．0■■ヰ  0．38】  

87．0＊＝ 0．333  

67．7＊■＊  0．280   

9．2＊＊   0．050  

0．384＊‥   n．s，  

0．518＊＊＊  －0．293ヰ●■  

0．6ユ7い＝亡 r．s．  

0．578＊＝   n．s．  

0．529■＊＊   n．s．  

0．225ヰキ   ロ．s．  

0．438＊＊＊  n．s．   

n．S．  n．S．  

n．5．  n．s．  

n．S．  n．s．  

n．S．  n．s．  

n．S．  n．s．  

Cユ：「高密度居住」，C2：「人口の流動性」，C3ニ「工菜化」，C4ニ「周辺部れ  

n、S．＝notsjgnificant（説明変数から除外した。）   

邦人口密度から独立しており，特定建設儲音に対するAIRSNCは，中心部でとくに抗い傾向  

にあること。   

③特定工場騒音では，その分布は人口密度とはほぼ完全に独立しており，そのAIRSNCは同分   

布によってほほ－規定されていること。  

（参道路交通騒音のAIRSNCのレベルは．その他騒音の場合に比較して絶対的にも相対的にも低  

い傾向があるが，多少とも人口密度あるいは「超都市化」と相関し，大都市圏の中心部に高  

くなる傾向があること。  

などが明らかになった。  

（4）Af尺SⅣCの重回帰モデル   

AIRSNCと説明変数との定量的な関係を示すため，最初の重回帰分析で選択された説明変数（ま  

たはその対数）を順位化せずに，これとム1RSNCとの重回帰モデルを改めて構成してみた。結果  

は表5に示すとおりであり，有意性が失われた自動車願書の場合を除き，比較的よいモデルが得  

られた。  

4 考 察   

騒音苦情の発生には複合的要因が関与していることは先述のとおりであり，別途詳軌こ検討さ  

れるべき課題8）であるが，ここではそれを発生率に変換しており，個別性の大きな背景要因は統  

計的に均トイヒされていることを前提としている。   

こうした前提の上でではあるが，以上の結果（とくに表5）は，特定工場騒音と交通騒音の場  

合を除き，各騒音に対する苦情発生率が地域の人口密度あるいは「超都市化」と相関し，したがっ  
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表 5 AIRSNCの重回帰モデル（AIRSNC＝α＋∑／ヲ1Ⅹi）  

Table5 MultipIcrcgressiorLmOdelsofAIRSNCsintheirrealvalues  

β  F，   R2  騒音の種顎  説明変数（X）  

0．52＊＊■ 2．03 34，5＊＝ 0．328  

1．50◆  

0，27＊＊＊＋22．617．1＊■＊ 0．165  

3，79＊＊  

－6．31＊＊＊ －5．57 26．6♯■■ 0．317  

－5．86■＊  

特定工場   二L場数／千人  

log（人口密度）  

その他の工場 第2次産業人口割合  

log（人口密度）   

特定建設   住居系地域人口割合  
log（一戸建て住宅割合）  

tog（人【二1密度）  2．74■＊ヰ   

その他の建設lo京共同住宅割合）   1．15＊   －17．5 22．7＊＝ 0．283  

住居系地域人口割合   一5．20■♯■  

log（人口密度）  4．24＊ヰ■  

log（′ト売店密度／km2）   5．86…＊ 17．2 52．9ホ＊＊ 0．380  
1咽（′ト売店売上／店・年） 7．38■－  

商 業  

2．54ヰ■＊  －1．75 50．0－＝ 0．223  近隣・家庭 log（人口密度）   

道路交通   （n．s．）  

fl－【es【＝＝■pく0．001，＊＊p〈0．01．♯pく0．05  

n．s．＝norS童g¶irjc8打と（有意のモデルを構成できず）  

て，大都市圏の中心部に向かって高率となっており，生態学的概念としての「密度効果（crowding  

cff出S）」10）が働いていることを示している。言うまでもなく．この「密度効果」とは，桐密居  

住に伴う暴露機会の増大と同時に．人口の集積状況に比例して活発に行われている活動を反映し  

た騒音発生状況の両者が，相乗的に苦情を増加させていることを示唆している。   

ここで，道路交通騒音についてのAIRSNCは，人口密度との関連がみられなかったが，同  

AIRSNCが稚対約にも相対的にも低い傾向にあることは，これまでの調査結果8・9）からみると，  

対策の困難性を背景として，既存道捌こ対する新規苦情が住民から訴えられにくくなっているこ  

と，取近間題の大きい「夜IHjのオートバイの音」などでは自治体よりは警察へ苦情が持ち込まれ  

る傾向があること，などが影響しているものと考えられる。一定レベル以上の道路交通騒音に暴  

露されている人口は，表1の34），35）についてみれば，1郁6県内でそれぞれ18．9万人，  

75．8万人（ただしこれは，道路側端の騒音レベルがそれぞれのレベルを超える100m町方の■「沿  

道メッシュ」内推定人口の総人lコに対する割合であり，実際にはこの2－3割）程度と推定され  

る。したがって，1司騒音の場合には，AIRSNCが住民の精神・心理的影響や生活妨害の実態をほ  
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とんど示していないことは明らかである。   

一方，大都市圏の中心部ほど高率となる傾向を示したそのイ也の騒音に対する苦情のうち，商業  

騒音と近隣・家庭騒音に対するAJRSⅣCの挙動はほとんど一致しているとみなすことが可能であ  

ろう。すなわち，図Zで：は，商業騒音に対する苦情に関連していた「住居系地域内の小売り店密  

度」は人口密度に直線的に相関している一九「小売り店当たりの売上額」は（まとんど相関がない。  

したがって，商業騒音の苦情の場合には，「住居系地域内の小売り店密度」は「人口密度」とほ  

ほ等価と考えられるからである。ただし，「ノト売り店当たりの売上額」が同時に正相関を示して  

いるのは，地域を問わず商業活動が活発な楢ほど関連騒音の問題が大きいことを示唆している。   

建設関係の2種の騒音に対するAIRSNCが，同様に人d密度に相関していることは明らかであ  

るが，多少様相が異なる。すなわち．いずれも「住居系地域人口割合」が負に相関しているが，  

同割合は人口密度が高い地域で大きく変動しており（図2），高人口密度地域，すなわち中心部  

で同割合が低い地域では，AIRSNCは高率となっている。逆に，同割合は中間地帯で全体的に高  

いが，そこではAIRSNCは相対的に低率となっており，全体として互いに負の相関を示している。  

また，同AIRSNCと「一戸建て住宅割合」が負に，「集合住宅割合」が正に相関しているが，図  

Zに示されるように，これらは人口密度に対し負及び正の相関を示し，中心部の高人口密度地域，  

すなわち「一戸建て住宅割合」が小さい地域，したがって「集合住宅割合」が大きい地域では，  

AIRSNCが高率であることを示している。   

上記のようlこ，建設騒音に対するAIRSNCの場合には，非住居系地域内に集合住宅が多い地域  

であることが，人口密度とは独立した寄与を示しており，集合住宅をめぐって影響が出やすい傾  

向が示唆される。これは，集合住宅が密集するところ，すなわち大都市の中心部ほど建設作業が  

活発である傾向と同時に，建築学的な間接や集合住宅住民の属性・生活様式の違いなどを反映し  

ている可能性を予想させる。また，商業騒音の場合には，商業活動の活発さを示すと考えられる  

「小売り店当たり売上額」が人口密度とは独立した相関を示しており，同活動の在り九 マナー  

にも問題があることを示唆している。さらに，個々の苦情の発生には，様々な個別的要因が関与  

していることも想像に難くない。   

しかし，こうした人口密度とは一見独立して影響を与えていると考えられる問題はミクロな側  

面であり，マクロな視点から改めて考察するならば，実は高人口密度が，あるいは高人口密度化  

が示す地域の人口集積・活動状況が，これらの問題を発三じさせるl朴接的原図となっている7）こと  

も明らかである。それは3（3）において，「超都市化」を示す第1主成分に対して各棟活動指標が  

大きく寄与している構造からも示唆されるところである。すなわち，上記「密度効果」が生じる  

背景仁甘 これら直接的，間接的な原因が有礫的に関連しあっている構造が想定される。このこ  

とは，人口密度が示す桐密屠住状況が背景にあるとしても，それ自身が苦情の発生の直接的な原  

因ではない部分も大きいことを意味している。環境騒音からみて都市はどの程度の人口規模が適  

切なのか，また，都市の巨大化に伴ってどのような磯序でこうした「密度効果」が生じているの  
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か，あるいはこうした「効果」はどこまで抑制・制御できるのか，などの疑問に答えるためには．  

さらに都市の「人間一環境系」総体やその内部構造に関して，これまでの調査t研究結果を系統  

的に整理・検討してみることも必輩と思われる。  
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2．3 調査研究  

2・3．1  幹線道路沿道蓼屋内における睡眠時騒音暴露  
レベル（上A。。（slp））について＊  

Individualsoundexposurelevelduringsleeplnrelationto  

roadtrafficnoiseamongthewomenlivlngrOadsidearea  

－a■Studyor4a代aSinTokyo－＊  

影山隆之l■・兜 其徳1  

TakayukiKAGEYAMAlandMichinoriKABUTOl  

要 旨   
都市域における家屋内の睡眠時騒音暴露レベルについて調査した結果，とくに幹線道路  

沿道では，道路交通騒音による有意の上昇傾向が示された。ただし，この影響は夜間8時  

間交通量が9千台以上の道路の沿道ZO【30m以内に限って認められ．その場合の沿道直  

近家屋での平均LA亡。（slp）は，非沿道に比べ8－9dB高かった。また，非沿道家屋にお  

ける⊥Ae。（slp）は，住居系地域に比べ商業地域・任工混在地域・都心オフィス街では3～  

4dR高く，道路交通騒音以外の家屍外騒音の影響が示唆された。   

一九全国で，道路交通騒音の影響によってJ．Ae。（slp）が50dBを超えると予想される  

人口は0．Z～0．4％と試算され，これら人【：】に関するより詳細な疫学調査の必要性が示唆  

された。  

Abstract   

Indoor sound exposurelevels during slecp（LAe．（slp））wcrcinvcstigated for the  

women】ivingroadsidein4areasinTokyo・SignificantincreasesofLAp。（slI））duetoroad  

traffic sound．which were roughly proportionalto Lhc traffic vo］ume on the nearby road．  

Werefoundespecial】yforthesubjectswhosehouseisfacingtheroad・Theincrcascsofl・＾q  

（s桓）amongtheroad side women were8to9dBwhcn eompared withthoseof］10nrOad  

sid（ゝWOmeIl．  

SinceitisestimatedaccordingtoothcrexaminationsthatthepeopLcwhoseI■＾，q（slp）  

InayeXCeed50dB，forexamplc．isaboutO・2－0．4％forallthepopu］ationinJapan．theprcr  

scnt results may indii.ate the necessity of detailed epidemiologic studies on these expased 

pe【）pkespeciallyinreJa圧）nLosleepdtsturbancesandしheirhealtbconsequences．  

L 国立環境研究所 地域環境研究グループ 〒305茨城県つくば市小野川162  

E（cgiorLalEnvironnlerLt L）ivisiorL NatiorlaLInstiい1tC for EnvironmentalStudies．16L20nogawa．Tsukuba．   

Ibaraki305．Japan．  

＊ 本論文は．髄音訓御．16（5），42－46．（1992）として発表された論文を一部修正したものである。  
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1はじめに   

近年，夜間道路交通量は増加傾げ小二あり，道路騒音による睡眠影響が憂慮されるところであ  

る1▼2）。睡眠時の家屋内騒音レベルについてはこれまでにも報告されていが‾6）が，近隣の幹線  

道路騒音との関係を系統的に検討したものは少ない。本項では，首都圏内4地域において実施し  

た一連の調査結果から，夜間睡眠中の個人暴露レベルについて，家屋内外騒音レベルとの関連，  

および道路交通量等との関連を検討した。  

2・対象と方法   

首都圏内の地域特性の異なる4地執すなわち東京都世田谷区（S区）川川奇市川崎区（K区）・  

東京都台東区（T区）および同中央区（C区）内のそれぞれ住属地城・住工混在地域・商業地域・  

都心オフィス街において．幹線道路の「沿道」と「非沿道」よりほぼ同数の対象者（既婚女子198名）  

を選定した（蓑1）。   

ここで，「沿道」とは幹線道路より2－3軒目までを指すものと定義し，「非沿道」家屋に住む  

対象者をA群，「沿道」はさらに2介して幹線道路に直面しない家歴と画面する家屋に住む対象  

者をそれぞれB群，C群と分類した。また，各地域の幹線道路の夜間8時間交通量は．1985年  

道路交通センサス7）によれば3－22千台であった（表1）。   

以下の調査は，1988年および1989年の10－11月の平日に実施した。すなわち，対象者に小型  

騒甘暴露計（リオン社NB－13A）を携帯させ，10分間ごとの等価騒音レベル（以下LAe。（10min））  

を24時間にわたり測定した。同時に，測定中の生活行動を10分単位で記録させた他，属住条件  

（住居形態，家屋構造，窓の構造，寝室の位置），個人属性（職業の有無．同店家族数，就寝時刻）  

などに関する質問紙調査を行った。上記より睡眠時騒音暴露レベルとして，睡眠時間内のすべて  

の騒音暴露レベル⊥Ae。（10min）（原則上して枕元で測定された）のエネルギー平均倍を求め，  

ん∧叩（slp）と表記することにした。  

表 1調査地城と調査対象者  

Tab】el Numberofsl】bjcctsbylivlngareas  

対象者人数  幹線道路交通量（千台）＊  

A群 B群 C群 計  催12時間   夜8時間  
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A群：非沿道1D群：幹線道路から2，3軒目以内（直近を除く），  

C群：幹線道埼1≠主近．●（）l月は大型車交通迂  
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‾九対象者中25捌こついては，個人の騒音暴露量測定と同時に，家屋内外の廉音レベルも  

測定した。ただし，測定箇所は，鼠外はベランダ等，（沿道家尿では幹線道路側），屋内は屋外測  

定箇所に最も近い室内とした。   

結果の解析には東京大学大型計算機センターの統計プログラムSASを用い，家屋外，家屋内  

騒甘レベルをも測定した例についてこれらと騒音暴露レベル（⊥Aeq（－Om止））の関連を検討する  

とともに，全対象者について上旬（slp）と居住条件・個人属性等との関連を一般線形モデル  

（GLM）8）によって検討した。  

3 結 果  

（l）対象者の居住条件・属性   

対象者の居住条件・個人属性等を表2に示す。主な特徴として，①鉄筋コンクリートの家屋は  

T・C区に多い，①二束サッシ窓は幹線道路沿道（とくにK区）に多い，③有職者はT・C区で  

多く，とくに自営業者の「主婦」が多い，④就寝時刻はT区で分散が大きく，22時以前に就寝  

する者も多い，等が指摘される。  

表  2 対象者の居住条件・属性  

Tab】e2 Backgroundofsubjects  

居住条件・屈性  S区  K区  丁区  C区  計  

住尾形態 一戸建て  
集合住宅  

住居構造 木造／モルタル  

鉄筋鉄骨  
窓の構造 二重サッシ  

ー重サッシ  

木 造  
職 業   あ り  

な し  
同屈着数 1－2人  

34人  

5人一  
就適時刻 －22：00  

－23：00  

－24：00  

0：10一  

32（64） 32（71）  

ユ8（36） ユ3（29）  

42（84） 30（67）  

8（16）15（33）  

7（14）10（22）一  

38（76） 32（71）  

5（10） 3（7）  

15（30） 20（44）  

35（70） 25（56）  

12（24） 8（18）  

15（30） zz（49）  

23（46）15（33）  

1  

23（38） 22（51）117（59）  

37（62） 21（49） 引（41）  

・9（15） 3（7） 29（13）  

43（72） 33（77）146（74）  

8（13） 7（16） 23（13）  

30（50） Z2（51） 87（44）  

30（50）． Zl（49）111（56）  

25（4Z）10（23） 55（28）  

17（28） 22（51） 76（38）  

18（30）1］（Z6） 67（34）  

7＝4） 6（13） ユ6（27） 5（ユ2） 34（17）  
19（38）18（40） 24（40）19（44） 80（40）  
ユ0（20）］2（27） 8（13） 7（16） 37（19）  
14（28） 9（20）12（20）12（28） 47（24）  
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（2）睡眠時の家屋外・家屋内騒音レベルの関連   

家屋内外の騒音レベルを同時測定した25名について．睡眠時の家屋外騒音レベル（⊥Ae。（10  

min）のエルギp平均）をみると，S区ではA群58．7dB／（B＋C）群70．7dB，同様にK区では  

50．1／72．0，T区では49．6／49．3．C区では58．0／60．9であった。すなわち，S・K区では幹線退  

路の沿道と非沿道の差が10－20dB（A）であったが，T・C区では差が認められなかった。   

一一方，睡眠時の家屋内騒音レベル（LA。．1（10min））の分布（図1）は二峰性を示し，55dB以  

上の山は同居者の発生音や時計の時報等によるものと推測された。ここで，家屋内外のLAe。（10  

min）の相関をみると，家屋内騒・苗・レベルが55dB以上の場合をデータから除いたときにとくに  

良好な直線的関係が得られた（図2，「＝0．621：p＜0．001）ことから，上の推測は間援的に支  

持された。また，同園から，家屋内外の騒音レベル差は家屋外レベルにより異なるが，同レベル  

が高い場合には家屋による減衰が平均20dB以上であることが示された。   

＼
∴
∴
＼
 
 

⊥A叫（川min）．dB   

凶1睡眠時における家屋内騒音レベルの度数分布  

Fig．11）istributionofiI－doorsoundlevelsduringsubjectsIsIccp  
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家屋外騒音レベル上八p。（10min），dB  

凶 2 睡眠時における家屋内騒音レベルと家屋外騒音レベルの相関  

Fig．2 Correlation ofindoor soundlevcIwith outdoor sound】evelfor cachlO rrli－  

nutesduringsubjeets’steep  

（3）家屋外騒音レベルと騒音暴露レベルの関連  

」二記25名の睡眠時における騒音暴露レベル（⊥Ae。（10min））は，同じ時間帯の家屋内騒音レ  

ベルよりも■鳥し、傾向にあり，家屋内発生音の寄与が推測された。しかし，騒音暴露レベルの分布  

は一峰性であり，家屋内靡昔レベルの場合と同様の方法で家屋内発生音の影響を除いて検討する  

ことはできなかった。ここで，今回の行動記録は自記式10分単位であり，記載された就寝・起  

床時刻と実際の行動との“ズレ”が予想された。事実，就寝直後・起床直前の⊥∧叩（10min）は  

相対膏引二高値となる傾向にあり，対象者や同居者の発生官等の影響が示唆された。そこで，就寝  

直後・起床直前各1時間のデータを除外して検討すると，騒音暴露レベルと家屋外騒音レベル（と  

もにんAe。（10min））は有意の正相関を示した（図3，「＝0．562：p＜0・001）。ただし，地域別に  

みると，C区ではこの傾向が明らかでなく，他地域では特に沿道において同傾向が顕著であった  

（表3）。また，家屋外騒音レベルが高いほど，同レベルと騒音暴露レベルの差は大きくなる傾  

向にあった（図3）。  

（4）睡眠時騒音暴露レベルの分布と阻連要因   

全対象者の⊥Ae。（sIp）について，地域別・幹線道路からの距離別の平均仲（算術平均）を求め  

た（衷4）。同値は，S区・K区ではC群がA群より9dBイ1■意に高かったが．T区・C区では有  

意の差は認められなかった。また，L＾e。（sIp）が50dB（A）以上の対象者の割合は，T区・C区  

では約40％，S区・K区の非沿道では20－50％，l司沿道では50－70％となった。   

⊥Ae。（sIp）と諸要因との関連をGLMにより検討した結果（衷5），幹線道路からの距離別およ  
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60  

屋外騒音レベル1．Ae．（10min）．dB  

図 3 睡服時における家屏外願音レベルと願音暴露レベルの相関  

Fig．3 Corrclation of personalsound exposurelevcIwith ouLdoor soundlcvelfor  

eachlOminutesduringsubjectsIsleep  

衷  3 睡眠時の家屋外騒音レベルと個人騒音暴露レベルとの相関  

Table3 Corre）ation of outdoor soundlevelwith personaL sound exposure】eve］  

duringsubjects’sleep  

地域  A群  B／C群  

0．088  0．602＝＊  

0．3Z7＊＝  0．562＊＝  

0．548＊＊＊  0．631＊＝  

－0．063  0．17Z  

区
区
区
区
 
 

S
 
K
 
T
 
C
 
 
同じ10分間のJ－Ae。（10mjn）の柵関係数 ‥■p〈0．001  

び4地域別の平均値には有意差が認められたが，その他のJ苦イ主条件や個人属性による有意差は認  

められなかった。この場合の4地域別・幹線道路からの距離別の⊥Ae。（slp）調整平均依を図4に  

示す。S区・K区においては，A－C群の間で8－9dBの有意差がみられた。また，幹線道路の  

影響が少ないと一l払われるA群のみに着目すると，S区では他の3地域よりも有意に低く，その差  

は3－4dBであった。   

なお，家屋内発生昔等の影響が考えられた就寝直後・起床直前の各1時間のデータを除外する  
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表 4 地域別・幹線道路との距離別の⊥Ae。（slp）  

TabLe4 LAe。（sIp）byareasanddistancefrommainroads  

（全体）  A群  B群  C群  

S区■＊  

トl土‥●  

T区  

C区  

44．6（7．9） 44．0（7．4） 48．Z（8．5）  
53．9（12．4） 51．3（12．7） 54．9（12．6）  
48．9（9．5） 48．6（9．7） 49．6（8．8）  
46．6（6．6） 45．6（7．3） 47＿4（6．4）  

53．0（3．7）  

56．3（11．9）  

49．3（8．7）  

47．9（6．7）  

meandB（A）（s．d．〉，●事◆トLest：pく0．001  

表 5 一般線形モデルによるん入。。（slp）と住環境・破調査者属性の関連の分析  

Tabl∈5 GeneralLinearModeLofL＾e．（sIp）withresidentialenvironmentandsub－  
JeCtS’baekground  

説明変数  

調査地城（S／K／T／C区）  6．4＝＊  

幹線道路との距離（A－C群）   4，2＊  

調査地域＊幹線道路距離  2．6＊  

一戸建て／集合住宅  

家屋構造  
窓の構造  
寝室と遺魔の位置関係  
就繕時刻  
年 齢  
職業の有無  
家族の人数  

F＝4．7■＝，R2＝0．237  
●p〈0▲05，＝◆pく0．001  

と，んAe。（sIp）は全体的に3”5dB低い偵となった。この値についてGLMにより再解析した場  

合，基本的に表5と同様の結果が得られ（F＝セ．8ニp＜0．001）．説明率は33％に上昇した。  

4 考 察   

陣眠時騒音暴露レベル⊥A。。（s】p）についてはこれまで，①仙台市3）の無職主婦45如こおいて  

は平均44．5dB，②名古屋市4・5）の男女211鋸二おいては平均43．7dB，③神奈川県の主要道路沿  

道6）の無職主婦100名においては平均48．7dBなど．ほぼ－・致した値が報告されている。今回の  

結果を，沿適・非沿道の別を考慮してこれらと比較すると，S区・K区の沿道では平均値で7ル  

1ZdB高かった。その主な理由としては，幹線道路騒音等による影響および睡眠中の測定場所を  
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nean ± s．d 

地建い  
● S区く住居）  
☆ K区（住工）  
□ T区（商業〉  
O C区（都心）  

幹線道措からの飽駐 
A 非沿道  
B 沿道（幹線道路に  

直面せす）  

C 沿道直近  

★★★ 「    ［  

★★★ p＜．001   
★★ p＜，01  

★ p＜．05  

A  fi  C  

幹線退路からの距離   

回 4 睡眠時騒音暴露レベルの地域別・幹線道路からの距離別調整平均  

Fig．4 PersonalsoundexposurelevelduringsLeep adjusted for areasand distance  

from highways  

枕元としたことによる各穐自己発生甘・家屋内発生者の影響の可能性が考えられた。   

ここで，家屋内外の騒音レベルを同時測定した対象者の結果をみると，睡眠時の家屋内騒音レ  

ベル（L＾。q（10min））は，とくに家屋内発生昔等の影響を示すと思われた55dB以上のデータ（図  

1）を除外した場合，家屋外騒音レベル⊥∧e。（10min）と良好な相関関係を示し個2）．家屋外  

の通路交通騒音等が家屋内へ侵入していることが示唆された。   

また，睡眠時の騒音暴露レベル（⊥Ae。（10min））と家屋外騒音レベル（⊥Ae。（10min））も同様  

に有意の相関を示し（図3），とくに幹線道路の沿道で欄間がより強い傾向が認められた（表3）。  

なお，家屋外騒音レベルが低いほど，これと騒音暴露レベルの差が′」、さくなっていた（図3）こ  

のことは，大塚6）による調査結果と同様の傾向であった。   

以上の諸結果かち，幹線道路の沿道においては，家屋外騒音，とくに道路交通騒音によって，  

睡眠時騒音暴露レベルが上昇している状況が示された。   

そこでさらに，全対象者についてこの点を検討すると（乗5，図4），とくにS区・K区では  

沿道におけるLAe。（slp）が有意に高く，かつ家屋内発生者の影響が考えられた就寝直後・起味直  

前のデータを除外しても同様の結果が得られたことから，⊥八ぐ．1（封p）への道路交通騒音の影響が  

再び示唆された。ただし，K区では幹線道路が高架構造であり，交通量もS区より多いために，  
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影響がより法制こ及び・B群の⊥両【■（slp）がC群と同様の高レベルを示したのではないかと考え  

られる。これを夜間交通量との関係で整理すると，約1方台／8時間では沿道直且約2方台／8  

時間で高架部のある道路では道路側端から20～30m以内の家屋において，通路交通巌昔の影響  

により⊥Ae。（slp）が上昇していることになる。ただし，これらの場合に沿道直近と非沿道での  

⊥A叫（slp）の差は8－9dBであったことから，沿道直近での⊥ノ、。。（slp）に影響の細る馴、交通  

量は約1万台／8時間よりも少ないところにあるものと考えられる。なお，久野ら9・10）の調査結  

果では，「幹線道路」の沿道20～30m以内の範囲で，道路騒音によって家屋外騒音レベルが上昇  

していたとされている。また，睡眠時騒音暴露レベルも同様に沿道で高価であったとされてい  

る6）が，主要道路の交通量の記載がなく，今回の結果との直接比較はできなかった。   

一方，非沿遺（A群）のみに着目すると，住居系地域（S区）の対象者の⊥叫（sIp）のみが他  

地域の場合より有意に低く（回4），非住屑糸地域では幹線道路以外の道路交通や人間活動から  

発生する屋外昔11112）の影響を無視できないことも示唆された。   

しかし，⊥A叫（slp）と予想されたその他の居住条件や個人属性等との関連は認められなかった。  

同値は単身世帯で低い5）との報告もあるが，今回の対象者に単身者はいなかった。また，二重サッ  

シ窓等の防音工事を実施した家屋の対象者もあったが，⊥Å．．。（slp）を非沿道のレベルにまで低下  

させるほどの効果は得られていないと考えられた。   

ところで，これまでの睡眠実験等の結果によれば，脳波や体動等の指標からみても，起床時の  

不眠感からみても，睡眠影響を生じせしめない最大騒音レベルは⊥J、e。で3ト45dB程度】3■】6）と  

考えられる。そこで，上A｛．－】（slp）が50dB以上（就寝直後・起床直前を除いて計算すると約45  

dB以上）の場合には何らかの睡眠影響が現れるものと仮定14、15）したときの，通路交通騒音によ  

る影響人口の大きさを以下のように試算した。   

すなわち，全国主要道路沿道の騒音レベルと居住人口の推定のためのデh夕べース17）を用い  

て，沿道騒音レベルが一定倍以上であるような退路の沿道人口を推定したのが，表6である。た  

とえば，S区・K区の沿道では家屋外騒音レベルがJィ呵70dB以上であったが圧5。は60”65dB  

以上と考えられる1郎），夜間路側端で⊥5－－が60dB以上の道路の沿道人口（道路から100m以内  

に中心がある100mメッシュの人口）はl司衣から総人口の約3．4％，これから20－30n】以内を  

道路交通騒音の影響範囲とすると同範囲の人口はその2－3割，総人口の0．7～1．0％と推定さ  

れる。前述の結果から，この範「珂では非沿道に比べて，エ呵（sIp）が50dBを超える住民の割合  

が3～4割多いとすれば，幹線道路騒甘によって睡眠影響を受けている可能性のある人口は総人  

口の0．2～0．4％，実数にして18－37万人程度と試算される。ただし，上記推計の精度に関して  

は，いくつカ†の問題が残されている。その詳細については別途論ずる予定であるが，ここではあ  

くまで相対的な影響の大きさの概況を示す指標として試算したものである。  
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衷  6 全国市部騒音レベル別道路沿牒人口  

Table6 Estimatcd numberofpopulaLionalorLgmain roadsbyoutdoorsoundlevcl  

路側端騒音レベル  沿道100mメッシュ人口  

（対総人口％）   

466千人（0．50％）  

2284 （2．46％）  

11372 （12．2門占）  

ZO270 （Zl．87％）  

1206 （1．30％）  

3130 （3．38％）  

7460 （8．05％）  

13579 （14．65％）  
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2．3．2   道路交通騒音による睡眠影響について＊   

Ontheef托ctsofroadtraf抗cnoiseomsleep＊  

影山隆之1・兜 其徳I  

TakayukiKAGEYAMAlandMichinoriKABUTOI  

要 旨   

首都圏内の4地域で行った質問紙調査の結果から．道路交通騒音による睡眠影響に関す  

る主観的な迷惑感と睡眠時騒音暴露レベルとの関連等を検討した。対象は4地域の主婦  

1，154名である。その結果，自動車バイクの走る乱およびアイドリング・空ぶかし甘が  
鳩も迷惑な音」であるという回答の割合は，それぞれ35％および17％であり，いずれ  

の地域でも幹線退路沿道で高かった。夜間の睡眠に関係する迷惑感では，「眠っていて日  

が覚める」という回答が26％，同様に「夜窓を閉めておく」20‰「眠りが浅くなる」‖％，  

「寝つかれない」10％，「睡眠薬をのむことがある」3％であった。   

ここで，対象者の一部（n＝198）について実施した24時間騒音暴露レベル調査の結果  

による⊥Ap。（slp）平均値と，上記の迷惑感の訴え率との関係をみると，「夜窓を閉めておく」  

「日が覚める」「眠りが浅くなる」の3項目では，両者間に是一反応関係が示唆されたが，  

「援つかれない」「睡眠薬をのむことがある」の2項目では，何問係は明らかではなかった。   

さらに，上記5項目の訴え率に対する⊥Ae。（sll）），住環」丸個人属性，量近1年間の既  

往の有無，心身の自覚症状（因子女コア）の影響を「王ogisticmodel」を用いて検討した。  

結果，道路交通騒音のために「夜窓を閉める」「冒が覚める」「眠りが浅くなる」という回  

答の割合は，⊥Ap。（sIp）が5dB高くなるごとに訴え率はそれぞれ約2．3／1．4／1．8倍とな  

ることが示された。また，援塞が道路に画している場合に，「目が覚める」「濾つかれない」  

「目垂眠薬をのむ」という回答が有意に多かった。一一方，心身の自覚症状は5項日中の4項  

目と有意に関連し，また，「夜窓を閉める」という回答が鉄筋コンクリート建家屋で（木造・  

モルタル家尿に比べ）多かった。ここで，「睡眠薬をのむことがある」という回答が「最  

近1年間の既往あり」の場合に多く，道路交通騒音との間接的関連が示唆され，その詳細  

についてさらに検討が必要と考えられた。  

1、匡L立環境研究所 地域環境研究グループ 〒305茨城県つくば市小野川16－2   

r：e糾）nalEnvironmentDivisionINationa】InstitlZteEorEnviroI－mentalStudies・16－20nogawa，Tsukuba．   

Ibaraki305．Japan．  

＊ 本論文は，騒音制御工学会．東京（199Z）にて発表した論文の一部を修正したものである。  
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Abstract  

Based on the questionnaire survey for thel，154womenlivir鳴in four areasin the  

GreaterTokyoArea（GT＾），theassoeiationsbetween subjectivecomplaintsaboutき1ecp  

disturbancedueto road traffic noisewercexamined．The percentsofthe subjeetswhocomr  

plairLedaboutthesoundsofrunningmotorvehicIcsarldしhoseoftheiridlingwere35％and  

17％，reSpeCtively，Which werc higher arnong the people r）earby highways than those of  

non－rOadsidepeople．ThecomplairltSaboutsleep・relatcdmattersduringnightwereZ6％  

inhwakiTlgup■’，20％inhcan’topenthewindow’’，11％in“notsleepwell’’．10％in“canlt  

beasleep”，and3％irl”needsLeepingpillssometime’’．  

TheassoejatioT）S between［hesepcreentsots】eepreJaled eomplajnts and sourld expo－  

surelevclduringsLeep（LAeq（sLp））showedgoodlevel・reSpOneereLationshipsincaseofthe  

threeitems，Whereas no good onc was demonstrated for the‘‘can’t be asIcep■’and．’need  

SleeplngPlllssometime’■．  

Multiplel哨isLic analyseson仁山e perce雨SOfco汀Iplain［s showed a】soとわe“canlt operi  

thcwindow■・．▲・wakingupl’and“notsLeepweLL’1weresignifieantLyrelatedtoLA叫（slp）with  

theoddsratio（re5dBincrease）D王2．3．1．4andl．8．respecitively、Thepercentsol“can’t  

be asleep■、and“need sleep）ng p11】s sometimes’’wcre sigrlificarltly higherin the people  

whose bedroom were faeed to Lhe road wheIICOmPared Lo those whose bedroom were not．  

Thc percentof people who“necd sleepingpills sometiITteS’’werc s】釘1ifiearltlylarger among  

the people壷ho had some disease duringlhclastlyear，SUggeStinga rclationship betweerL  

roadtrafficnoiseduringsteepandtakingdrug．whiehshouldbeirlVeStigatedinmorcdetail．  

1 はじめに   

先に，大都市臥こおける生活環境騒音と，これらによる迷惑感に関する住民調査の結果につい  

て報告した1）。ここでは同調査結果のうち特に，道路交通騒音による睡眠影響に関する主観的な  

迷惑感と，睡眠時騒音暴露レベルJノAe。（slp）Z）等との関連を検討したので報告する。  

2 対象と方法   

首都周の4地域すなわちS区・K区・rr区・C区内のそれぞれ住居地域・住二Ⅰ二混在地域・商業  

地城・都心オフィス街に屈焦する「主婦」2，555名に対して質問紙を戸別配布し，1，154名（45ヲ右）  

から有効回答を得た。各地域内の幹線道路から2－3軒日以内の家屋を沿道と定義し，対象者の、  

居住家屋をA群（非沿道），B群（沿道たが幹線道路に直面しない），C群（沿道直近）に分類し  

た（表1）。なお以下では，「医師に耳の聞こえが恋いといわれたことがある」と回答した117名  

を除〈1、037名について解析した。   

質問内容は，例示した13徒の環境省が屋内できこえるか否か，それが迷惑か否か，もっとも  

迷惑な音によってどのような迷惑を受けているか（例示14項目中より複数選択），住環境，個人  

属性等である。なお以下では．「自動軋 バイクの走る昔」「アイドリング・空ぶかし昔」を併せ  

て道路交通騒音ということにする。  
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表 1対象者の居住地伐と幹線道路交通量  

TablelNumberofsubjectsandtrafficloadsoEmainroadsbyarea  

幹線道路交適量＊  

昼12時間 一 夜8時間  

地 域  対 象 者 数  
A評  B群  C群  計

 
 S区（居住） 150（68％） 33（15％） 37（17％）  

K区（住工）135（71％） 28（15％） 26（14％）  
T区（商業） 348（66％） 78（15％）105（20％）  
C区（都心） ユ4ユ（66％〉  52（24％） 21（10ヲ‘）  

2ZO  46．0（8．0） 9．0（1．5）  

189  60．0（20．0） 22．0（7．0）  

531  23．0（2．5） 3．0（0．4）  

214   31．0（6．6） 6．0〈1．0）  

∧群：非沿道，B群：沿道（幹線道路に直面しない）．C群：沿道直近  

■千台．（）大型車  

3 結果と考察  

（1）睡眠に関係する迷惑感と睡眠時騒音暴露レベル   

自動車バイクの走る音およびアイドリング・空ぶかし音が「最も迷惑な昔」であるという回答  

の割合は，それぞれ35％および17％であった。これら退路交通騒音が「最も迷惑な音」である  

という回答の割合は，4地域とも幹線道路沿道で高かった。   

道路交通騒音が「最も迷襲な音である」と回答し，かつ例示した13項目それぞれについてそ  

のために「迷惑を受けでいる」という回答者の数を，対象者全員に対する割合としてみたのが国  

1である。夜間の睡眠に関係する迷惑感についていえば，通路交通騒音のために「眠っていて目  

が覚める」という回答が26％，同様に「夜窓を閉めておく」20％，「眠りが浅くなる」11％，「寝  

つかれない」10％，「睡眠薬をのむことがある」3％であった。   

ここで，対象者の一部（n＝198）について実施した24時間騒音暴露レベル調査2）によれば．  

⊥Ae。（s】p）は，幹線道路交通量の特に多いS・K区では沿道で有意に高かったが．T・C区ではA－  

C群間に差がなく，その他の住環境・個人要因との関連はみられなかった。   

そこで，地域別・幹線道路からの距離別に，上記調査による⊥心。（slp）平均値と，道路交通騒  

音により迷惑（崩記5項巨＝ を受けているという回答の割合との関係をみると（園2），「夜窓を  

閉めておく」「目が覚める」「眠りが浅くなる」の3項目では，両者間に長一反応関係の存在が示  

・唆された。しかし，「塵つかれない」「睡眠薬をのむことがある」の2項目では，何問係は認めら  

れなかった。  

（2）迷惑感の有無に関連する要因   

さらに，退路交通騒音による上記5項目の迷惑感の有無と諸要因との関連をmulLiplelogistic  

analysisによって検討した。すなわち二対象者が道路交通騒音によってある種の迷惑を受けてい  

ると回答した割合とそうでない割合を，それぞれp，（1p．）としたとき，対数オッズ】Dg（p／り－p））  

について，  
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眠っていて目が覚める  
家が娠重力する   

ぴっくりきせちれる   
夜窓を閉めておく   
畳窓を閉めておく   

電話TUがきこえない  

眠りが浅くなる  
篠つかれない  
頭が痛くなる  

仕事勉強読書のじゃま  
会話がしにくい  
睡眠薬をのむ   

家族で話阻こする  

0  10  20  30  

迷惑感の訴え率（％〉   

図1迫路交通騒音による迷惑感の訴え率  

Fig．1Percent rate of anr10ying rcsponscs abouL sL2ep disturbances due to road  

traffic nrlise 
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図 2 地域別・幹線道路からの距離別にみた平均捌即寺騒音暴露レベル1Aビ。（s】p）  

と道路交通儲音による迷惑感（睡眠に関連する）の訴え準の畳一反応関係  
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log（p／（トp））＝α＋∑βixi  

ただし，Ⅹi：独立変数  

β1：偏回帰係数  

α：定数項   

という線形モデルを仮定し．独立変数が変化したときのオッズ比（pが十分′」、さい場合には独立  

変数が変化したときの訴え率の変化率とみなせる）をstepwise法により検討した。検討した独  

立変数は，⊥Ae。（slp）（地＝域別・幹線道路からの距維別平均値を外挿），住環」私個人属性，最近  

1年間の既往の有軌 心身の自覚症状（凶子スコア）である。   

その結果（表2）．退路交通騒音のために「夜窓を冴壬める」「目が覚める」「眠りが浅くなる」  

という訴え率は，⊥ノ、。。（sIp）が5dB高くなるごとに（他の変数の影響を考慮しでも）それぞれ  

約2．3／1．4／1．8倍高くなることが示された。  

表  2 道路交通騒音による睡眠影響に関する主観的迷惑感の多重ロジスティック  

回帰分析  
Table2 Multiplelogisticanalysisofann（）yhlgreSpOneeaboutsleepdisturbancesdue  

to road traffie・nOisc  

独立変数2）  ■オッズ比3）  

「うるさいので窓を閉めておく」1）  ⊥八戸。（sIp）（5dBあたり）  
住居構造（鉄筋コンクリート／木造）  

同居者数（4人以上／3人以下）  

「精神的愁訴」（高／低）4）   

ん叫（sIp）（5dBあたり）  

塵室が道路に直面する（Y／N）  

「活動性」（高／低）4）  

「身体的愁訴」（高／低）4）   

⊥Aprt（sIp）（5dBあたり）  

「精神的愁訴」（高／低）4）   

寝室が迫路に直面する（Y／N）  

「身体的愁訴」（高／低）4）   

渡塞が道路に直面する（Y／N）  

最近1年間の既往用ソ無）  

窓（二重サッシ／－▲亜）  
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「寝つかれない」り  i．96  

」．39  

5．3Z  

5．09  

3．07   

「睡眠薬をのむことがある」‖  

1）従属変数は，道路交通騒音により各迷惑を受けていると回答したか否か。  

2）slepⅥrjse法で適訳された独立変数のみ示した。  

3）独立変数が変化したときのオッズ比，他の独1‡変数に対Lて調整してある。  

」）因子スコアの大きさにより対象者を二分した。  
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また，寝室が道路に蝕している場合に，「目が覚める」「適つかれない」「睡眠薬をのむ」とい  

う回答が有意に多かった。これは，nOisceventの数やpeaklevelなどの上叫（sIp）では評価し繹  

ない騒音暴露状況が，寝室の位置により異なるためではないかと推測された。   

一方，心身の自覚症状は5項目中の4項目と有意に関連しており，不定愁訴の多い人は道路交  

通騒音による睡眠への影響を受けやすい，またはそのような迷惑感を訴えやすい傾向を持つ，と  

いう可能性が推測された。   

また．「夜窓を閉める」という回答が鉄筋コンクリート建家屋で（木造・モルタル家屋に比べ）  

多かったことは，窓の開閉による住居の遮音性能の差が，鉄筋コンクリート建家屋において，よ  

り大きいためではないかと考えられた。なお．同居者数が4人以上の場合にも同回答が多くみら  

れたが，その理由として，同回答には匝】答者以外の同店者が窓を閉めるような場合も含まれてい  

たためである，という可能性も考えられよう。   

最後に，「睡眠薬をのむことがある」という回答が「最近1年間の既往あり」の場倒こ多かっ  

たことは．医療機関受診によって与薬を受ける機会が多くなったこと，あるいは睡眠薬の服用を  

姿するような疾患との関連を示唆するが，具体的な内容は不明である。何回答が二重サッシ窓の  

世帯で多かった理由とともに，さらに検討が必要であろう。   

以上のように，道路交通騒音による睡眠影響に関する主観的な迷惑感は，質問項目によって騒  

音暴露状況との関連性が異なり，これを修飾する要因にも異同がみられることが示された。した  

がって，質問紙等の方法による道路交通騒音の影響評価においては，項目間の差異に注意を要す  

ること，およびこれら修飾要因について配慮すべきことが示唆された。  
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について首都層肝‖地域の調査から，騒音制御16（5）．42－46．  
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騒音苦情のケース調査結果について＊  

Casestudiesonnoisecomplaints＊  

2．3．3  

畝．11隆之1・兜 真徳1  

TakayukiKAGEYAMAlandMichinoriKABUTOl  

要 旨   
首都圏の3自治体における騒音公告苦情の受付・処理程過等に関する記録に基づき，事  

例検討を行い，また，騒音の種類別l二それら苦情の内容や処理状況を検討した。その結果，  

大都市圏内における騒音苦情の発生状況・処理橙過には，昔の種類によって大きな差のあ  

ること，また，地域によっても苦情の発生状況と処理程過はかなり異なることが再確認さ  

れた。苦情者と騒音発生者との事前交渉の有無や，担当部局の対ん邑方針にも地域差がみら  

れ，とくに前者は，住民の「うるささ」あるいは迷惑感（annoyance）が苦情として事例  

化するプロセスに大きく影響している可能性が示唆された。  

Abstra（・t  

Thcnoise complaints managedin3loealadministrativeofficesin theGreater Tokyo  

Area（GTA）were examined based on their ease records，eSpeCially frorIlthe aspeetsof  

their contents and managed proees5eS．Accordingly．itwasconfirmed thatthereis a r）luCh  

VariatioTlir）theineidence of complaints and their managcd proccsses by kind of noise as  

Wellas by admiTlistrative oEfices．1t was also suggested that the processin which a com・  

plaintcomesoutislargely affected byprevious negotjalionbetweeneorrlplairlantSandthose  

Whoarcresponsib［eforsoundgeneration．  

l はじめに   

東京都内の3自治体，すなわち住居系地域を主とするS区（昭和60年国勢調査では人口81万  

の77％が住居区域人口），商業系地域を主とするT区（人口18万の92％が商業区域人口），都  

l．国立環境研究所 地域環境研究グループ 〒305茨城県つくば市′J、野川16－2  

Re如na］Environment【）ivision，NationalInstituteforEnvironmentalStudies．1620nogawa，Tsukuba，   

Ibaraki305，Japan．  

＊ 本論又は．日本版音別御工学会講演論文集，17ト180（199りに発表された論文を一部修正したもので  

ある。  
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心に位置するC区（人口8万の68％が商業区域，22ヲ‘が工業区域人口）の公害対策部局の協力  

を得て，住民から1年間に訴えられた騒音苦情の処理記録を検討した。  

2 対象と方法   

上記騒音苦情の処理記録にみられたケースのうち，主たる問題が騒音であるもののみを対象と  

した。該当する対象数はS区178例（昭利62年度処理分），T区106例・C区71例（いずれも昭  

和63年度処理分）であった。また，それらの苦情処醜己録からは，以下の情報が整理可能であっ  

た。   

①音源の特徴  

音の種類，用途地域，発生時間帯，騒音レベル，発生者側の問題点  

（∋苦情者の特徴．  

性，実名／匿名の別，苦情以前における発生者との交渉の有無   

Q）区の対応と程過  

主な対策，苦情処理日数，転帰の確認  

3 結果と考察  

（1）音源の特徴   

苦情の主訴に取り上げられた音の種類を，建設（道路工事も含む），商業（飲食店・拡声器も  

0  10  20  30  40  50  60  70  80  90  

苦1甘件数／人口10万   

国1音源別儀昔苦情発生率の地域差  

Fig．1Arlnualincidence rate of spontaneol】S nOise complaints by administrative  

areaS  
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含む），工場・作業場，家庭生活，その他に大別し，それらの人口10万当たり年l肝許情発生率（図  

1）をみると，地域により大きな差が認められた。総苦情発生率の著しい地域差は，主として建  

設騒音の苦情発生率の差に由来するが，それ以外の昔でも明らかな地域差がある。   

また，この他城差は用途地域による差よりも大きく（表1），このことは．同じ用途指定でも，  

地域によって状況にかなりの差があることを示している。   

音源と，問題にされた時間帯との関係をみると（図2），住居系地域では家庭騒音（終日うる  

さいとの訴えが多い），商業系地域では南無（と〈に深夜の飲食店）や建設騒音（夜間道路工事  

を含む），都心部では日中のビル建設騒音が，各地域を特徴づけている。なお，工業区域人口がもっ  

とも少ないS区（0．8％）でのみ工場・事業場騒音の苦情がみられたのは，他の2地域では住工  

分離しているが，S区ではこれらが混在しているためと思われる。   

現場で測定された騒音レベルと条例等基準値との関係をみると（図3）．s区・T区では実測  

例自体が少なく（主に家庭騒音で苦情者の依頬により測定），過半は基準以内であった。一プ∴  

C区では2／3の事例（とくに建設騒音）で実測し，その7割が基準値を超過していた。  

表 1用途地域別苦情発生率  

Tablel AnrlualinciderlCe rate Of spontaneous noisc complaints by type（）f arca  

according to urban planning 

用途地域  S区  丁区  C区  

第一棲住専地域  
その他住居区城  
南業区域  
工業区城  
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ロ規査せず  

∩＝1匂8 皿立入りのみ  

田実測（条例以内）  

■実測（粂例以上）  
0  20   40   60   80  100  

苦情件数（％）  

図 3 現場英査による騒音レベル測定結果  

ドig．3 Soundlevelmeasured byon－the・SPOtinvestigation   

なお，発生者例の問題点として，届出不備・違法行為（8％，とくに都心部の建設二1二軍），近  

隣へのあいさつ不備（12％），機器の故障・老朽化（3％）などが記載されていた。  

（2）苦情者の特徴   

苦情者の性別は，男子58％，女子32％（10％は不明）で，地域ヤ音源別の差異は認められな  

かった。匿名の苦情は18ヲ占あり，その他にも“発生者側には氏名を明かさないでほしい”と要  

望している事例は少なくない。   

苦情事例の92％では，すでに苦情者が発生者と交渉していながら調繋がつかずに事例化した  

ものと，苦情者が発生者には交渉せず直接役所へ訴えたものとを区分することができた。事前交  

渉が行われていた割合（衷2）がS区で有意に多いことは（p＜0．001），当事者間交渉の結果，  

行政への苦情として事例化せずに済んでいる場合が多い可能性を示唆している。また，同じ割合  

は地域にかかわらず家庭騒音で多い傾向にあり（p＜0．1），建設騒音など事業者が発生する甘で  

は直接役所へ訴えた事例が多いことは，苦情の事例化条件として，住民と音源との社会的関係も  

表   2 ＝苦惰申し立て前に当事者間の事前交渉があった割合  

Tablc 2 Re】ationship of complair）antS With noise sourees before complaining be－  

havior tolocaladminisLrativc officcs  

地域： S区  丁区  C区  （計）  

音源：   （n＝177）（∩＝90）（n＝59）  

建設（n＝157）  

商業（n＝50）  

家庭（n＝67）  

工機（n＝23）  

その他（n＝29）  

全 体  
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関与していることを示唆している。   

なお記載によれば，音源が確認できなかったり，・客観的には存在しないとみえる訴えが8％，  

音以外の先行する迷惑やトラブルが主な問題で，その延長として音についても訴えたような事例  

が5％ある。  

（3）区担当部局の対応と処理経過   

区担当者が現場実査するまでの日数，音の発生者とり接触までの日数および発生者と接触した  

事例の割合を表3に示す。   

¶般に．建設・工場騒音でこれらの対応が早いのは，依拠すべき法令等が明確なためだろう。  

しかし，家庭騒音では対応が遅く，発生者と接触しないことも少なくない（とくにS区；意図的  

な場合もある）。なお，深夜騒音では当然対応が遅れるし、音源が確認できなければ発生者にも  

接触できない（S区では夜間騒音の硯査のため．毎月“夜間パトロール’’を実施している）。   

また，前述のように現場で騒音レベルを測定するか否かという判断にも，音源ヤ地域による差  

がみられる。現査せず電話等のみで処理した苦情は，T区では4割以上にのほる（図3）。   

こうした初期対応の地域差は．担当部局の方針の差にもよるが，主として音源が地域で異なる  

ことに起因している。たとえば，建設騒音（短期間に音源が消滅することもある）では実測結果  

に基づく迅速な注意指導が，家庭騒音では数値を前面に出さず当事者間の調整を図る試みが．主  

な対応方針となっている。   

さらに，苦情処理のためにその後とられた対策を，図4のように分類した。建設騒音の多くは  

注意指導のみで終わっているが，家庭生活や工場・作業場からの騒音では，音レベルや対策の物  

理的有効性にかかわらず，防音施工等による改善努力姿勢の明示が重要である場合も少なくない。  

また音源を問わず，当事者間の交渉の末に持ち込まれた苦情においても，同様に発生者が誠意を  

示すことが苦情者を納得させるためにしばしば重要である。結果として，T区・C区では大半が  

注意指導のみで処理されているが，S区では区が当事者間の話合いに介入する事例が1／3にの  

ほっている。  

表  3 現場藁査・発生者との接触までの口数  

Tablc3 Nl】mbcrofdays from complainingbehavior untilon－therspotinvestigation  

byofficersorlユntilacontacしbeしⅥeenOf†icersandanl）isesource  

地域： S区  丁区  C区  

現場まで  2（0－61） 0（030） 0（0－15）  

発生者接触まで 1（0－60） 0（0－13） 0（0－Z4）  

（接触した割合）（78％） （朗％） （97％）  

日数は中央値（最小一県大）  
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ロ音源消滅  

こユニ莞  

暮防音施工   

当事者間  
事前交渉 簸   

0   20． 40   60   80 100 ロその他  

％   

図 4 公晋対策部局による＝芳情対応方多十  

Fig．4 CollntermeaSureSbylocaladminisLrative（）ffices   

なお，苦情の処理日数の中央値（最小”最大）は，S区27（0－970）乱 丁区3（0－84）日，  

C区75（0～818）日であったが，区が対応に要した実質的な期間と，書類の事務処理に要した期  

間との区別は，記載からは囚経であった。C区では，一時的な建設作業に伴う．騒音でも後日まで  

現場確認を行っている。他方S区では，前述のような当事者間交渉に区が介入するために，一事  

例あたりの実質的な作業長はもっとも多い。   

最後に，音源が消滅したり何らかの対策が講じられた結果，苦情者が事態改善を認めたことが  

確認されている事例は．S区42‰T区36％，C区43％であった。しかし．匿名の苦情や音源  

が不明確な苦情など，転帰の確認が凶報な場合も少なくない。  

4 まとめ   

以＿上二から．大都市圏内における騒音苦情の発生状況・処理経過には，昔の種類によって大きな  

差のあることが再確認された。すなわち，  

1）建設騒音：都心部で際だって苦情が多く，その総苦情発生率を著しく引き上げている。実  

測と法令に基づき，迅速に注意指増することが多い。   

2）工場・作業場騒音：伴侶との混在状況が，問題を招きやすい。1）と同様．依拠すべき基  

準・手続きが明確なため，自治体の対応は早い。   

3）商業騒音：都心部よりも商業系の地域に多い。とくに．飲食店の音などが深夜に問題とな  

りやすいが，その場合自治体の対応は遅れがちとなる。   

4）家庭騒音：相対的にいえば住居系地域に特徴的な苦情で，終日うるさいとされ去ことが多  

く，発生者と苦情者がある程度交渉をもった末に事例化することが多い。自治体の対応は比  

較的遅く，主な役割は当事者間の話合いの調整である。防音施二1二により．物理的効果だけで  

なく発生者の誠意を示すことが亜安な場合もある。   

自治体によっても苦情の発生状況と処理経過はかなり異なるが，それらはおおむね，こうした  
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音源の割合の差を反映している。しかしそれに加えて，苦情者と発生者の事前交渉の有無ヤ，担  

当部局の対応方針にも地域差がみられる。とくに前者は，住民のannoyanceが苦情として事例化  

する条件（たとえば住民間の自主解決能力）の地域差を示唆している。   

ところで別報1－2）において，首都圏の市区別騒音苦情発壬l＝率は，音源の密度等に関する統計的  

情報や人口密度などにより4剤近くまで説明されたが，そこで説明し得なかった地域差の一部は，  

こうした要因に関連しているのかもしれない。すなわち，行政への苦情として事例化した放と，  

昔環境による住民のannoyanceの総量との関係は，地域によって異なる可能性がある。この点を  

さらに明確にするために，本報告と同一地域で一一般住民を対象に実施した質問紙調査の結果封や，  

市区別騒音苦情発生率の比較1）等をも合わせ，引き続き検討してい〈必要がある。   

これに対し，苦情者例の属性に関する情報は乏し〈，騒音に対する高感受性集団ないし好訴的  

集団を特定することはできなかった。この点ではおそらく今後とも，行政の苦情処理資料に多く  

を期待することはむずかしく，社会調査ないし実験的方法による別途のアプローチが重要と思わ  

れる。  

引 用 文 献  

1）兜 真徳・影山隆之（1989）：大都市【釧こおける騒音の種類別発生状況と地域特性（その1）．日   

本騒音制御工学会講演論文葉，ト4．  

2）兜 真徳・影山隆之（1992）：大都市軌こおける騒音苦情発生単にみられる「密度効果」につい  

て．昔とアメニティ，9397．  

3）兜 美徳・景封l‖孝之（1991）：大都市圏における騒音の種類別発生状況と地域特性（その4），日   
本騒音制御工学会講演儲文集，177－180．  
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2．4 実験研究   

実験研究としては，騒音や音刺激に対する生理反応にみられるレベル反応閲係や同反応にみら  

れる個人差について検討した。ただし，ここでは騒音と睡眠妨害との直接的な関係については検  

討を行わず．これまでの研究成果を整理した。睡眠影響については別途検討すべき問題点も指摘  

されるが，本研究に必要な情報は必要最小l限度揃っていると考えられた。ここでは関連研究とし  

て行った音刺激による生理的影響の評価を巡って基本的に問題となる一正の整理のための実験結果  

について述べる。騒音による睡眠影響も生理的影響の一つであり，その他生理的影響の問題に共  

通する点も多いからである。ただし，それらは，  

（1）音刺激に対する生理的反応にみられる感受性の個人差やレベル反応関係にかかわる実験  

（2）快適音楽によるリラクゼーション効果と脳波変動に関する実験  

（3）ストレスの生化学的評価に関する基礎的研究  

である。  
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2．4．1 ホワイトノイズ刺激に対する交感神経系反応の“反応  

パターンの個人差（heterogeneity）”について  

一指尖容積脈波反応の個人差一＊  

OntheheterogeneltylnreSpOtlSeOfsympatheticnervoussystem  

tosound（whitenoise）stimuli  

－individualdifferenceoffingerplethysmogramrespoJISe－＊  

南 正信1・兜 真徳2  

MasanobuMJNAMl】andMichin。riKABUTO2  

要 旨   

音別故に対する交感神経系反応の個人差を明らかとする目的で，若年者（年齢18～■28歳）  

79名，および高齢者（年齢60－83歳）35名を対象に，ホワイトノイズに対する指尖容積  

腺波（沌）の反応（AuditoTyEvokedPlethysmogramResponse．AEPGR）のレベル反広間係，  

個人間変動，および同反応と睡眠中の尿中カテコールアミン（CA）排せつ速度との関連  

について一連の検討を行った結果，次の諸点が示された。  

（1）AEPGRには一定のレベル一反広間係が認められ，今回用いた実験条件下では，「慣   

れ」や自発的な血管叫文鮨なのど影響がほとんどなく，同反応は良く安定していること。  

（2）音刺激彼の脈波振幅の最大反応（AEPCRmax）には減少反応（α型反応）を寅する   

者（約90％）と増大反応（β型反応）を呈する者（約10％）があり，それらの   

AEPGR．。aXと潜時を比較すると，AEPGlモにおいて／？型反応を呈する者ではα型反応  

と比較して潜時の延長傾向が認められること。  

（3）若年群と高齢群に分けてAEPG】モn】aXと潜時を比較すると，若年群で減少反応が大き  

〈，また潜時が短かい傾向があること。  

1．順天堂大一字 医ご；ご二部 〒113東京都文京区本郷Z11  

けcpar【m即とnJfJ）’gieneJunreri山U口上versj亡y Facuit〉70f九ledicine．211fiongo．臥1nkyo・kt】，TokyoII3 

Japan．  

2．国立環境研究所 地域環境研究グループ 〒305茨城県つくば7千り、野川162  

RegionalEnvirorLmCnt［）ivision．NatiorLaL［rLStituteFor ErLVironnentalStudies．16ZOnogawa，Tsukl】ba，   

ll）araki305．Japan．  

＊ 本論文は，日本街生学雑誌に投稿中の原稿を－・都修正したものである。  

（注）指尖容積脈液は，指先の末梢動脈を流れる血液蓑を示すもので，光の吸収を利用して測定される。   

例えば、交感神経緊張による未楯動脈の収縮時には血液流蔓が減少し，同振幅が鋭敏に収縮する。  
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（4）上記β型反応者では，睡眠中の尿中CA（NE，EおよびD＾）排せつ速度が有意に  

高いなどである。   

以上より．AEPCRにおいて増大反応を呈する者ではCA分泌代謝の克進状態を背景と  

して心臓のβ受容体系傑能が相対的に活性化されていること，および末梢細動脈に至る交  

感神経系の反応性が低下していることが想定された。また，示唆された安静時CA代謝元  

進状態とAEPGRの′9些竺反応との関連は，不安神経症の病態や慢性ストレスとのかかわり  

などを予想させるものであり，上記反応バターンの個人差（hetrogeneit）・）の機序や生理  

的意義を探るためにも，さらに検討すべき課題と考えられた。  

AbsけacI  

Thepossibleindividua】variationsinLhe responsestosoundstimuliofthesympathe  

tic r）erVOuS SyStem Wereinvestlgated using auditory evoke（1plethysmogram response  

（AEPGR）．Thestudyconsistsoffollowing3partstosee：（Partl）the］evel・reSPOnSebe  

tweenthewhitenoiseof50，70and90dBinLcqandAEPGRrnaxasdefincdbclow，（Part  

2）individuaLvariationsofAEPGIhlaXtOthewhitenoiseof90dBa】ld（Part3）there】a  

tionshipbetweenAEPCRpatternanduinarycaLeeholaminc（CA）cxcreLionraleduring  

sleepintheprecedingni紳．ThesubiecしSWere35ち7（－ungin（Par〔1）and79y皿ng（18－28  

yrs．0】d）and350）d（60－83yrs．01d）peopLein（Part2）and（Part3）r  

RcsuLLsofLhisstudyshowedLhaL（1）＾goodlcvel－rCSpOnSerClationshipbctweenlhe  
soundlevelsof50．70and90dBandAEPGRmaxexistsonaverage；（2）theAEPGRmaxto  

the white noiseof90dli．however、WaS greater thanlOO％in aboutlO％ofthe subjects  

whereasthey wcre bclowitin Lhe90％．Thc timc prior10Lhe maxirTlum reSpOnSein the  

former case varied from4．6to22．2sec，Which was contrast to thatof3．0．9．O secin the  

lattercase：（3）TheNE（norepinephrine）．E（epinephrine）and【）A（dopamine）excretion  

rates wcre shown tobe signifieantly higherin theformcrgrollpi）1（2）than thosein the  

othcrgroup，regardlessofadjustingforage．bloodpressureand／orECGfindings・  

Thus，itissuggestedthatirltheformergroupthecardiaeresponsetoIミsecretedfrom  

theadrena】sinresponsctothewh汀enosestimuliispredominal軋Which・therfore▼COu］dbe  

ealledastheAEPGRof“J9L）rpC，Whereastheremaininggroupaslhatof“a Lype”sincc  

their AEPGRis refleeting only vasoeonslricLion．The suggested heterogeneityirlAEPGR  

was a】so discussedin reLaLion to their possible rc）evances with ehronic strcss，Pathophy  

siologyoflleurOticismandso（汀L  

1 はじめに   

騒音による自律神経系への影響として，心拍数の増加，血圧の上昇などに代表される交感神経  

系の緊張反応が特徴的とされている＝）。しかし同反応については，他の生理学的影響と剛求，  

昔の種類やレベルその他要因との関連について系統的な検討が乏しい。その原因の一つとして・  

「慣れ」の現象や自発的血管収縮の影響のため，データの解析ヤ結果の判断が困難であることが  

考えられる。  
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ところで，我々はベル音による指尖容積脈彼の尉じに関する検討を行い5），暴露・測定条件を  

調整することにより脆波に通常認められる基線動揺を減少でき，また甘刺激間隔を不規則化する  

ことによって，「慣れ」による振幅減少傾向を回避しうることを確認している。また，指尖容積  

脈波は基本的に末梢血流量の変化を示すものであるが，この振幅変動には末梢血管の収縮のみな  

らず心拍出塁の変化（一般に増加）の関与が示されている6）。ここで，前者は末梢血管における  

交感神讃－α受容体系を介する（即応型）反応であり，また後者は副腎から放山されるアドレナ  

リンに対する心臓のノウ受容体を介する（遅延型）反応と考えられ6‾10）（以下，それぞれα至当反応  

とβ型反応と呼ぶ。）．音刺激に対する脈波の反応から交感神経系反応の様式を知りうることが示  

唆される。我々のこれまでの音刺激に対する指尖脈澱反応に関する実験において，音刺激に対し  

て脈渡波高は一般的には減少反応を示すが，被験者によっては変化しない者や，逆に増大反応を  

示す者もあり，減少反応はα型，また増大反応はβ型の反応であることが示唆されている。   

本研究ではこれら予想された交感神経一心・血管系の緊張反応におけるheterogeneityに着El  

し，若年・高齢の正常者を対象とし，昔（ホワイトノイズ）刺激に対する指尖容積脈波反応のレ  

ベル一反広間係，個人間変動および同反応と睡眠中の尿中カテコールアミン（CA）排せつ速度  

との蘭連について一一連の検討を行い，興味ある知見を得たので報告する。ただし，本研究におい  

て昔刺激による指尖容積脈波板幅反応をAEPGR（Auditor）rEvokedPlethysmographicResponse）  

と略記する。  

2 対象と方法   

実験は以下の2種に分けられる。すなわち．■（1）刺激昔レベル一反応関係に関する実験およ  

び（2）睡眠時尿中CA排せつ速度とAEPGRとの関連に関する実験である。   

実験（1）では，下記の若年者のうち35名を対象として音（ホワイトノイズ）を3秒臥  

LAe。＝50，70および90dBで聴かせたときのAEPGRを検討した。実験（2）では，心身状態の  

良好な若年者（年齢18－28歳）の男39名．女40乳 計79名および高齢者（年齢60－お歳）の  

男18名，女17名，計35名を対象として同様の実験条件（ただし，ホワイトノイズのレベルは  

んAe。＝90dBの1条件についてのみ）について調べた。   

実験（2）の対象者からは，実願当日の早朝1回目の尿を採取して同尿中CAの定量を行い，  

前夜の就寝から始まる睡眠中の尿中CA排せつ速度も同時に測定した。ただし，採尿は実験iliJ接  

の就墟垣前に排尿させ（採尿開始，ただしこの尿は回収せず），当日起床時の早軌1回目の尿を  

採取し，その尿薫を測定した後塩酸酸′性下にて以下のCA分析まで凍結保存した。また，CAの  

排せつ速度の計糾こ必要な前夜就寝直前の排尿時刻および当日 早朝の採尿昭刻（当日Il司目の排  

尿時刻）も同時に記録させた。   

G）指尖容積脈波記録と解析   

以上のAEPGRに関する実験は．生理実験用遮音室内（暗騒音30dB以下，室温24～26℃）で  
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安静廃位の状態で行った。刺激音はホワイトノイズ（呈示時間3秒）とし．被験者の前方左右の  

スピーカを通して被験者の耳の位置で，実験（l）では⊥Ae。＝50，70または90dBの3レベル，  

また，実験（2）では⊥Ae。＝90dBの1レベルに調節して聴かせた。刺激音は1回につき3秒間，  

30”90秒l臼】のランダム間隔で5回呈示した。指尖容積脈波は，反射塑光電脈波計（三栄測器製）  

により刺激前，刺激中および刺激後について，紙送り速度2mm／s，時定数0．3秒で記録した。  

この時定数は前報の方法5）による。   

記録された脈披から，各刺激音の呈示前30秒および直後から3秒間隔で30秒l札 計10区画  

のそれぞれに入る振幅をデジタイザー（分角牢能0．1mm，PhotoroTl社製）を用いて言売み取り，甘  

利敵前30秒間の平均振幅値を100％として，音刺激後30秒までの各3秒間の平均振幅値の％値  

を求め，さらに各5回の平均値を算出した。   

甘刺激弧 中，後の指尖容積脈彼の経略的変動の典型例を図1に示す。艮伸上段は，昔刺激に  

対して末梢血管血流ぶが減少する例，下段は増加した例である。  

（∋尿中カテコールアミン測定   

尿中のカテコールアミン（CA．norepinephrine（NE）．epinephrine（E），dopamine（DA）の総  

称）の測定は別報＝と同様の方法により行った。すなわち，まず尿サンプルについてアンバー  

ライト（CG－50）によりノルメタネプリン（NM）．メタネフリン（M）などを分画除去した後，  

30 lec 
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回1昔（ホワイトノイズ）刺激に対する指尖容積脈波反応の典型例  

Fig．1Typica）plcLh）rSmOgraphicresponsestosound（whilcnoise）stinruli  
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さらに活性アルミナを用いて選択抽出を行った後，電気化学検出器（島津製作所社製，LEC【ト6A）  

一高速液体クロマトグラフィー（ポンプ部：島津製作所社製，LC－6A，カラム：Waters社製，  

MieroLBondapak C－18）を用いて測定した。ただし，上記前処理では加水分解操作は行っていな  

いので，測定されたCAはすべて「遊離型」である。また，一連の前処理・測定操作による回収  

率を補正するため内部標準としてエビニン（epinine＝Nmethyldopamine，Sigma社）を用いた。  

3 ≡結 果   

①刺激昔レベル反応関係   

若年群のうち35名を対象に，lAe。＝50，70または90dBの3レベルで聴かせたときのレベル  

別平均AEPGRは図2に示すとおりである。同固から，刺激音レベルの上昇に伴い平均AEPGR  

の波高収縮反応がより大きくなる傾向，すなわちレベル一反応関係が認められた。同結果は，「驚  

愕反応」を惹起しないと考えられる50dBや70dBなどのレベルに対しても脈波は有意な収縮反  

応を生じ，90dBではさらに増大することを示している。ただし，このレベル一反応関係に性差  

は認められなかったりで，同図には男女合計の平均値のみを示した。   

②AEPGRmaxの個人差   

次に，全対象者について行ったエAe。＝90dBに対するAEPGRの最大反応時（収縮または増大）  

の波高値の刺激前波高値に対する比（AEPGR。aX）を求め，その分布をみると（図3）．  

AEPGRm社又は50パーセンタイル（％tile）値が0．75，75％tile値が0．90以下であった。－・九  

AEPGRm。Ⅹが1．0以上の者は全対象者では12．5ヲ‘（14／112）であったが，年齢別にみると若年  

Pre．  0＿3  ■4¶6  ●7－9  ●10－12 13－15 16一柑 19－21 22－2q 2527 28－30  

¶meaハerwhilenoi5e（90d8．コSeC）   

図 2 刺激音（ホワイトノイズ）レベルと平均AEPGRとの関係  

Fig．2 ReLationshipbetweenexposedsound（whitenoise）】evelandAEPGR  
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図 3 AEPGR。ユXの分布  

Fig．3 DistributionoftheAEPGR．naxamongthesubjects  

者で8．9％（7／79），高齢者で21．2％（7／33）であり，高齢者で有意に多い傾l叶が認められた。   

ただし，個別のAEPGR記録について，音刺激後の振幅がAEPGRn。，（収縮ないし増大）を示  

すまでの時間（潜時）をみると，4．6－22．2秒と相当に幅広い分布を示した。ここで，  

AEPGRTnaXが1．0以上の対象者の潜時は平均（±SE）11．25（0．93）秒であり，AEPGRmaxが  

0．75以下の群の7．62（0．4Z）秒と比較し有意（P＜0．001）な延長傾向を示していた。さらに，  

対象を若年群と高齢許に分けてそれぞれのAEPGRm。Xと潜時を比較すると，いずれも若年群の方  

が有意に低値であった（AEPGRmax；0．72VSO．89．潜時；7．4VSlO．6sec）。   

以上から，AEPGR。aXが1．0以上 すなわち増大反応を示す例では，最大反応までの潜時が長  

く（遅延傾向），「はじめに」で述べたβ型反応に対応するものと考えられる。そして，このβ型  

反応を呈する者は高齢者に有意に多い傾向が認められた。   

③睡眠時の尿中カテコールアミン排せつ速度との関連   

NE，EおよびDAの各耕せつ速度をそれぞれ従属変数とし，年齢，性，ECG所見（高齢者で  

有所見者の多かった左心室肥大のみに着日し，その有無を変数とした），血圧（WHO基準によ  

る正常・境界域・高血圧），およびAEPGRm；1X（AEPGRmax≦0．75，0．75≧AEPGRmax＜0．9．0．9  

≦AEPGRm。Xの3群のカテゴリー変数とした）の各変数を独立変数とした分散共分散分析を行っ  

た。その結果，NEではAEPGRmaxが，DAではECG所見ありがそれぞれ有意に関連していた（衷  

1）。   

そこで，AEPGRnほXについてその累積度数の分布における50％tile値，75％tile値の各レベルで  

3分乱すなわちAEPGRrnax＜0．75，0．75≦AEPGRTnaX＜0．9，および0．9≦AEPGRmaxの3群に分  
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衷 1ノルエビネプリン（NE），エビネフリン（E）及びドパーミン（DA）の  

排せつ速度の重回帰分析（－・般化線形モデル）における年齢，性，心電  

図有所見，高血凪 AEPGRmaxの回帰係数  

Tablel Regrcssion coefficients for age，SeX，ECG finding．hyperterlSiorland AEP－  

CRmaxin mutip】e regressionmodcIs（Generall．inear Mode））ofNE‘Eor  

DA excretion ratc  

カテコールアミン排せつ速度  

カテゴリー  NE  E  DA  

年齢   
20¶29  0．149  0．034   －0．033   

6069   

7079   

80－89＊  

性   
男子   
女子＊  

ECG有所見＝   

正常  

0．127  0．074   0．304  

0．323  0．074  1．204  

0．003   －0．014  1．179  

0．451   0．035  4．845＊   

異常＊  

高血圧   
正常  －0．082  －0．019  －0．288   
境界型＊  

AEPGRmax＊＝   

0．423＊  0．041   0．488  

－0．05l  －0．005   －0．689  

1
 
‖
‖
 
Ⅲ
 
 ＊：referencecategひry   

＊＊：左心室肥大甲み  

＊＊＊：Ⅰ：0．9≦AEPGRmユⅩ．□：0．75≦AEPCRm．x≦0．9，  

Ⅲ：AEPGRm且X≦0．75  

け，それぞれの調整平均値（牛酪 性，ECG所見，血圧を調整した平均値）を比較した結果．0．9≦  

AEPGRmax群のNE排せつ速度は他の2群より有意に高値であった。また，0．9≦AEPGRmax群をさ  

らに0・9≦AEPGR。a，＜1．0群と1．0≦AEPGR。。Y群に分けて計4群として比較したところ，NEは，  

1．0≦AEPGR叩。ズ群のみで他の群より有意に高いことが知られた。同時に，同群ではNEのみな  

らずE，DAの排せつ速度も有意高値を示した（表2）。   

以上の結果は，AEPGRが増大反応，すなわちβ型反応を呈する着では交感神経系機能の安静  

時レベル（restinglevel）が有意に上昇していることを示唆している。  
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表  2 AlてPCRmaxと睡眠中尿中カテコールアミン排せつ速度との関係  

Table2 RelationshipbetweenAEPCR．naxandurinarycatechoLamineexereLionrate  

AEPGRmaxカテゴリー  NE  E  DA  

1：1．0≦AEPGR，。。X  IL84±0．27  

2：0．9≦AEPGRmax＜1．0  1，26±0．21  

3＝0．75≦AEPGR。．aX＜0・9   1・05士0・18＊  

4：AEPGlくmax≦0．75  1．08±0．18  

0．18±0．04   8．10土1．26  

0．08±0．03＊  6．】9±0，97  

0．07±0．03－  5．07±0．80■  

0．08±0．03＊  6．14±0．79  

＊：一般化線形モデルにより年齢，性，血圧，心電図所見を調整した平均値がカテゴリー1の平均   

値より有意（pく0．05）に高値であることを示す（い〔est）。  

♯：心電図所見の得られなかった8名を除く。  

4 考 察   

指尖容積脈波には一般に基線の動揺や自発的な血管収縮による－▲過性の振幅（波高）減少が認  

められる。このうち基線の動揺は精神活動を反映するとされているが12），本研究では記録時の  

時定数右0．3秒とすることによって基線動揺に対応する周波数成分の大部分は除外されている。  

また，アーチファクトとなりうる自発的な血管収縮は，AEPGRを調べた時間帯以外で観察され  

たケースもあったが，同時間帯（音刺激前および後各30秒までの閥）には明らかな自発的血管  

収縮を示す波形は認められなかった。また，AEPGRはランダムに呈示した5回の音刺激に対す  

る5偶のAEPGRの平均としており，この条件では「慣れ」の現象が認められないことは前  

報13・14）において報告したとおりである。本研究では，上記条件下でAEPGRを観察しており，  

その結果は平均として刺激昔レベルに対するレベルー反応関係を示していることから，AEPGR  

は自律神経系反応の指標として極めて安定しているものと判断される。   

ところで，本研究で認められた最も重要な点は，同AEPGRが増大反応（β型反応）を呈する  

者が約10％あること，またそれらの者では夜間睡眠中，すなわち安静時のCA分泌が先進して  

いることが示されたことであろう。これらβ型反応例について脈渡波形を改めて観察してみると，  

音刺激後12秒周辺で振幅が増大する傾向は共通であったが，さらに昔刺激後8秒周辺でいった  

ん血流の減少反応を示す者と，示さない者が認められ，後者の例が多かった（3例対11例）。す  

なわち，これら′ウ型反応例セは交感神経系を介する血管収縮（α型反応）はほとんど生じていな  

いか，または生じていてもわずかである一方，副腎から分泌されるEを介した心拍出量の増加に  

よると考えられる反応が出現していることになる。すなわち，これらノ9塑反応例ではCA分泌代  

謝の基礎レベルの先進状態を背景として，心臓のβ受容体系の感受性が克進していることと同時  

に，末梢細動脈に至る交感神経系の反応性が低下している可能性が想定される。   

ここで上記β型反応を示す暑が高齢者に多いことからその原因として．まず高血圧との関連が  

疑われるが，調査時に測定した血圧を見る限り1名の境界型を除き明らかな高血圧例は1人も含  

まれていなかったために直接的な検討はできなかった。しかし，ECGの宥所見はその例が多かっ  
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た「左心室肥大」の有無のみを示している。同所見は，薬物使用により血圧は正常化しているも  

のの，治療前の高血圧状態を反映している可能性が高いと思われるが，同所見との有意な（正の）  

相関を示したのはDA排せつ速度のみであった。尿中に排せつされるDAの大半は新たに腎で合  

成されたもので占められており15），交感神経機能状態を直接反映しているとは考えられない。  

したがって，β型反応と高血圧の背景要因の一つと考えられる交感神経緊張状態との関連は否定  

的である。このことばβ型反応が若年者にも認められること，また，同反応者ではDAのみなら  

ず夜間のNE，E排せつ速度も有意に＿ヒ昇してし－ることからも示唆されるところである。しかし，  

昔刺激に対する血圧の反応は高血圧者にのみ有意に認められる。すなわち，交感神経系反応が先  

進している可能性も示唆されている。さらにより直接的な検討が必要であろう。   

一方，β型反応例では，α型反応はほとんど認められないことから，同例では交感神韻一束梢  

血管系の反応の感受性が低下している状態が示唆される。その機序として，眼底所見（データ示  

さず）では高齢者仝例で多少とも動脈硬化の兆候が認められており，血管運動性の低下が影響し  

ている可能性も考えられよう。しかし，前述のごとくβ型反応は若年者にも認められること，ま  

た，若年者・高齢者を問わずβ型反応を呈するものがあり，また同例ではNE，Eの排せつ速度  

も上昇していることから，末梢血管の動脈硬化性変化にのみ関連づけることは困難であろう。   

ところで，的場ら】6）は，とくに振動病患者の交感神経機能検査を目的として，800Hzのバン  

ドノイズを90dBで10秒間負荷した場合の指尖容積脈波振幅反応を観察しているが，脈波振幅  

は負荷直後から収縮し，30秒以内に元の振幅に回復している。そ、して収縮の大きさはメコリル・  

テストの成額および尿中CA（1日）排せつ量と有意な正の相関を示すと報告している。このう  

ち後者は，我々の結果と異なる関係を示唆するものである。的場らの対象者は指尖容積脈波振幅  

測定については振動病患者（N＝＝172），心疾患患者（N＝35）および本態性高血圧患者（N＝26）  

であり，また，尿中CA排せつ量測定対象は心疾患患者のみであり正常者は含まれていない。こ  

うした結果の解離については，後述するように，的場らが安静時のCA排せつ速度ではなく24  

時間の排せつ速度を用いていることが一つの原因として考えられる。また，対照群としている急  

性心筋梗塞，慢性心不全，心肥大および高血圧等の患者では，本来CA代謝の異常を伴いやすい  

こと，さらに心血管の反応性に異常がある場合には，心拍数，血管抵抗の変化が交感神経活動を  

正しく反映しない可能性】7）もあり，それらが総合的に影響していることも考えられる。   

上記の点に関連して，富川ら町穏告叫は秘めて示唆的である。彼らは，20歳代と40歳代の運  

動部に所属する偉常者（過2日以上トレーニングを行っている）を対象に，トレッドミル運動負  

荷前後の血中CAを測定し，CAの基礎分泌状層と運動負荷による分泌反応を調べているが，安  

静時に機能的CA代謝（100×freeCA／totalCA）値が高い着では，運動ストレスに対する交感神  

経活性化能の低下，およびストレスに対する回復力の低下が認められたとしている。今回の検討  

では，総CAは測定していないために同値についての直接的な検討はできないが，同報告は安静  

時のfreeCAの基礎分泌レベルが高い場合には尉削こおける作業負荷やストレスによってCA分  
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泌が低下している可能性を示唆しており，上記の採尿力■法の相嵐 すなわち24時間尿中のCA  

量と今回の早朝尿中のCA是（夜間CA排せつ量に換算）とが解推する場合もあり得ることを示  

唆してし）る。   

以上，AEPGRにみられるβ型反応の機序については現段階では不明の点が多いが，一定の集  

団内には同反応を呈する者が少なからず含まれており，それらでは安静時CA分泌が先進してい  

ることが示された。β型反応では最大反応を示すまでの時間（潜時）も長く，副腎のE分泌を  

介した心拍出是の増大反応を示しているものと考えられる。筆者らは別途不安神経症患者を対象  

として同様にAEPGRを調査中であるが，これまで小数例ではあるが，その仝例でAEPGR無反  

応ないし増大反応を示すことを観察している19）。また，本研究で安静時CA分泌が克進している  

状態は，祷統的（慢性的）なストレス状態やその他交感神経機能九進状態が背景にあることも疑  

われる。上記β型反応の機序や生理的意義について，これらの点を含めさらに検討が必要と思わ  

れる。  

引 用 文 献  

1）長田奉公・吉田敬一一・綱島清三・小川庄吉・広川章子・仲村束子・大久保千代次・春田きよ子   

（1972）二国立公衆衛生院研究報告，21（1），14．  

2）Kryter、K．D．（1970）＝NonauditorysystemresporLSeStOnOise、Jn‥TheeffecしSOfnoiseonniarL．KryL   

ter．K．I）．（ed．）．AcademiePress．Newyork，487490．  

3）兜 真徳（1977）：騒音の評価一内分泌学的アプローチ．・医学のあゆみ，103（2）．  

4）兜 真徳（1980）：騒音の評価．環境その生物学的評価，鈴木継美・大塚柳太郎編，篠原虻版，  

東京．91116，  

5）Kabuto，M，T．TakemoLoandM．Minami（1984）＝Individualdifcrencesintherespons2StOrepeated   

beEIsoundburstsofheartratearLdpLethysmograrn fromtheindexfirlger，Japancse．J．Hyg”39（3），  

65ト660．  

6）＾1ad．・D．（1989）＝Differentia】ratesofurinarynoradrenarincexeretioninaffectivcdisorders川tility   

Ofashorttimesarnplingprocedures．Psyeho】．Res．，30（3），12531258．  

7）Miyakoda．H．．T．Kitamura，M，Saito，H．Kotakeand HAD，Mashiba（1990）：Cardiac】leurOSis；eXer   

Cisetoleranceandthero】eofsympathetieactivityJpn．，．Me（1．．29（5）．493－499．  

8）Kinnuren．U．，VAD．Vihko（1991）＝NightresturinaryeatecholamineexcretioninrelationLoaspects   

Offreetime，WOrkandbackgrollnddatainateachergroup，Scand．J．Psychol．32（1）．ト8．  

9）滝川 寵・林 文代・杉浦千賀子・坂本 弘（1988）：指尖脈波律動のパワースペクトル分析 三   

重医学，31，765－769．  

10）朝倉光司・小鳥 正・自崎英明・形浦昭克（1990）：鼻アレルギー誘発時の自律神経機能の変化に   

ついて一指尖脈波による検討．耳鼻咽喉，62，593－597．  

11）南 正信・兜 真徳（1988）：若年者における尿中カテコールアミン分泌速度の馴内変動について．  

日本公衆衛生会．  

12）l山崎勝男・■高澤別業・上田雅夫（1982）：情動に関連する指尖容桔脈彼の一つの試み一基線動揺成   

分と摺動波成分の視覚的表出－．心理学研究，53，102－106．  

13）南 正信・兜 美徳（1982）：音刺激に対する’．馴れ（habituation）’’に関する予備的研究一刺激  

－ 61一   



彼の心拍数の変化について．航空公害「研究と対策」，拍（3）．  

14）南 正信・欄本篤子・兜 真徳（1988）：騒音感受性の規定要因に関する研究（第2報）一交感神   

経トーンと反応性との関連について－，日本衛生学雑誌．43（1）．  

15）Kuehel，0．and N．T．Tuu：RoleofperipheraldopamineinessentialhypertensioninNeurologyand   

ncurobiology（voL8）Jn‥Catecholamines＝BasisandPeriphera】Mechanisms．，Carlssoh．usdin．E．，A．   

Carlsson．A．DahlsLromandJ，Engel（eds．），AlanR．Liss，1nc．．NewYork，337345．  

16）Matoba．T．，H．Kusumoto，H．Omura．T，Kotorii，H．Kuwahara and M，Takamatsu（1975）：Digital  

plethysmographic responses to auditory st血uHin patientswith vibraLion disease．TohokuJ．Exp．  

Med．，115，385302．  

17）井上通敏′（1991）：自律神経と循環器疾患心臓と末梢血管の神経性調節，井上通敏・多田道彦編   

：日本アクセル・シュプリンガー出版，東京，9－14．  

18）宮川富三雄・亀谷 学・村山正博（1991）：トレッドミル運動負荷時の血中給および遊離型ドー   

パミン，ノルエビネプリン，エビネフリンの分泌動態．・自律神経．28529－28536．  

19）南 正信・兜 兵徳・影山隆之（1991）：騒音感受性の規定要因に関する研究（第5報）神経   

症患者のAEPGIi（指尖容積脈波反応）．日本衛生学会．  

ー62－   



2．4．2  快適音楽聴取によるリラクゼーション効果と  

脳波変動について＊  

Relaxationef托ctsofpleasantmusiclistenlngand  

EEGpowerspectrumchanges＊  

兜 真徳1  

Michin。riKABUTOl  

要 旨   
音の快適性や疲ジトストレスの評価における脳波情＃の有用性を検討すべく，実験的に  

“快適な’’音楽を聴取させたときの心身状態の変化と脳波パワースペクトルの変動にづい  
て予備的検討を加えた。実験は，19”42歳の男女計7名を対象に，左右の前頭・頭頂・  

後頭部の脳波採取のための電麻を装着した後．簡易遮音室内で樹立，安静開眼状態で，テー  

プ録音した“自然音（鳥川lのせせらぎなど）’’を3分間とその後5唖の快適音楽として  

任意に選定した曲を聴取（各2分間，10秒間隔，好みのレベル）させた。“自然・音’’聴取  

時を“音楽前’’，最後の曲を聴取時を■1甘楽聴取後’’とし．音楽前後の心身状態の変化と  
脳波パワースペクトルの変化との関連を検討した。ただし，音楽前の各帯域・（∂，β，α，  

β）のパワーは，とくに－‘眠訂’ヤ“MPlの外向性傾向†tなどの性格によって有意に変動  

しでいた。   

音楽聴取によって脳波各成分のパワーは減少し，また，％分布は徐波（∂波及びβ波の  

低周波数成分）優位に傾くが，全体として，変動は前頭部と頭頂部で顕著であり，後頭部  

では比較的小さい傾向が認められた。   

結論として，1）α波成分の変動と音楽（あるいは・音）の“快適性’’との直接的な関連  

は単純ではないこと，また，2）音楽聴取により全般的に■‘快適性”が増加し，睡眠傾向  

やリラクゼーション作用が認められる状態で仝帯域及びα帯域のパワー減少，徐波帯域パ  

ワーの相対的増加傾向はそれらを反映していると考えられること，からさらに詳細な検討  

が望まれる。  

1．国立環境研究所 地域環境研究グループ 〒305茨城県つくば市小野川162   

RcgionalEnvironmel－tDivisiorl．NationalInstiLutcforErlVirorLmCrLtalSLudies．1620noga“・a、Tsllkuba．   

1b8r∂ki305．Japan．  

＊ 本論文は，騒音制御，16（2），36－40（1992）に発表された論文を－・部修正したものである。この実験の   

後，別途同様の実験を繰り返L．その結果を煉若論文「KABUTO，M．，T，KAGEYAMAarLdIi・NITTA：   

EEGpowerspectrllmChangesbypleasantmusiclistcnirlginspeciaL relatiorLtOitsrelaxatiorleffectsLJpn・   

J，Hyg．」として投稿中である。  
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Abslract  

Forthe purpo5etO eXamincthe feasibiLityofEEG datato evaluate sourld amenityor  

fatigue／stress，the associationsbetween psychosomatie feeLingchangesand EEC power spee  

trum changes after TTtuSiclisteningwereinvestigated．Seven subjeets（19－42years old）．  

who wereequ］pped融L）EEGeJeclrodes［oreぐOrd Eron址parjeほ】andoccipjta】regionsin  

bothrightand）eftllemispheres，Weregivenふithnat。，alsounds（3min）and5seleetcd  

pie。eS。f“pleas。nt，。。Si。・・（2mineachwithlOs。。i。terVals）witheyesb。ingc）。Sed。ムa  

eomfortablechair．TheperiodwherltheywcrelistcnlrLgtOthenaturalsoundswasregarded  

as一‘premuSie”orte，and thatwhen theywereglVenWithlhelastITluSicwasas post－m11isc  

One・It should be noted thatthe prcmuSic EEG powersof∂，0．αandβcomponent  

Varied signifieantIy by －Esleepiness’’or by extraversion persoI－ality measured by MPI  

（MaudsLeyPersonalityIndex）．  

TheEEGpowersshowedsignificantdecreasesbythemusieEisteT）】ngandtheir％dis  

Lributionchangedthatwithmorc8and O powers．ThesechangeswerelargerintheLron  

taland parietalregionsthanintheoccLP］talreglOrl．  

Conclusively，1）itseemsthattherelationshipbetweenpleasantnessofthcmusicand  

α pOWer Changesis not simple，2）pleasaIlt muSiclistenirlg WaS aSSOCiated with thein－  

CreaSeOfpleasantnessin terms ofpsychosomatie feel】ng．Whieh nlay alsoberelatedtothe  

SiITtulataneously observed decreasesoftotalpowcrs andcspccially q poweraswe】】asIo  

there）ativeirlCreaSeSOf∂arLd O powers．  

However．since this was）uSL a prelimanary experiment，mOre detailed examinatjons  

are warranted．  

1 はじめに   

脳波のα波成分（8－ユ4flz）は，通常安静・開眼時に．≠現し，光あるいは音（騒音を含む）  

刺激，開眼，思考，注意などによ って減少することが知られている（α波ブロッキング）1・2）。こ  

の呵渡成分が“虚空一往視（openfocus）法”などの訓練により増加し，それによって心身の良  

好な状態がもたらされると指摘されたのは1960年代である。最近では，これを音（とりわけ音楽）  

の快適性あるいは良い生体影響の評価指標であることを前提とした研究も行われている3）。また，  

昔の“1ハ揺らぎ’’ との関連を示唆する意見もある4）。   

しかし，α波が訓練により増加すること，あるいはα披が心身の良好な状態を示す榊票である  

ことに否定的な報告もあが）。また，一般に。波にはその出現頻度，強度ともに極めて大きな個  

人差や部位による差異が認められており．脳波を舌の快適性評価に用いるには，なお十分な基徽  

的検討が必要な段階にあると思われる。しかし，精神作業員荷の量や質と後頭部正中位のベータ  

Z波（Ozβ2）の振幅値との良好な関連を認めている報告6）などもあり，音の快適性の研究ヤス  

トレス・疲労に対する音楽療法の効果を評価する一つの手法として脳波の情報が真要と考えられ  

ることはいうまでもない。   

研究では，安静・開眼時の脳波名成分の基礎レベルおよび快適な音楽を聴取させたときのそれ  

ー11・1   



らの変化にみられる個人差あるいは心身状態との関連に関する基礎的検討を行った。ただし，脳  

波各成分の分析には高速フーリエ解析によるパワーーー・・・スペクトル分析法を用いた。  

2 対象と方法   

対象は19－42歳の男女計7名である。対象者は簡易に遮音を施した室内で生理実験用椅子に  

座位，安静開眼状態とし，ヘッドホンを通して，テープ録音した■‘自然音（鳥・川のせせらぎな  

ど）”を3分間と5種の音楽，順に，虫の声を入れたリズミックな合成音楽，バイオリン曲（ベー  

トーベン“クロイツェル’’）とピアノ曲（“子火のワルツ”），及び最近α波ミュージックとして作  

曲・敗売されている甘楽3種を名2分間づつ10秒間隔で聴取させた。ただし，再生音レベルは  

前もって各被験者の好みのレベルに合わせた。また，音楽の前3分間聴かせた“自然音’’の間の  

2分間を“音楽前” ，最後の5曲目を聴取時の2分間を“音楽聴取後”とした。   

脳波電極は，国際標準法（10／20電極法）にしたがって，図1の8か所（Fpl，F3，C3．P3，Fp  

2，F4，C4，P4）及びアース電極を装着し，前頭部，頭頂部及び後頭部のそれぞれ左右の6篠の  

脳波を双極誘導により取り出し，テレメータ（EEGtelemeter，日本光電社製）を介して送受した。  

6種の信号は，データレコーダ（EEGVIDEOSYSTEM，日本光電社製）にアナログ信号のままいっ  

たん収録し，再生して以‾ドの解析に用いた。   

パワースペクトル分析は，上記信号を再生し，脳波解析装置（Neuropack4．Nihon－KodenCo．．  

Ltd．）を通して増幅した後．“2チャンネルFFTanalyzer（A＆D杜AI〕3524／25）”による高速  

フーリエ変換（FastF肌雨erTransiormation，FFT）により行った。脳波の周波数帯域は．Orbek  

ら（1988）7）の区分法に従って∂波（0．5－4Hz），β波（4－8Hz），α波（8－14Hz），ただし，  

表1に示すように同周波数帯域はさらにlow．midd）e及びhighの3成分に細分して検討した。P  

凶1脳波電極の装置位置  

Fig▲1EEGe）ectrodcsystem  
－ 伺際標準（10／20）j封こよる脳波電塵英昭†封矧矧。黒丸  

は1】音頭部（rral川hl）．頭頂部（parjelaり．複軌郡（occipilal）  

の各ノ．ても（【．．R）の双極誘ヰ脳波を取るために実際電極を  

装着した位置を示す。  
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図 2 脳波パワースペクトル分析結果の典型例  

Fig・2 AtypicalresultofEECpowerspectrumanalysis  
これはl被験者の頭頂部左半球の脳波について，「音楽  

前」（上段）と「音楽聴取後」け段）の威果を比較したも  

のであるが，音楽聴取により，血管域のパワーの減少と徐  

波（∂及びβ）帯域のパワーが増加している傾向が明らか  

である。  

波（14－25Hz）の各帯域別平均mvrZ（Wattに比例する値）を算出した。パワースペクトル分  

析例を図2に示す。ただし，分析条件は，3秒ごとにFFTを40回繰り返し，それらの加算平均  

値を求める方法とし，また，別途，α波帯域中のピークの層波数とその高さも測定した。   

対象者には，実験に先だって，電極の装着および結果に示す一・般質問表およぴアイゼンクの性  

格検査（MauseIeyPersonalityIndex．MPI）8），16項目からなる心身の自覚症状の記入時間などを  

含め，30分以上安静状態を取らせた。MPIは“神経質傾向’’と“外向性傾向”を調べる質問項  

目から構成されているが，回答は判定基準によって各々3段階に分類した。しかし，“神経質傾向’’  

はすべてが】，“外向性傾向”はl－3に分布していた。1般質問表の結果のうち，以下の解析  

には，実験開始前の“快適感”，“眠気”に関する視覚スケール（1－10までのvisualscale）によ  

る回答結果を用いた。  

3 結 果  

（1）“音楽前”の脳波の周波数帯域別パワー平均値につし1て   

“音楽前”の脳波の各周波数帯域別パワー平均値は表1の左欄に示すとおりである。大きな特  

徴として，前頭部のα及びβ帯域のパワー平均値は，他部位より低値であり．∂帯域のそれは逆  

に，後頭部で小さ〈，前頭部と頭頂部で大きい傾向が認められる。。また，α帯域のピーク値は，  

パワー平均値と同様前頭部で大きく，同周波数は前頭部で高い傾向を示Lている。   

ここで，解析結果の一例として，頭頂部左半球の各帯域別パワー平均値を従属変数，上記の  
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表 1“音楽肘及び“音楽聴取後’’の脳波の周波数帯域別パワー平均値（mVr2）  

TablelMcan powers（mvr2）by frequency band for▲・bef。r。m。Sic・l。。d“aflcr  

music  

（2）同ピーク他の平均値  

（3）周波数帯城（Hz）  

∂（0．5－4，0）   

♂（4．08．0）  

α（8．0－14．0）  

1（州α（8．09，0）   

midα（9．0－12．0）   

（3＝計渡数帯域（Hz）  

∂（0．5－4．0）   

β（4．0－8．0）  

α（8，014．0）  

lowα（8．0－9．0）   

midα（9．0－12．0）   

（2）l司ピーク値の平均値  

（3）周波数帯域（Hz）  

J（0．5木0）   

♂（4，08．0）  

α（8．0－14．0）  

】owα（8，09．0）   

midα（9．0－12．0）   
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表  2 “音楽酌’’の頭頂部の帯域別パワー平均値についての一般化線形モデル  

Table2 A multir）1e regression arlalysis usingGeneralLiTlear Modelproceduresof  

meanpowerbyfrequencycomponcntatthcparietaLregionbeforcmusie  

パワー  回 帰 係 数  F他  P  R2  

■■MPl外IhJ性’’♯ “快適性’’ “眠気’’  

∂帯域  47．43  14，43．   一11．38＊ 27．44  0．011 0．965  

〝帯域   2、00  －2．62  －2．13 13，95  0．OZ9  0．933  

α帯域  0．01  1．36＊   一0，02＊ 19．91 0．018  0．952  

β帯域  0．67＊  0．81＊＊＊  0，07  94．03 0．002 0．9g9  

＊，＊＊，＊＊＊：pく0．05，Pく0．01，Pく0．001で剛音係数の有意性を示す。  

祥：‖MPl外向性”は1h3に分布していたので．1または2を対象カテゴリー，3を基準カテゴリー   
として計算した。ただし，“快適性’’∴‘眠気’’は1～10の連続変数である。  

“MPlの外向性傾向’’，“その時の快適感”，“眠気’’を説明変数とした一般化線形モデルを用いた  

分散共分散分析によりこれらの関連性を検討した結果を衷2に示す。得られた4種のモデルはい  

ずれも説明率が95％以上で有意にフィットしており，また，“眠気”は∂とα帯域のパワーと負  

に，“快適性”はβ帯域のパワーに負に，また，“MPJ外向性”はβ帯域のパワーに正に相関して  

いることを示Lている。例数が少なく，また，各変数間での内部相関の影響も想定され，これを  

そのまま一般化することはできないと考えられるが．結果は，各帯域のパワーは，とくに‘‘眠気”  

や“MPIの外向性傾向”などの性格によっても有意に変動することを示唆している。  

（Z）音楽聴取による脳波の周波数帯域別パワー平均値の変動  

“音楽聴取後”の脳波の周波数帯域別パワー平均値は表1の右欄に示すとおりである。“音楽前”  

と比較して，前頭部・頭頂部では全成分の低下傾向が認められるが，後頭部では仝成分とも変動  

は小さい。α帯域のピーク周波数が後頭部では約1Hz上昇していることも特徴的である。   

ここで，音楽聴取による脳波成分の変動をさらに検討するために，全成分に対する各帯域別パ  

ワー平均値の割合（％）を求めてみたのが表3である。結乳左・右半球とも頭頂部・後輯部で  

∂波・β波成分が増加し，α波・β波成分が減少している。ただし，前頭部では，左・右半球と  

もすべでの成分について大きな変動は認められない。   

以上の結果は，音楽聴職によって脳波各成分のパワーは減少し，また，％分布は徐波（∂波及  

びβ彼の低周波数成分）優位に傾くが．全体として，変動は前頭部と頭頂部で顕著であり，後頭  

部では比較的′」、さいと要約される。  

4．考 察   

音楽聴取により種々の好ましい心理・生理影響が期待されることは，これまでも多くの報告が  

あが▲16）。しかし，これら音楽の効凍は，痛み，疲労，不安などを対象にそれぞれ心身状態の大  
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表  3 甘楽聴取による脳波の周波数帯峻別パワー平均値の変動（％）  

TabLc3 Meanpowerchanges（％）byfrequcncycomponentduetomusiclistening  

β（4，0－8，0）   

α（8．0－14，0）   

lowα（8．09．0）   

midα（9．0－12．0）   

highα（12．0－14．0）   

β（14．0－Z5．0）   

2：頭頂部  

周波数帯城（riz）  

∂（0．54．0）   

β（4．08．0）   

α（8．014．0）   

lowα（8．0－9．0）   

midα（9，0－1Z．0）   

highα（12．0－14．0）   

β（14．0－25．0）   

3：後頭部  

∂（0．54．0）   

β（4．0－8．0）   

α（8，0－14．0）   

lowα（8’．09．0）   

きく異なる状況下での効果をみており，それらが同一被験者に同時にみられるわけではなく，ま  

た，同一効果に対する反応の個人差の大きいことも常に考慮することが必要であろう。個人差や  

心身状態による脳波の変動について，今回検討した“音楽前”の脳波の周波数帯域別パワー平均  

値に関する検討結果でも，それらが“眠気’’，“快適性’’あるいは“MPIの外向性傾向’’などの影  

響で大きく変動していた。   

こうした傾向は，臨床検査などでは，むしろ望ましくない変動成分であり，音や光による強い  

刺激を負荷してできるだけ除外することが試みられているものである。しかし，“快適性’’の評  

価を目的とした本研究の実験のような場合には，それらの諸変動がむしろ問題であり．“眠気’’  
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やl‘性格特性’’などの関連する要因の影響を取り除ければ，その時の“快適性’’や音楽聴取によ  

る“快適性”の変化と脳波との独立した関係を抽出できる可能性を示唆している。   

ただし，今回の“快適音楽”聴取による心身の自覚症状得点の変化の平均値をみると（データ  

略），全体的に心身の“快適性”は＿ヒ昇し，睡眠誘導やリラクゼーションの効果があったことが  

示唆されている。したがって，そうした心身の変化が，観察された脳波成分の全体的なパワーの  

減少傾向，低周波成分（∂波・β波成分）の相対的な増加などの変化に関連していることが予想  

される。・音楽歴収により睡眠傾向が誘導されることは，緒方ら】7）によっても観察されていると  

ころであり，それ自体この種の音楽聴取実験に対する全体的な心理・生理的反応の特徴の－・つと  

も考えられる。   

ここで，α帯域成分のみに着目すると，音楽聴取後にはそのパワー及び相対量のいずれも減少  

傾向を示している。注目されるのは，α帯域に認められるピーク周波数が後頭部で約1Hz上昇  

していることである。この結果とは逆に，短時間のVDT（visualdisplayterminaL）作業によっ  

てα波の周波数成分が（有意ではないが）低周波側にシフトすることが観察されることから，同  

変化と中枢神経系の疲労との関連を示唆している報告がある18）。また，“音楽前，，の前頭部のα  

帯域のピーク周波数は約‖11zであり，他部位より約111z高いが，これは従来の正常脳波の観  

察においても認められている現象であるl）。上記のα波ピーク周波数の上昇傾向が■‘快適性”の  

上昇や“リラクゼーション’’に生理的関連を有するのかどうかについては，直接関連する報告は  

みあたらず，さらに詳細な検討が必要と考えられる。   

一方，α波と音楽聴取前の心身の状態との関連について，福原ら4）は，同波成分が増加した者  

を「リラックスしていた」群，減少したものを「リラックスしていなかった」群とする分類法を  

用いている。こうした音楽前の心身の状態がその後の脳波の反応に影響する可能性については，  

それが個人差を超える優位な関連であるとすれば，一般的にまた直接的に心身状態の脳波学的評  

価が可能となることを意味しており，極めて重要な点である。しかし，その可能性については音  

楽の心理的影響と生理的影響とのより詳細に関連を検討するなかでさらに吟味されていく必要が  

あると思われる。今周の実験結果では．この点を検討し得るだけのデータがなく，解析には不十  

分と判断されるので，引き続き対象を増やして検討中である。   

ところで，別途行った本実験と同様の条件下における基礎的な検討では興味ある知見が得られ  

ている。その実験では，音楽聴取により被験者は軽度の睡眠状態（α彼の消失と徐彼の相対的増  

加が認められた）に入ったので，音楽の後そのままの状態で約30分睡眠をとらせた後，■覚醒させ，  

同様の甘楽聴取実験を繰り返した。1回目の音楽聴取前後の脳波変動は，上記結果と同様であっ  

たが，2回目にはそれまで極めて低レベルにあった前頭部のα帯域のパワーが音楽開始後間もな  

〈極端に高レベルとなり，それは音楽終了後においても持続していた。これは一例のみの実験結  

果であるが，今回用いている音楽聴取によって，直接的にα波が増強される傾向は認められない  

にしても，その結果もたらされるリラクゼーション効果，睡眠誘導効果を通して（恐らく睡眠に  
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よって），結果的に増強される傾向があることを示唆している。快適な音楽聴取とα波の変動に  

ついては，こうした角度からも検討されるべきであろうと思われた。   

以上の結果からみて，例えばα披成分の変動と音楽（あるいは音）の“快適性◆’との直接的な  

関連は単純ではなく，さらに検討されるべき課題であることが示唆される。また，音楽聴取によ  

り全般的に“快適性”は上昇する一九 睡眠やリラクゼーション作用も明らかであり，同時に認  

められる仝帯域及びα帯域のパワー減少，徐波帯域パワーの相対的増加傾向はそれらを反映して  

いると考えられるが，音楽聴取による影響としては，1回目の実験によりもたらされるその後の  

状態の評価がより重要であることも示唆される。さらに種々の音楽その他の条件を負荷するなど  

して，1回目の音楽聴取による変化との比較などを行う必要もあろう。  
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2．4．3  ストレス関連性格と血清DHEA－5レベル：  

日本人女子の場合＊  

StressrelatedpersonalityandserumDHI乙A・Slevel：incaseof  

Japanesewomen  

兜 真徳1・津金昌一郎Z・渡辺 昌2  

MiehinoriKABUTOl．shouichirouTSUGANE2andSh。WWATANABEZ  

要 旨   
ストレス・イベントあるいはストレス関連性格とストレスホルモンの一種である  

DHEA・Sの血清レベルとの関連について，沖縄と岩手でランダムに摘出された40”49歳  

男子の配偶女子164名（29－52歳）を対象に検討した。年齢の影響を調整するために線  

形重回帰分析により検討した結果，ストレスイベントによる変動はみられず，一九 スト  

レス関連性格では，■そのうちの1カテゴリーとのみ有意な関連が認められた。すなわち，   

passive’’あるいは“intermediate’’よりも“active’◆な性格の人に有意に低い。この結  

果は，白人女子で観察されている“e叩anSivepersonality”との負の相関などと一致する  

結果であり，ストレスとの関連でDHEA・Sレベルは“状態”よりは“関連性格’’により変  

動していることが示唆された。しかし，日本人の“タイプA”は白人のそれと異なる可能  

性もあり′同性格との直接的な関連についてはさらに検討が必要と考えら九．る。   

Abstract  

Wecxamined164JapanescwomeninOkinawaandlwatefortheassociationsbetween  

recent stress events or stressrrelaLcd personallty and serumlevels of dehydroepl・  

androstcroneSu］fate（DHEAS）．anadrenalandrogen．Multipleregressionana】ysisadjusted  

1．国立環境研究所 地域環境研究グループ 〒305茨城県つくば市小野Jr16Z   

RegionalEnvironmentDivisionINatiorlaLIrLStituteforEnvironmerltalStudies・16L2．OnogawaTsukuba、   

Ibaraki305」apan．  

2．国立がんセンター研究所 疫学部 〒104東京都中央区築地5－1－1   

EpidemioLogyDivision▼Japan NaLiona】CancerCcnterResearchInstitute・5－1－1TsukijilChuoku，Tokyo   

lO4．Japan．  

＊ 本論文は・医学のあゆみ，156，695－696（1991）に発表された論文を一▲馴参正したものである。また，   

関連報苦として，その後のデータ解析結果を加えた「KABUTO，M，，S．TSUGANEandS，WATANAliE   

（1992）＝Variationso（serumdehydroepiandrosterone・Sulfate（DHEAS）1eve］aecordingt。Str。SSeVe。tS   

and sしress－related persorLalitie5irlJaparLeSe．ht：Anintegrated biot）ehaviora】approach to heaLth andi】1   

ness・，Araki．S・（ed．）．Behaviora仁Medicine．EIsevier，NewYork．189－194．」がある。  
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for age revea】ed that D17EASlevels significantly correlated only with the personality  

passivc／intermediate／aetive’’amongcategories▲ThemeanscrumDHEA－Slevelwaslower  

by18％in“active”women thatin“passive’■ones・DHEAS Leveldid not vary，howeverl  

accordingtoanystresseventsordiseasestates．probably becallSeCaSeSWerCSmal】in nunト  

berand／orthe DHEASlevelitselfisnotasensitivcstressindicatorassuggested recelltly．  

ItisthussuggestedthattheDHEA・SleveldependsoTlthe‘‘trait’’rahLerthar10nthe‘‘state”  

inrelationtostress，thoughitsreLationwith“typeA■’shouLdbecxaminedfurther・  

1 はじめに   

最近，副腎皮質ホルモンであるDHEA（dehydroepiandrosterone），あるいはその主要な血中形  

態である硫酸抱合体（DHEAS）には，弱い男性ホルモン作用のみならず，肥満，糖代謝，免疫系，  

発ガン過程などに対して，健康維持からみて有益な作用を示すとの報告が多い1‾3）。疫学的にも，  

その血清レベルが低い人では虚血性心疾患4）や乳ガン5）のリスクが高い傾向を認め，同ホルモン  

の上記疾病予防効果を示唆している。一一九 ストレスとの関連をみると，同ホルモン・レベルは，  

強度のストレスにより低下する6），あるいは，ストレス状態に陥りやすい心理・行動特性で，虚  

血性心疾患のリスク・フ7クターとされている“タイプA’’の人で有意に低い傾向があるとされ  

ている7）。   

連の報告は，総合的には‘‘ストレスと疾患発症に関するpHEA仮説”を示唆している  これら一  

が，個別的にみれば同仮説に矛盾する点もあり8・9），とくに日本人に通用しうるかについても問  

題が残る。ここで，今回実施した沖縄と岩手県内の各一保健所管内人口を対象とした調査の一環  

として，日本人女子におけるストレス状態及びストレス関連性格要因と血清DHEASレベルの関  

係について基礎的な検討を加えた。  

2 対象と方法   

対象者は，沖縄県・石川保健所．岩手県・二戸保健所管内（各人口約10万）人口からランダ  

ムに抽Ⅲした男子の配偶女子各70及び93名．計163名（29～52歳）である10）。   

過去半年以内のストレス・イベント及びストレス関連性格については，結果に示す項目につい  

て保健婦による面接により調べた。採血は肘静脈より行い，60分室温放置後，血清を遠心分離十  

採取し，測定までL8O℃にて保存した。血清L）HE＾rsレベルは，抗11deoxy－17KS－3－BSA抗体，  

H3－DHEArs（NEN社製）を用いたRIA法により，DHEALS（Sigma祉）を標準として測定した。   

また，以下の統計解析には，統計プログラムパッケージ“sAS”の一般化線形モデルを用いた。  

ただし，対象集匝＝こおける血清DHEA－Sレベルは正規分布を示したので，解析にはそのままの値  

を用いた。  
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3 結 果  

（1）ストレス・イベントとストレス関連性格の分布   

8種のストレス・イベントについて，過去半年以内に経験した人の割合は，①子供の受験  

（20．1■％），②子供の就職・結婚（5．5％），③子供が別居（5．5％），①配偶者との別居（0．6％），  

⑤配偶者あるいは友人との死別（14．6％），⑥出産（1．Z％），⑦自分の就職・転職（2．4％），  

⑧自分あるし、は家族の怪我・病気（10．4％）であった。   

また，5種のストレス関連性格の分布は，①せっかち（29．9％）／普通（48．2％）／のんび  

り（Zl．9ヲ占），②怒りっぼい（35．4％）／普通（6ユ．6％）／穏和（3．1％），③積極的（21．3％）  

／普通（60．4％）／消極的（18．3％），④競争心が強い（17．7％）／普通（62．2％）／負けて  

も気にしない（20．1％），（9凡帳面（17．7％）／普通（51．8％）／おおざっば（30．5％）であっ  

た。  

（2）ストレス・イベント，ストレス関連性格と血清DHEA・Sレベルとの関連   

血清DHEASレベルは加齢により顕著に変動するので，同レベルを従属変数，年齢を共変数と  

して，個々のストレス・イベントあるいはストレス関連性格の各項目を説明変数とする線形乗回  

帰分析を行い関連の有意性を検討した。その結果，ストレス関連性格③のみが有意な関連を示し  

た（回帰式の説明率は13．5％，F倍4．79（p＜0．001））。このカテゴリー別の（年齢調整）平均  

血清DHEA－Sレベル（±S．E．）を園1に示す。同陛＝ま，同レベルが“積極的”（67．3±4．9（S．E．）  

〃g／dりあるいは“普通”（67．8±2．8）と答えた人では，“消桓的’’な人（79．7±5．3）に比較し  
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図1性格（13）のカテゴリー別血清DHEAsレベルの年齢調整平均値  

同平均値の差の有怠性検定はトテストによった。  
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て，有意に低い（一18％，p＜0．05））ことを示している。   

ただし，地域間で比較すると血清DtIEA－Sレベルは沖縄で有意に高値であった（63．0±3，5vs  

74．6±3．0，p＝．012）が，沖縄と岩手について個別に検討しても，上記と同様な傾向は維持さ  

れており（データ示さず），同性格による変動は地域差とは独立していること考えられた。   

ただし，肥満や血清脂質と血清DHEA－Sレベルとの間には正相関関係が認められ，上記の地域  

差の原因の一一つと考えられたが，本結果には直接関連がないので省略する。また，既往歴のうち  

比較的多かった島血圧，胃・腸溝鼠慢性肝疾患，その他の有無による差異についても検討した  

が，有意な差異は認められなかった。  

4 考 察   

血清DIIEA－Sレベルが‘‘積極的”な人に低い傾向は，西欧人女子でのMMPlによる“expansive  

personality”との逆相関関係7）などと一致した傾向と考えられる。しかし，その他“タイプA”  

関連性格項目による有意な変動は認められず，“タイプA”との関連を全面的に支持するもので  

はない。ただし，同タイプの判定が本来直接観察法により行われていること11），また，西欧人  

と日本人の心理・行動特性との相違などを考慮するならば，完全に一致することを期待すること  

自体に閃複があろう。日本人の血描DHEASを最も有意に変動させる性格要因の構造的把捉法と  

いう観点からさらに検討が必要と思われる。   

一方，過ま半年以内のストレス・イベントによるDIlEA－Sレベルの変動は認められなかった。  

その原因として，①DHEASレベルは“火傷’●などの強い急性のストレスにより有意に低下す  

る6）としても，今回の対象者にはこれらの該当者が少なかったこと，②その他のストレスでは  

DHEArsレベルが大きく変動しない可能性が示唆される。後者に関連して，各血清レベルに変動  

が認められないストレス状態であってもDHEA－S／cortisol比が鋭敏に変動する場合も指摘されて  

おりIZ），ストレス状態の評価指標の検討がなお必要であることも示唆される。   

以上 日本人女子についても血清DHEASレベルは，‖状態’’ よりも‘‘関連性格”により変動  

している傾向が明らかであるが，“タイプA’’との関連性についてはなお検討を要する。また，  

個別のストレス‘‘状態’’を鋭敏に反映する内分泌指標については別途検討が必要であろう■。  
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2．5 総合評価   

本章で述べた道路交通騒膏の睡眠への影響に関する「環境保健モニタリング」手法について検  

討した結果は，以下に要約される。  

l）道路願甘に対する苦情の発三】三率は極めて′」、さく，調査結果にみられる地域実態をほとんど  

・反映していないことが明らかである。   

2）道路交通是から推定される通路沿道の騒音レベル別暴露人口推定によれば，例えば夜間   

65dBあるいは60dIi以上の沿道に居住している人口は全国でそれぞれ1．3％及び3．4％と  

推定された。   

3）実態調査結果でも，夜間の道路沿道騒音は交通量に比例しており．また，沿道家屋ではそ  

の屋内騒音レベルがこれら外部騒音の侵入により，睡眠影響の可能性のあるレベル以上に上  

昇している例も多いことが示唆される。   

4）一方，交通騒音に対する苦情は1）に示すとおりであり，同苦情発生状況が交通騒・■削こよ  

る「睡眠影響」の実態を示す指標としては不適切であることは明らかである。■   

5）睡眠影響は騒音の生理的影響の一種であるが，指尖容積脈破反応を例として検討した生理   

的影響の個人差に閲する研究結果は，感受性ヤ反応性の個人差が大であり，質的に異なるこ  

とさえあること，また．それら感受性はそのときのストレス状態によって変動する可‘能性の  

あること，が示唆される。   

6）5）において音刺激をランダムに間欠的による条件下では「慣れ」の影響は′トさく，現実  

にも同様の間欠暴露条件にある人では影響が繰り返し発生している可能性のあることを示唆  

している。   

7）一九 5）において騒・苗・に対する生理反応には，ストレスの影響が示唆されたが，ストレ  

ス反応にはストレッサーの負荷と同様に性格（タイプAなど）による違いも指摘されている。  

上記検討においてストレスホルモンである血清DHEA・Sレベルに性格による差が認められた  

ことは，こうしたストレス反応の定量的かつ定期的な構造を示唆するものであり，現実での   

影響を考える上でさらに検討を安する事項と考えられた。このことは，最近の研究において，  

昼間の儲大な願書暴露によって確聞眠れな〈なることが示唆されていることなどを考慮する  

と，さらに重輩な点であると思われる。   

以上，交通騒音による睡眠影響の「環境保健モニタリング」として，交通菜から推定される騒  

甘レベル別の沿道人口の分布（「暴露アセスメント」）に関する情報を基本とし，調査により個人  

暴露状況や睡眠儲督に関する情報を加える（「還（レベル）一影響アセスメント」）方法を検討し  

た。検討した手法の詳細をみれば．例えば名推定値の精度などについてなお胃】趨が残る。また，  
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同方法では，睡眠影響との関連で重要とされる騒音のピークのレベルや頻度が考慮されていない  

ことヤ，振動や大気汚染の複合的汚染による相互作用などを考慮していないなどの問題もある。  

しかし，その他の方法が見あたらないことを考えると，同法を適宜修正・改善しつつ拒備してい  

くことが必要と思われる。事実，これらの一一部については，実験的に検討可能なものもあり，ま  

た，調査によって明らかにできるものもあると考えられる。   

－・方，騒音の生理的影響については感受性や反応性の個人差などを十分に考慮する必要がある  

こと，また，同影響にはとくに個人の性格や日常的なストレスの関与も示唆されるので，睡眠影  

響に関する評価（用語を統一すれば「リスクキャラククリゼーション」と呼べようが）に当たっ  

ては，直接睡眠状態を観察するのみならず，その他の生理機能やストレス，健康状態をも含めた  

より総合的な評価が必要であることが強く示唆される。   

以上，「環境保健モニタリング」の方法として，「定量的リスクアセスメント」の手法を基本と  

し，「暴露 アセスメント」のうちの「予備的暴露アセスメント」を行い，さらに影響評価に関す  

る「リスクキャラククリゼーション」を行う方法を検討した。より理想的な総合評価を行うため  

には，指摘された問題あるいは今後の課題の検討を行い，また，同法を通して同定される“高リ  

スク集団”を対象とした「精密な暴露アセスメント（in－dcpthexposureassessmcnt）」とその評  

価をも体系化した方法として整備されることが望まれる。  
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3 道路沿道のディーゼル排ガスによる肺ガンリスクに関する   

「環境保健モニタリング」手法の検討  

3．1 はじめに   

ディーゼル排ガスには，とくにその浮遊粒子状成分（suspende〔tparticulatemauer，SPM．これ  

を“DSPM’’と呼ぶ）の中に，ベンズビレン，ニトロアレン，ホルムアルデヒド等の発ガン物質  

が含まれており，また，同排ガスの吸入実験を行っているい〈つかの動物実験ト4），職業性暴露  

者5・6），一般人口7・h），あるいは一般人口のうち非喫煙者のみ9）を対象とした疫学研究においても  

肺への発ガン性ヤー走の暴露・影響関係が認められている。また．これら疫学研究において観測  

されるリスクと動物実験データから推定されるリスクがよく一致することも示唆されている10）0   

第1章で述べたように，本「環境保健モニタリング」の目的は，まず，DSPMへの暴露状況を  

把握し，それから肺ガンリスクを推定することであった。肺ガンリスクを定量的に推定する手法  

は，先述のとおり，米国EI）Aが提唱している「定量的アセスメント」の手法であるが，′それは，  

動物実験ヤ疫学研究の結果からユニットリスクを推定（「用量・反応（影響）7セスメント」）し，  

また，地域人口における暴露状況を把捉（「暴露アセスメント」）した上で，両データに基づいて，  

同暴蕗状況が70年間（生涯）持続した場合の同業聞匡で発生すると予想される過剰肺ガン死亡  

数（集団リスク）を算出する（「リスクキャラクダリゼーション」）ものである11？。   

こうした「定量的リスクアセスメント」の手法を検討すべく．統計的研究として道路沿道での  

t）SFMへの暴露人口推定を行い，その妥当性について実際の肺ガン死亡率や道路沿道における  

spM汚染状況との対応関係を検討するとともに，動物実験結果からき暮カーれる肺ガンのユニット  

リスク値を用いて「リスクキャラククリゼーション」を試みた。ただし，1950－90年の年齢別  

肺ガン死亡率を男女別に比較すると，死亡率はどの時斯をとっても男子が約3倍高いが，それら  

の経年変化パターンは極めて良く一致しているので，ここでは，第一宅時間が長く地域でのDSPM  

にさらされやす〈．また，喫煙の影響が比較的少ないと考えられる女子のみを対象とすることに  

した。また，鶴来那（あるいは1耶6県）と全回を対象として，「リスクキャラクタリセーション」  

により得られる肺ガンリスクに相当する過剰肺ガン死亡が実際の死亡率の経年凌化として捉えら  

れるかどうかについて検討し．同リスクに含まれるり不確定要素”の一部を検討した。  
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3．2 統計的研究   

3．2．11都6県内における主要道路沿道のディーゼル排ガスヘの   

暴露人口の推定（1985年現在）：「暴露アセスメント」の試み＊  

Estimationofthepopulationexposedtoroadsidedieselexhausts  

intheG－eaterTokyoArea（GTA）forFY1985  
＊  

（atrialof”exposureassessment＝）  

兜 真徳1  

Miehin。riKABUTOll  

要 旨   
ユ都6県■（うち一般大気測定局の測定データが得られた53自治体）を対象に，道路交  

通交通量を基本として推定された道路沿道地域（1985年現在）のディーゼル排ガス由来  

の浮遊粒子状物質（suspendedparticulatematter．SPM，これを”DSPM’’と呼ぷ）の濃度  
別暴露人仁lを推定した。その結果 同自治体の汚染地域内の人口数は，りき女合計で，  

1）SPMが20／Jg／m3以上では47．4万人40〃g／m＝ミ以上では14．3フJ人と推定された。ここで，  

同自治体の総人口はl．114万人であるので，それぞれ総人【：1に対する割合は4■3％と1▲3  

％である。   

この推定値の安当性を検討すべく，さらに同一データベースから「汚染地城割合」及び  

「汚染人口割合」を自治体別に求め，それらと肺ガン死亡率との朝閲などにつき若干の検  

討を行った結束では，一般大気測完牒の測定値が示す地域のS抽lのバックグラウンド濃度  

よりはこれら汚染地域及び暴露人に】を示す指標の方が，とくに大都市中心部の沿道局所の  

汚染状況をより適切に示していること，また，これら指標と肺ガン死亡率との相関がより  

強いことが示された。  

AbstracI  

Asa Lria】of‖exposureassessment’10froadsidedieseLcxhaustpo】】utiol一・the popuLa  

Lionexpose（1todicselvchicle－rehteds11SPendedp…lrtictllatemauer（DSPM）v・Phichwasesti・  

mated through a comprchcnsive proccdures with using the databasei】一CludirLg traffie  

v。1。nle。f（1ieseLvchicles。ndsoonwereestirnated．According）y．thepopu）ation（malcsand  

1，国力二環境研究所 地域環境研究グループ 〒305 茨城県つくば7机＼野川16－2  

Regi（）nalEnvirorlment t）ivisioll，NationallrLStitute for Environme）ltalStudics．16－20nogawa，Tsukuba．   

1baraki305．Japan．  

● 本論文は．4thlrlt．Soc．Environ．Etr，ideTT）io】，（ISEE）．Mexieo，においてl（abuto．M．．Ii．Imai．YpMatsumoto  

arld M，Murakami：＾ssociationsbetwecn roadsidedieselexhaustpollutionin1985and（ema】clungcancer   

mortalityintheGreaterTok）IOArea（GT＾）．の一部として発表した。  
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females）in（heareapolluted with DSPMoEmorethan20／Jg／m3wasestimatedtobe474  

thousandsand tho＄e w油DSPMoEmorelhan40FLg／m3wTaS143［housands．whiehmean  

4r3％andl・3％ofthctotalpopulation，reSPeetiveLy．  

Someexamination on thefeasibilityoftheseestimated values suggestedthatthey may  

indieate more appropriately the roadside pollution espeeially for the centra】area of the  

Grea亡erTokyoArea，WherethemonitoredSPM［evelsrepresentingforthebackgroundSPM  

PO＝ution seem tohave reaehed arlaSymptOticlevel．although（heir precision should beim－  

provedasml】Chaspossible．  

1 はじめに   

道路沿道におけるディーゼル排ガス汚染による肺ガンリスクに関する「暴露アセスメント」の  

一例として，ユ都6県の人口（男女合計，i985年現在）を対象に，以下のような方法で推定さ  

れる道路沿道地域のディーゼル排ガス由来の浮遊粒子状物質（dieselcxhaustderivedsuspended  

particulatematter，DSPM）の濃度別暴露人口を推定した。すなわち，通路交通センサスデータを  

基本として主要道路沿道の基本区間ごとに，まず道路側端から100mまでのD§PM濃度を推定し  

た。さらに道路の地図と国勢調査で用いられる100mメッシュを重ね合わせ，道路近傍の「沿道  

メッシュ」を同定し，上記道路側端から100mまでのDSPMの濃度分布がそれら「沿道メッシュ」  

内の濃度分布に対応するとして，一定濃度（以下，20／ノg／m3及び40〝〆爪13を用いた）以上の汚  

染地域内の居住人口数を試算した。また，得られた推定値の妥当性について可能な範囲で検討を  

行った。  

2 対象と方法  

（1）沿道のDSPM汚染状況推定のための情報   

沿道におけるDSPM濃度の推計は，交通センサス り985）データを基に道路の基本区間ごと  

に上り・下り交通量，走行速度，ディーゼル車混入率，車種別SPM排出係数，昼・夜間の推定  

平均風速，推定静穏率を用いた拡散モデルにより行い，沿道端から100mの問（0，5，10，20，  

3D，4D，50，75，川0ⅣりのSP丸ヰ濃度（年間平均像 〝g／m3）を求めた。ただし，拡散計算はプ  

ルーム・パフモデルにより，拡散パラメータ等は「建設省所管道路事業環境影響評価技術指針（昭  

和60年9月26日）」に準じて，地上1．5mのDS】）M濃度を推定した。また，SPM排粗係数は，「昭  

和60年度ディーゼル排出ガス影響調査報告書」（環境庁）の値による2孝介類＝、塑／大型）の  

平均排出係数，小型車セ0．066，大型車で0．937を，また，同DSPMへのデイけゼル寄与率を′」、  

型94．6％，大型99．9％を用いた。推定平均風速や推定静穏率は，大気汚染常時監視局の測定値  

あるいは気象庁，アメダスなどによる年間平均風速測定値をどから算出して用いた。さらに  

SPM実測値ではディーゼル排ガス粒子の寄与が40”50％と見積もられているので，上記DSPM  

の40％をDSPM値とした。たたし，対象とされた道路は「一椴交通量調査」の実施されている  
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一般都道府県道（指定市の主要市道を含む）以上の全路線及び指定市の一般市道の一部である。   

結果の項で述べる「汚染地域割合」とは，道路端から100mの間の地域のうち→走濃度以上の  

DSPMに汚染されていると推定される地域の割合である。上記のように，DSPM濃倭は退路端か  

らの距離別に推定されているので，任意に定めたDSPM濃度がそれらの中間に位置する場合に  

は，同割合は近傍の推定SPM濃度との濃度差に基づいて比例配分により算出した。ただし，こ  

こで任意のDSPM濃度としては20FLg／m3と40FLg／m3の2水準について検討した。なお．上記  

DSPM濃度はディーゼル排ガスの直接寄与分のみを示し，測定局での実測値に含まれる，いわゆ  

るバックグラウンド濃度（他地域の道路からのディーゼル排ガスの拡散によるものや土砂由来の  

成分など）は含まない。   

一方，これら「汚染地域割合」に対応する「沿道メッシュ」を以下のように同定，対応する推  

定人口数を求めて，これら両者から一定濃度以上の沿道SPMに暴露されている沿道居住人口数  

を推定した。さらに，それらの各自治体（区市町）総計を求め，1975年現在の国勢調査人口に  

対する割合（％）としたのが，「汚染人口割合」である。ただし，各「沿道メッシュ」の人口数  

推計は以下のように行った。すなわち，まず，総務庁統計局の地域メッシュ統計（1kmメッシュ  

で整理された人口や土地利用などに関する情報），建設省国土地理院の国土数倍情報（道路位置，  

100mメッシュレベルでの土地利用状況）を基本として，1kmメッシュ内人口の分布を同メッ  

シュ内の100mメッシュごとの土地利用状況やそれぞれの平均的人口密度差から推定し，各100  

mメッシュごとに居住人口数を割り当てた。また，これら100mメッシュの中で，その中心点が  

道路側端から100m以内にあるものを上記「沿道メッシュ」とした。  

（2）その他の統計情報   

一般大気測定局（「一般大気局」と略）の測定データは．国立環境研究所（旧国立公害研究所  

環境情報部）が集計・整理したデータ1）を用いて，1979－83年の各年平均値の5年間平均値と  

した。また，1自治体に複数の測定局がある場合には，それらの平均値を用いた。ただし，SPM  

測定値が利用可能であった区市町数は1都6県内で53であった。   

女子の肺ガンSMR（standardmortalityratio，標準化死亡比）のデータは，簑輪らが先の報  

告2）に用い た区市町村別のデータにさらに1979～83年のデータを加えて更新されたものを用い  

た。ただし，SMR算出のため標準化に用いられた人口は1975年の各国勢調査人口である。   

以下の諸統計計算には東京大学大型計算機センターのSASプログラムによった。、  

3 結 果  

（l）DSPM濃度別沿道人口の推定  

1郡6県内で総計19，762偶の「沿道メッシュ」データが得られた（表1）。このうち道路端か  

ら5m以内の推定DSPM濃度がZOFLg／m3以上となった「沿道メッシュ」は，神奈）lI．束京，埼  
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玉の3県で多く，いずれも15％以上 他県では4．0～6．5％の範囲であった。また，「沿道メッ  

シュ」の全体が推定DSPM濃度2／ノg／m3以上で占められるメッシュは，東京と神奈ノIlで各8．0％  

と2．4％，他県では0％であったが，すべてが40／ノg／㌦以上の「沿道メッシュ」はいずれの県  

でも0％であった。一方，「汚染地域割合」は，20／‘g／m3以上あるいは40／′g／m3以上のDSPM  

汚染を想定した場合，それぞれ平均8．13（0～100）％及び2．3（0－67．9）％となり，また，  

それら汚染地域内の人口数は「沿道メッシュ」当たり平均0．59（0－109）人及び0．ユ7（0－52）  

人であった。ただし．DSPM濃度が沿道端で0〃g／m3の「沿道メッシュ」は全体の77．8％  

（15，379メッシュ）を占めていた。   

ここで，一般大気局SPM測定値（1979－83）が得られた53の自治体のみを対象として，各  

自治体に含まれるすべての「汚染地域割合」の平均値及び同「沿道メッシュ」内汚染人口数を推  

定し，それらの県別分布をみたのが（表2）である。ただし，53自治体内に含まれる「沿道メッ  

シュ」は1都6県全体の場合の22．2％（4、586佃）であった。同表の県別分布をみると，「汚染  

地域割合」や伺「沿道メッシュ」内汚染人口数はともに東京に最も多く，次いで神奈川，埼五  

千葉，茨城，栃木の順となり，群馬では0であった。したがって．一般大気局のSPM測定値が  

利用可能な自治体のみの場合にも，全地域を対象とした場合にみられた栗東，神奈川，埼玉の3  

県でSPM汚染レベルが極めて高い傾向は明らかに維持されていた。ただし，ここで，表1の全  

地域の場合と，表Zの53自治体の場合の「汚染地域割合」の分布（累桧度数）を比較してみる  

と（図1），53自治体の場合では，SPM汚染レベルの低い自治体が相対的に少なくなっていた。   

一方，この53日冶体の汚染地域内の人口数は，男女合計で，DSPMがZOFLg／m3以上では47．4  

表  1全地域における各「沿道メッシュ」の推定SPM汚染状況  

TablelEstimated SPM po）lutionby“roadside mesh’’in TokyoaTld6surrounding  

pre（ecしures  

（）内は全メ・ソシュ数に対する割合（％）  

条件（1）を満た 条件（2）を満た 条件（3）を満た  
したメッシュ致 したメッシュ致 したメッシュ数  県 名 仝メッシュ数  

茨城県  3，030  

栃木県  2．454  

群馬県   2，187  

埼ヨ三県  3，441  

千葉県  2、773  

東京都   2，986  

神奈川県  Z、891  

162（5．3％） 0  0  

141（5．7％）  0  0  

143（6．5％） 0  0  

5ユ8（15．1％） 0  0  

111（4．0％） 0  0  

478（16．0％） 24（8．0％）  0  

470（16，3％） 70（2．4％）  0  

計  19，762  2，023（10．2％） 94（0．5％）  0  

ただし，射′トrl〉，（2），（3）は以下のとおりである。  

粂仰1）消j琶端から5m以内の推定SPM嬬摘〔1（）0〃g／m3以上。  

射牛（2）：メッシュ内地峨の1009‘が推定S【）M濃度：50′一〆m13以．上。  

条件刷：メッシュ内地域の川0％が推定SPM濃度：川0／′g／m3以上。  
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表   2 対象53巨‡治体別の各「沿道メッシュ」の推定SPM汚染状況  

Table2 Estimated SPM pollution by LLroadside mesh’1in the53wards and eities  

examincdinthissしudy  

（）内は仝自治体数に対する割合（ヲり  

全鋸台 対象自治 対象自治体 「汚染地域割合」平均 汚染地域内推定人口  
県 名 体 数 体  数 内の「沿道 （1）♯1 （2）♯1 （1）♯1（2）♯1  

メッシュ」数   50＜  100＜  50＜   100＜  

茨城県  
栃木県  
群馬少．し  

埼玉県  
千葉県  
東京都  
神奈川県  

92 5（5．4％）  268  

51 2（3．9％）  350  

70 0（0．0％）  0  

93 8（8．6％）  606  

8114（17．4％） 1，051  

62 45（24．1％） 1，260  

54 9（16．7％） 1，051  

1．6  8，177   2，167  

1．7  5、642  1，913  

0．0  0  0  

5．5  52，503 13，073  

2．1   48，010 13．476  

5．5   295、199  96．280  

4．9  64，127 16．247  

6．0  

5．5  

0．0  

16．8  

7．0  

17．1  

17．3  

473，660 143．ユ57  
（4．25％）‡2（1．29％）♯2  

計  503 53（10．5％） 4，586  

♯1：それぞjt推定SPM濃度が．50／∫g／m3以上（50く）と1bo／‘g／m3以上（100く）のZ水準について求めた。  

♯Z：対象自治体の総人口に対する割合（％）。  

全地域内の沿道メッシュ  
（19，762個）の分布  

100  

／  

／  

／／ヽ   

対象53自治体内の   

沿道メッシュ（4，586佃）の分布  
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万人、40／Jg／m3以上では14．3万人であった。ここで，53自治体の総人口は1，114万人であるの  

で，それぞれ総人口に対する割合は4．3％と1．3％である。  

（2）推定値の妥当性に関する若二†ニの検討   

自治体ごとの平均「汚染地妓割合」，「汚染人口割合」及び一般大気局の年平均SPM濃度  

（1979～83）のそれぞれと地域の人口密度（対数）との関係を図示したのが凶2である。ただし，  

上記2種の指標はDSPM濃度が20／Jgノm3以上の場合を示す。上図では，いずれの場合も人口密  

度との有意な正の相関のあることを示しているが，相関の大きさはこの川副二低下している0   

そこで，上記の「汚染地域割合」（ただし，DSPM濃度20／Lg／m3以上の場合）と地域の一般大  

気局SPM濃度（1979－83）との関連を調べてみたのが図3である。同園に明らかなように，「汚  

染地域割合」が約10％未満では相関が認められるものの，それ以上では，同割合が増加しても  

地域バックグラウンドレベルは約40〃g／m3のレベルで一定となる状況が明・らかである。また，  

l司様な傾向は「汚染人口割合」との間にも認められた（データ示さず）。すなわち，首都圃中心  

部では非沿道地域のレベルは広域にわたって飽和・拡散している状況があり，通常沿道後背地に  

設置されている一般大気局のSPM濃度は同地域内での局所的な沿道汚染状況をよく反映してい  

ないことを示している。   
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との関連  
ただし，「汚染地域割合」は50〃g／m3以上のSPM汚染地域についての値である。  
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また．各自治体の1979～83年の5年間平均肺ガン死亡率を標準化死亡比（SMR（1979－83））  

で表現し，それと上記「汚染地域割合」，「汚染人口割合」及び一般大気局SPM濃度（1979”83年  

の平均年平均濃度）との相関をみると，今回求めた2指標との欄間が一般大気局で測定される  

SPM濃度との相関よりも強い傾向が明らかであった（図2）。  

4 考 察   

今回のDSPM濃度別暴露人口の推定では，40／∠g／m3以上の地域に14．3フさ人が居住しているこ  

とになる。一方，東京都で最もSPM濃度（実測値）が高いとされる地点（大和町交差点の沿道  

直近）でも月間平均SPM濃度は100／‘g／m3程度であり，これにディーゼル排ガスの寄与率を40％  

として考慮すると，DSPM濃度としては約40〃g／m3程度となる。すなわち，このDSPM40  

〃g／m3は東京大都市圏内の最も汚染の激しい沿道の汚染レベルに相当している。   

ところで，「汚染地域割合」は各自治体内の道路に対応するすべての「沿道メッシュ」について，  

道路端から何mの幅まで一定濃度以上のDSPMに汚染されているかを示しており，「平均沿  

DSPM汚染度」とでも呼ぷべき指標である。また，「汚染人口割合」はそれら一定レベル以上の  

DSPM汚染地域内の推定居住人口の総人口に占める割合である。これらは，いずれも，地域の道  

路交通に直接起因するDSPM汚染状況を示しており，実際の測定値からバックグラウンド濃度  

（土砂成分など）を引いた値に相当する。ちなみに，表1の条件（2）の「沿道メッシュ」がす  

べてDSPM濃度40FLg／m3以上のもの（すなわち道路端から100mの地点が40／Lg／m3以上のもの）  

は．東京で8．0％，神奈川で2．0％を占めている一方，実際の－・般大気局SPM濃度（非沿道レベ  

ル）は広域にわたって平均50／ノg／m3程度となっていた（図1）。   

一方，「沿道メッシュ」を基本とした推定値の精度に関して主要な2つの問題点が指摘される。  

1つは，「汚染地域割合」の算出に関する拡散モデルを用いたDSPM濃度分布推定に関するもの  

であり．いま1つは，「沿道メッシュ」と道路との位置関係に関するものである。   

前者の問題点は，理論的には実測値と推定値との比較検討として吟味できるはずであるが，道  

路周辺の建築物の状況などにより実際の濃度分布は大きく異なり，したがって，実測値を求めた  

としてもその比較可能性については最後まで問題が残る。ただし．大気汚染常時監視局のうち自  

排局データと今回の道路端のDSPM推定値との相閲はr＝0．624（P＜0．01，n＝43）と良好で  

あることを示す計算結果3）がある。   

さらに第2の問題点は．沿道人口の分布の推定に直接関係する問題であるが，例えば，道路が  

東西・南北に走っている場合にはメッシュは正確にフ1ソトされるが，北東から南捌こ走る場合  

などでは，道路端からその中心までの距離が100m内に入るメッシュ，すなわち「沿道メッシュ」  

内の地域の一部が道路に完全に重なる場合もあれば，最岳141m（メッシュの対角線）に達する  

場合もある。したがってここでは，通路走行方向のランダム性によってそれらの変動により発生  

する誤差が，一「沿道メッシュ」データを地域内で平均化した場合には，ある程度相殺されている  
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ことを前提としている。   

－・方，結牒では，さらに上記推定値と地域の人口密度との関連，いま1つは実際の肺ガン死亡  

率との聞達を検討した。いずれの場合にも，上記推定値と、の相聞が一般大気局SPM測定値との  

相関よりも強かった。これは．一般大気測定局の測定値が，首都困中心部では沿道後背地の  

SPMレベルがほほ一定のレベルで飽和状態に達しているために地域差がなくなっており，沿道  

局所の汚染実態に対応していないことを反映していると考えられる。一一方，沿道局所のDSPM  

汚染レベルほ首都周中心部でも中心部に向かって高くなっており，それらの局所汚染が高いほど  

肺ガン死亡率が高い傾向を示している。しかし，これは地理的相関であり，直接因果関係を示す  

ものではないので，さらに，とくに長期にわたってディーゼル排ガス汚染が続いている沿道地域  

を対象とした調査研究などが望まれる。  
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3．3 調査研究  

3．3．1 道路沿道における大気汚染（特にSPM）濃度の実態調査  

Measurememlsofairpollution（especiallySPM）  

inroadsideareaSintheGreaterTokyoArea（GTA）  

松本幸雄】・田村憲治写・安藤 満1・新藤純子3・伊藤政志4  

YukioMATSUMOTOl，KenjiTAMURA2，MitsuruANDOl，  

JunkoSHINDO3andMasashiITOH4  

要 旨   
沿道住民の大気汚染物質への暴露状況を評価するために，世田谷区と板橋区内の1km  

メッシュの1Z地点（3×4km）と幹線道路周辺住宅内外で，SPM（浮遊粒子状物質）濃  

度とNO2濃度の調杏を行った。   

SPM微小粒子成分（Z〝m以下）とNO2は道路からの距離の増加による濃度の低下が  

顕著だったが，粗大粒子（2－10／ノm）ではこの傾向は小さかった。このことから微小粒  

子とNO2は道路由来の汚染の寄与が大きいことが推察される。   

測定地点を道路からの距離で分けた群ごとに2因子（測定日，測定地点）分散分析を行っ  

た結果，SPMでは道路に面した地点群以外では測定日の違いによる濃度の差（日効果）  

が顕著であった。しかし，道路に面した地点群のSPM微′」、粒子濃度は，日効果より測定  

地点による濃度の差（地点効果）が大きく，道路近くでの濃度変動の複雑さを示唆した。   

NO2濃度は，いずれの地点群においても，地点効果に比べ臼効果が顕著であった。   

また．夏期の調査では，SPM濃度，NO2濃度ともに家屋内外の濃度に有意な正相関が  

みられた。冬期はSPM濃度の家屋内外の相関は夏期より低く，NO2濃度は開放型ストー  

プ使用の屋内濃度が高く相関はなかった。  

1．国立環境研究所 地域環境研究グループ 〒305 茨城県つくば市小野川16－2   

Regiona）Environment Division，NatiDrLalIrLStitute for ErLVirorLmerltalStudies，16J20nogawa，Tsukuba．   

Ibaraki305，Japan，  

2．国立環境研究所 環境健康部 〒305 茨城県つくば市小野川16－2   

EnvironmentaL Hea】thSciencesI〕ivision．Nationa］InstituteforEnvironmentalStudies，1620nogawa．Tsu・   

kし】ba．Ibaraki305．Japan．  

3．農業環境技術研究所 環境管理部 〒305：茨城県つくば市観音台3卜1   

Nationa】InstituteofAgroEnvironmentalScierLCeS．3－ト1KaIlnOrLdai．Tsukuba．1baraki305JaparL  

4．東京都環境科学研究所 大気部 〒136 東京都江東区新砂1－7－5   

TheTokyoMetropolitan】モesearchIrLStituteforEnvironmentalprotection．1r75Shinsuna，7（otorku．Tokyo   

136．Japan，  
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Abstract   

Inorder toassesstheexposure亡O ajrpollutiorlamOngthepopu）atjonJjvjngzn road－  

sideareas，arealpollutionlevelsofSPM arLd NOzforthe3×4km areaaceordingtolkm  

meshbasisinSetagaya（duringshm汀1er）andinlLabashi（duringwinterandsummer）as  

we）1asoftheirindoor／outdoorpollutionlevelsirLSOmCrOadsidehousesiElthesaEneareairl  

SeLagaya（duringsummer），Tokyo，Were meaSured for successive6daysin each survey  

period．The measuriTlgpOinLsforarealpollutior11evelwasclassifiedintothegroupswith  

the distance from Lhe major road ofless than30m．50－100m，200400m and far more，  

whilethe EiT・St grOuP Wa5a】soc】a5Sjlied jnio the twogroupsaecordiIlgtO theexisenceof  

buildingbeLweenthe road arldthemeasurlngPOirlt．   

1twascIcarLydcmonstratedthattheconcentrationsoffineparticulatefraction（with  

diameterlessthan2〃m）ofSPMandNO2decreaseinproportiontothedistancefromthe  

majorroad．whereasthoseofcrudeparticulatefraetion（withdiameterfrom2tolOFLm）of  

SPMdid notdiffertosigniLicantdegreebythedistance．  

TwoWay analysis ofvariance for day and measuringpointin eachofthegroups of  

measuringpojntsclassifiedbythedistancelromthemajorroadrevealedthateffeetsofday  

were markedincase of SPM concetrationin the groups excluding that of O－30m，WhiLe  

effeetsofmeasuringpointwaslargerespeciallyincasesoffineparticulatefractionofSPM  

inthegroupofO－30m．IrlCaSeOfNO2，however．effectsofdaywasmoremarkedthantl－OSe  

ofmeasurlngpOlntgenerally．  

Inthetwosurveysconductedduringsummerseason．goodcorrelationswereobserved  

in both SPM and NO2COIICentrationsbetween their outdoorlevels andindoorlevels，Sug－  

gesttngtheexposureofthepeoplelivingroad－Side maybelargeLydetermined bythe road・  

sideairpollutiDniftheystayathomethrougho11taday．  

1 はじめに   

住民の大気汚染物質への暴露状況を評価するためには．数km単位の地域の汚染質の濃度分布  

とl司時に，数mから数十m単位の生活空間の微細な変動構造を把握することが必要である。数  

km単位のNO2濃度分布については時間空間変動特性に関する調査が筆者らにより行われた1‾3）。  

一方，沿道周辺の屋外環境については室内の汚染質濃度との関連で相当数の調査研究が行われて  

きている牛8）が，汚染質濃度の時間的変動と空間的変動とを分離して評価した調査はNOzについ  

てわずかにみられるのみ9）で，とくにSFMとNO2の双方について同時に評価した例はなかった。   

本研究は，SPMとNOzに対し，沿道の汚染質濃度変動と数km単位の濃度変動とを比較し，か  

つ，時間変動と空間変動の大きさを評価することを目的として行われた。すなわち，自動車を主  

な汚染質発生源とする地域において，通路からの距離ごとの濃度変動と地域全体の濃度変動を同  

時に測定し，この結果に基づいて測定日の遠いによる濃度変動（日効果）と測定地点の違いによ  

る濃度変動（地点効果）とを道路からの距離ごとに評価するため，世田谷区と板橋区の幹線道路  

を含む地域でSPM濃度とNO2濃度を並行して調査した。   

また，同時に地域性民の生活環境における汚染質濃度から個人暴露濃度を推定する一環として，  
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この地域の家屋l月外のSP軋NO2濃度および個人暴露濃度調査を行った。   

ここではSPMの調査を中心に報告することとする。  

2 対象と方法  

（1）世凹谷区夏期調査10▼11）   

調査期間は1989年8月29日（火）から9月4日（月）までのまる6日間で，SPMの測定は2  

日間ごとに行った。SPMサンプラ一には，独自に開発した10／∠mと2／‘mの分級インバクター  

を備えた小型サンプラー（柴田科学製）を用い，総顆じん濃度，SPM波風 2／∠m以下の粒子  

濃度を求めた。   

調査対象地城は園1に示す東京都世堰谷区役所を中心とする住宅地城で，主な排出源は南北に  

走る環状7号線（環七）と，東西に走る首都高速3号線（高架），玉川通り（246号線，地上）  

および世田谷通りである。調査地点として，A：環七から30m以内でその間に構造物なし（●印，  

8地点），B：環七から30m以内でその間に構造物あり（C）印，4地点），C：50－100m（■印，  

8地点），D：2do－400n－（田吼8地点），E：約1km間隔で設置した道路の直接影響を受けな  

い地点（▲印，12地点）の5群を設定した。   

家屋内外調査そは，喫煙者のいない住宅18世帯を対象とし，①幹線道路から30m以内（沿道），  

②道路から50－100m仲間），③道路から200～400m（後背）に分けて検討した。   

SPMの個人暴露濃度測定は，それぞれの住宅の居住者に，環境測定で用いたものと全く同じ  

機構でさらに′ト型にしたサンプラーを2日間携帯させる方法で実施した。   

またSPMの測定地点ではNO2濃度も同時に調査した。NO2の測定にはフィルターバッジ（ア  

ドパンチック製）を用いて，1日ごとの濃度を求めたが，結果の評価においては，SPMと揃え  

るために，適宜2［］聞平均法度を用いた。  

（Z）板橋区冬期調査l（－112）   

調査期間は1990年2月21日（水）から27［］（火）までのまる6日l；iJである。測定項目，使  

用測定器は牡田谷調査と同じである。   

渕査対象地区は東京都板橋区で自動車以外には大きな発生源のない商業・住宅地城で，南北に  

走る中山道（地上），首都高速5・ぢ・線（．甘架）と東西の環七とが交わる大和町交差′■三三を中心とす  

る瓢t噴3km，摘北4kmの地域である（図2・）。測定地点は，前の詞杏剛詭AからEの5稜の群  

に分けて設定した。すなわち，A：中山道（または山手通り）から30m以内でその間に構造物  

なし（●印，12地点），B：30m以内でその間に構造物あり（○印，5地点），C：50－100m（■印，  

8地′真），D：200－400m（ロ仁r），10地点），E：約1kmおきに設けた幹線道路から100m以＿】二  

離れた地点（▲机 ユ2地点）である。  
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図1世田谷区調査地域（1989年8月）  

上図の破線内を下釦こ示す。●：A，○：b，■二C，□こD，▲こE  

Fig．1Location of samplirLg Sitesin the survey carried outin Setagaya Wardirl  

August1989・A rectangle drawn by brokerLlinein the upper mapisscaFed  

upasthelowermap．  

図 2 板橋区調査地域（1990年2月，8月） ●：A．0：B，■：C．□：D．▲：E，  

Fig．2 Location of sampling sitesin the surveys carried outinltabashiWardin  
February且ndAugusL1990．  
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（3）板橋区夏期調査13－14）   

調査期間は1990年8月23日（水）から29日（水）までの6日間で，測完地域，測定方法は  

冬期の調査と同じである。調査地点も同一▲地点での調査協力が得られなかったもの以外は冬期の  

ものと同じある。  

3 結果と考察  

（1）世田谷区夏期調査10・】－）   

調査期間中ほぼ晴天が続き，降水があったのは9月3日の18時以降である。風向は南東一両西  

であり，日平均風速は第1日目から順に2．6，5．3，4．9，4．6．5．9，5．5m／sであった。図3に  

各群の平均濃度の臼変化を示した。NO2，SPMとも風速と■濃度がよく対応し，週末は低濃度となっ  

ている。SPMの微小粒子成分（2／∠nl以下），NO2は群間の濃度差が顕著であったのに対し，  

SPMの粗大粒子成分（2～10／ノm）は，道路からの距離による濃度差は小さかった。   

図4は，A～Eの群ごとに2因子（測定日，測定地点）分散分析を行った結果から，詳内での  

各変動の大きさの標準偏差をその群の平均値で割った値を示している。A群以外ではいずれの場  

合も，仝変動に比べ目効果除去後変動が′トさいことから，H効果が顕著であることが確認される。  

とくにSPMの微小粒子成分（2／用1以下）は，A群以外で地点効果が非常に小 さく，群内で空  

間的に▲・・・様な濃度であることが分かる。A群においては地点効果が相対的に大き〈，とくに微小  

粒子（2／ノm以下）では日効果に近い価で，道路近くでの濃度変動の複雑さを示唆している。E  

NO，（1【】平均値）ppb  SPM（2〟m以下）〟g／m】   spM（2－10〟m）〟g／m，  
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図 3 群ごとの平均濃度の日変化（世田谷区1989年8月）  
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SPM（2〟m以下）  SPM（2－10ノJm）  NO，（2日平均値）  
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図 4 群内の各変動の培準偏差の群内平均濃度に対する比率（世田谷区1989年  

8月）  

（●は仝変動，○は日効果除去後の変軌 ▲は交互作川）  

Fig．4 Ratios ofstandard deviationsofvariationsirleaCh group to averageeoncen－  

trationohhcgroup．Setagaya．A11guSt1989．●：Totalvariation．0：Varia－  

tionafterremovirlgdail）reffecL，▲：lnteraetiolleffecL  

群の変動はNO2，SPMともC，D群と同程度である。SPMについてはNOzに比べて群間の違い  

が大きい傾向がみられた。   

家屋内外の並行測冠詞査においても，家屋外のSPM濃度，NO2濃度とも沿道群が中間群，後  

背群の価よりも有意に高いが，測定日の気象条件による変動の方がこの差よりも大きかった。ま  

た，SPM濃度，NO2濃度の家屋内外相閲をみると，ともに正の相関（相関係数，各々0．79，0．78）  

がみられた（図5）。   

SPMおよびNO2の個人暴露濃度は．ともに眉間の濃度と良い相関を示したが（SPMr＝0．59，  

NO2r＝0．89），家屋外の濃度と個人暴露濃度との相関は弱いものであった。なお，個人暴露濃  

度は対象者（今回は主婦，老人）の生活様式に依存するちめ，今回の結果は一般化できるもので  

はない。  

（2）板橋区冬期調査－（）112）   

回6にAからDの肝ごとのNO2とSI】Mの平均濃度のH変化を示した。NO2は風速と濃度が対  

応し，週末には低濃度となった。SPMも1～2［】，3－4日目に比べて5～6日目の濃度が低〈，  

風速とよく対応していた（風速の2日平均は，各々2．9，2．8，3．4m／s）。   

SPMの微小粒子成分（2／Lm以下）ではA群が高濃度であったが，B群で急激に減衰する。租  
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図 6 群ごとの平均濃度の日変化（板橋区1990年2月）  

●：A、○：B，■：C，□：D  

Fig．6 Temporalvariation of daily mcan averagedin each group．ItabashiWard，  

February1990．  

大粒子（2”10／川l）は群による差が非常に小さく，発生源としての道路の寄与は小さいと考え  

られる。図7はAからEの群ごとに行った日と地点を因子とする分散分析により得られた許内  

での変動の大きさ（標準偏差）を群ごとの平均値に対する比率で示してある（●：全変室臥○：  
／  

日効果除去後の変乱▲：日×地点交互作用）。NO2，SPMとも沿道のA群では日効果に比べて，  

群内の地点による濃度差を示す地点効果が大きい。他の許ではNO2は日効果が地点効果に比べ  
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同 7 群内の各変動の標準偏差の群内平均濃度に対する比率（板橋区1990年2  

月）  

（●は全変動，○は日効果除去後の変軌 ▲は交互作用）  

Fig．7 Ratiosofstandard deviationsofvariationsineachgrouptoaverageeoncen・  

trationofthegroup．latabashiWard．February1990．  

●：TotalvariaLion．0：Variationafterremovingdaityeffect，  

▲：Interaction eHecL．  

て大きく，日効果除去後の変動は平均濃度の10％程度となる。徴′」、粒子（2／ノm以下）では日  

効果，地点効潔とも′」、さく，交互作用によ為変動が20％前後であった。また，1kmおきに設置  

した数km四方内（E群）での変動の大きさはC肝，D群と同程度であった。   

家屋内外の並行調査では，開放型ストーブを使用する屋内のNO2濃度が高いため，家屋内外  

のNO2濃度には相関はみられなかった。開放型ストープ使用世帯を除くと家屋内外のNO2濃度  

に良い相関があったが（r＝0．81），対象数が少ないのではっきりした傾向としては断定できない。  

また，SPM濃度の家屋内外の相関は夏に比べ低くなり（「＝0．61），有意な関連はみられなかった。  

（3）板橋区夏期調査13・14）   

調査期間中の気象状況は，記録的な残暑で降雨が少なく（26日約2mm，28日約4mmのみ），  

日平均風速は第1日目から順に3．9，1．3，1．9，2．1，1．3，1．2m／sであった。図8に各群の  

NO2とSPMの平均濃度の日変化を示した。   

NO2，SPM微′ト粒子成分（2／ノm以下）は道路からの距離による濃度差が顕著だったが，粗  

大粒子（Z－10〃m）は距離の効果が比較的少なかった。この傾l和まこれまでの調査でいつも確  

認されるものであり，一般的な傾向であるといってよいであろう。   

固9は，群ごとに2因子（日，地点）分散分析を行った結果から求めた群内での各変動の大き  

さである。NO2では各群とも口効果が地点効果，交互作用に比べて顕著であった。交互作用は比  

較的大きく地点効果と同程度になった。   

微小粒子（2笹m以下）及び粗大粒子（2－10〃m）では，A群において地点効果，交互作用  

が日効果よりも大きかった。C，D，E群においてはH効果，交互作用，地点効果の順で大きかっ  

た。また，同一群内でも中山道の束側か西側かで変動に差があり，A，B群で酎則の変動が大き  
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園 8 群ごとの平均濃度の日変化（板橋区1990年8月）  

Fig・8 Tempora）variation of dajly mean averagedin each group．1LabashiWard 

August1990．  

図 9 群内の各変動の標準偏差  

（●は仝変室臥○は日効果除去後の変動，■は交互作用の大きさ）  

Fig・9 Standarddeviationsofvariationsineach町OuplItabashi・August1990・  

●：TotaLvariation，○：Variationafterrcmovingdailyeffect，  

■：Interactioneffecし  

い傾向にあった。風向との関連を検討する必要がある。   

冬期（1990年2月）の調香に比べると，NO2濃度レベルは沿道では今回の方が高かったが，  

道路から離れた群では2月の方が高かった。SPM濃度レベルは2月の方が高かった。分散分析  

による各効果の比較はさらに検討が必要である。   

以上の結果をまとめると次のとおりである。   

Sl）M役目、粒子（2／′m以下），NO2とも，幹線道路から離れるに従い濃度が減衰し約－50m離れ  

れば，ほほ通路の直接影響を受けない地点の濃度と同レベルになることが確認された。ただし，  

SPM粗大粒子（2－10／Ⅷ）濃度はあまり幹線道路からの距離に依存しなかった。   

SPM，NO2のいずれにおいても，1つの地点群（道路から30m以内で間に構造物がなく直接  

道路に面している地点群）を除くすべての地点群において，日効果が地点効果に比べて顕著に大  

きかった050nl以上はなれた地点群では，日効果と群内の地点効果の大きさは道路影響を受け  

ない1km間隔の地点群のそれと同程度であった。道路近傍（30m以内）で道路に直接面してい  
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る地点群ではNO2，SP～1とも地点効果が相対的に大きかった。これらのことから幹線道路から  

の距離によりゾーン分けしたときのゾーン内の濃度変動は（道路に直接面した地域を除いて）小  

さく，ゾーンごとの大気汚染評価は道路の直接影響を受けない地点と同程度の精度で行える可能  

性があるが，道路近傍で道路に直接面した地域では汚染質濃度の空間変動が激しいため，ある代  

表値による濃度の評価は雉しいといえる。   

夏期はNO2濃度，SPM濃度ともに家屋内外に正の相関がみられた（各々0．79，0．78）。冬期は  

SPM濃度の家屋内外の相関は高くはなかった（0．61）。また，冬期の家屋内外のNO2濃度に全数  

での相関はなかったが，開放型ストープ使用の家庭を除くとよい相関（0．81）があった。  
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3・4 「リスクキャラクタ，リゼーション（riskcharacterization）」の試みと  

その問題点  

3．4．1   道路沿道のディーゼル排ガス汚染による肺ガンの  

「リスクキャラクタリゼーション」の試み＊  

Atrialof“riskcharacterization”oflungcancerinrelationtd  

roadsidedieselexhaustpollution■  

兜 莫徳1  

Michin。riKABUTOl  

要 旨  
1都6県の女子人口における道路沿道のディーゼル排ガス由来のSPM（Ⅰ）SPM）への暴  

露人口推定値（1985年）とこれまで報告のある動物実験によるDSPMによる肺ガンのユ  

ニットリスク値（6．14×10‾5）を用いて「リスクキャラクタリゼーション」を試みた。  

その結果，1985年の1都6県の道路沿道のDSPMに70年間暴露され続けた場合，予想さ  

れる同期間の過剰肺ガン死亡数は3．740，年間平均50（年間死亡率として1．0×105）  

となった。上記推定値について，その他既報のDSPMの肺ガンリスク値（2．5×10▼5－  

4．1×103）を考慮して検討した場合にも，こ予想される過剰肺ガン死亡は決して無視し得  

るものではないことが示された。  

Abstract  

Usirlg the cstimated female population exposed to diselexhaust・derived suspended  

particulate matter（DSPM）inlheGreaterTokyo Area（GTA．Tokyoand6surrolmding  

prefcctures）in1985andthereportedlungcancerriskdtLCtOdieselcxhaustcxposureby  

arLirnalexperimcnts，its‘‘risk characterizationl’wasatteInpted．Number ofcstimated excess  

lungcancer deaths was3，740for70years，Which mearlS annauldeathsoL500n aVerage  

（i．e．1，0×10r5inannuaLdeathrate）．FurtherexamirLationswiLhusinganotherlungcancer  

risk bascdon animalexperiTnentS，Whieh ranges from2．5×10ラto4．1×10L3．revcaled  

thattheestimatedexcessIungcancerwouldnot benegligible．  

l，国立環境研究所 地域環境研究グループ 〒305 三訂城県つくば市小野川ユ6－Z   

RegionalEnv汗onmentI）ivisio札Nationallnstit山e ror EnvironmentalStudies・16Z Onogawa．′rsukuba．   

Ibaraki305，Japan．  

＊本論文は，4th一口l，Soc．Environ．Epidemio」′りSEE）．MeズjcoにおいてKab此玖M．．H．Im8j．Y．Ma15。∬，。Ⅰ。   

and M・Murakami＝Associationsbetweenroadsidedieselcxhaus＝）01Lutionin1985and remalelurlgCarL   

cermortaLityintheGreaterTokyoArea（GTA）．0）一部として発表した。  
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1はじめに   

先に道路交通センサスデータを基本として推定した1都6県の女子のDSPM濃度別暴露人口  

と，動物実験結果から導かれる肺ガンのユニットリスク（unit risk）を考慮して，同地域の女子  

人口を対象としたディーゼル排ガス由来のSPM（DSPM）による肺ガンリスクに関する「リスク  

キャラクタリゼーション」1）を試みた。  

2 対象と方法   

用いた肺ガンのユニットリスク（1／ノg／m3の濃度に70年間暴露されたときのリスク）は，和  

田ら2）が推定したディーゼル排ガスによる肺ガンのユニットリスク“6．14×10－5”である。こ  

れは．日本自動車研究所（JARl），米国ITRI（1nhalationToxicologyRcscarchInstitute）及びス  

イスBattelleで行われた3種の実験データを基に「nlultistagcmodel」によって推定された倦であ  

る。ただし，＿t二記ユニットリスク値には，動物のユニットリスクを人間のユニットリスクに外挿  

する場合に考慮すべき外挿係数2．5がすでに考慮されている。  

3 結 果   

＿l二記ユニットリスクと推定暴露人口（1都6県内の沿道で40／上g／m3以上のDSPMに暴露され  

ている女子は約7万，20－40〃g／m3では約17万人，残り530万人は20／ノg／m3未満）を用いて「リ  

スクキャラクダリゼtション」を試みた。ただし，計算ではそれぞれの暴露濃度の代表値をそれ  

ぞれ40．0，30．0及び10．0／′g／m3とした。その結果，同条件下で70年間暴露され続けたときの  

過剰肺ガン死亡数は合計3，740，すなわち年間では平均50の死亡数，年間死亡率1．0×10▼5に  

相当すると推定された。  

4 考 察   

これまで報告のあるユニットリスク値には“Z．5×10」5’’－“4．1×10‾3”35）などの相当大  

きな幅があるが，当然これらのどの値を用いるかによって＿l二記結果は大きく変動することはいう  

までもない。しかし．これまでの最′」、値り2．5×10‾5●’を採用したとしても，それは今回用いた  

リスク値の約409右であり，得られる推定値は70年間の過剰肺ガン死亡数として1、500，年間平  

均20であり，決して撫祝し得る数ではない。一方，最大値を用いるとそれぞれ246，000，3，280  

と非′削こ大きな価となる。   

ここで動物実験によるユニットリスクではな〈，Garshickら6・7）の職業性にディーゼル排ガス  

に暴露した人達の疫学データから導かれるユニットリスクを用いても，ほぼ同程度の関連が示唆  

される（注参照）。   

ここで，M。Clellan8）が米国人口（2位3千万人）を対象としてディーゼル排ガスによる過剰  

肺ガン発生数を試算した結果では，最大年間4，000（400－7，400）．最′」、年間1，000（100～1，900）  
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とされている。一九 わが国の肺ガンリスクについて試算した最近の岩井ら（注）の報告によれ  

ば，「日本の1億2千万人，全国平均暴露濃度5／‘g／m3での，年間超過死亡者数は402－2，302  

人（いずれも動物実験からの値）」と試算している。上記推定値について，さらに性や人口数を  

考慮すれば，今回の結果はこれらの試算値からかけ離れたものではない。  

（注）岩井らは，最近の研究報告a・b）において，上述の推定結果について述べている。こうした  

動物実験からの推定のみならず，職業性暴露者の疫学研究結束によるリスク推定，あるいは肺沈  

着粒子量によるリスク推定も同時に行い，動物実験による推定の妥当性についても検討している。   

a）岩井和郎ら（1992）：ディーゼル排出粒子成分の人肺癌リスク試験1動物実験からの予測値．  

大気汚染学会誌，27（6），289－295．   

b）岩井和郎ら（1992）ニディーゼル排出粒子成分人肺癌1Jスタ親族2 疫学データからの計算と動   

物実験および人肺沈着粒子量からの計算値との比較．大気汚染学会誌，27（6），296－303．  

引 用 文 献  

1）三菱化成安全科学研究所（1991）：平成2年虔諸外国における大気保全政策の動向に関する調査．   

平成2年度環境庁委託業務報告書．  
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3．4．2   推定肺ガンリスクの“不確定要素（uncertainty）”に  

関する一考察一肺ガン死亡率の経年変化との比較検討－＊  

Anexaminationonthe＝uncertainty＝relatedtotheestimated  

lungcancerriskduetoroadsidedieselexhaustpollution；   
acomparisonoftheriskwithseculartrendsofage・SPeCificd占athrate＊  

兜 真徳1・今井秀樹1・新田裕史1  

MichinoriKABUTOl，HidekiIMAIland HiroshiNITTAl  

要 旨   
本研究では，「定量的リスクアセスメント」における「リスクキャラクタリゼーション」  

にかかわる“不確定要素（uncerしainty）”の検討を目的として，先に試算した1985年の1  

都6県（当時ディーゼル車約153万台）における「暴露アセスメント」の結果を用いて以  

下の検討を行った。すなわち，1985年の女子の月市ガンリスク推定値を基準とし，同リス  

クがディーゼル車の数及び人口数に甚倒するとして，1950－90年の肺ガンリスクを推定  

し，さらに実際の肺ガンの発生状況との関連を直接検討した。   

その結果，1950年以後東京都では，女子の肺ガン死亡率はとくに70歳以上の年齢層の  

みで増加し，それ以前，あるいは1950－60年当時はディーゼル帝はほとんど使用されて  

いなかったので，それら初期の肺ガン増加にディーゼル排ガスが影響したとは考えられな  

い。また，その後のディーゼル車は急増し，それとともに肺ガンリスクも急激に増大して  

いるが，実際に経年的なリスク増大分に対応する過剰肺ガン死亡が発生していると仮定す  

ると，それらは70歳以上の年齢詳で発ガン後期にあるものが，増加したDSPMへの暴露  

によって短期間に死亡していると想定せざるを得ないことになる。したがって，以上の「リ  

スクキャラタグリゼーション」によって予想される過剰肺ガン死亡については，暴露開始  

後10－20年を経過してから集積的に発生してくる可能性が高く，1985年に予想されるリ  

スクが示す過剰肺ガンは1990年以後に集積的に発生してくる可能性が示唆されるので．  

継続的なモニタリングが必要であることが示唆された。  

1．臥立環境研究所 地域環境研究グループ 〒305 茨城県つくば市小野川16－2   

RegiorlalEllVironment Division．NaしionalInstitute for EnvironmentalSLudies▼1620nogawalTsukuba・   

Iba「aki305，Japan．  

＊ 同内容は，4thlnt．Soc．Environ．EpidemioL．（ISEE）．MexieoにおいてKabuto．Mp，H・ImailY・MatsunlntO  

and M．Murakami：＾ssociations between road sidedicsclexhaustpo】luLionin1985and fer［1aLelungc；Ln   

cermortalityintheGreaterTokyoArea（GT＾）．の一部として発表した。  
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Abstract  

Toinvestigate the ◆‘unccrtainty’includedirL the“risk characterization’’of”risk  

assessment’＼the results of Lhe“cxposure assessmentl’aしtempted prcviously for the femaLe  

populationintheGreaterTokyoArea（CTA）in1985wereexanlined．Namely，theLungcanr  

Cer risks for the periods during1950to1990was estimated as a funetion of number of  

dieset vehiclesandpopulaLionwith usir唱the risk estimated for1985previously asastan－  

dard．theLimetrendsofwllichweretheneomparedtothoscoftheactualagc－SpeCifiedeath  

ratesbylungcancer．  

Sincethedeath ratesoflungcancer already begantoincreaseirL Tokyoeven during  

the period from1950L60when dieselvchicLes were negligibleinntlmber，itisobviousthat  

dieselexhaustpolluitondidnotaffecttheinitiaLinereascoflungcanceratall．  

T）uring the period wherL the number of dieseL vehic（esincrLeaSed rapidly thenafter．  

lung eaneer riskinereased rapidly，tOO．ⅠIowever，theincrease of thelung carlCer risk be－  

twcen certain two time points should eome out as suddeTldeaths due tolurLg CanCer by  

acuteexposuretotheincreased DSPMespeciallyamongthepeopleaged70yrsoraboveif  

WeSuPpOSetheexpectedlungcaTIeerdeathstakep］aceeven】ytDr70yrsfromthebeg血jng  

OftheexposureL ThereLore，itisITtOrereaSOnabletosupposethatthecxpected】ungeancer  

deaths may occur eumulatively afterlO or20years ofexposure and thereforeitis sug－  

gested that thoselung cancer deaths expeeLcdlor dieselexhaust pollutionin1985may  

appearcumulativelyafter19900rthereafter．  

Thus，it may be unreasonable to exprcss thelung caneer risk as anrLually averaged  

excesslungcaneerineidence（＝deaths）asgenerallyused，ifthechangcsofactuaL death  

rateis taken．inLo consideration．Fl】rther examinations to clarify such“uncertaintylare  

hoped to relatethe risk totheactuaE effects．However．it should bcemphasizedthatthereis  

apossibilitythatDSPMrindlLeedlungcancerdeaths，aSeXpeetedbytheestimatedrisk，may  

takeplacecumulative］yfroInnOWOn．  

lはじめに   

本研究では，「定量的リスクアセスメント」における「リスクキャラクタリゼーション」にか  

かわる“不確定要素（uneertainty）”の検討を目的として，前節で試算された1985年の1都6県  

（当時ディーゼル車（DV車）約153万台）における「暴露アセスメント」の結果を用いて以下  

のような検討を行った。すなわち，1985年の女子の肺ガンリスク「70年間暴落時の過剰肺ガン  

死亡数で3．740，年平均で50，年間死亡率で1．0×105」を基准とし，同リスクがDV車の数及  

び人口数に比例するとして，1950～90年の姉ガンリスクを推定し，実際の肺ガンの発生状況と  

の関連を直接検討してみた。  

2 対象と方法   

自動車全体及びDV車の普及に関するデータは，運輸省の「自動車保有台数」統計1）によった。  

DV車とは，軽油を燃料としている貨物用トラ・ソク，バス，自家用車，その他の総称である。た  
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だし，上記統計は各県あるいは各地方別に集計されているので，DV車登録台数を全国と1都6  

県，ないし東京都のみのZ地域水準について再集計して，以下の検討に用いた。   

肺ガンの年齢別特殊死亡率は，全国データは厚生省の人口動態統計，東京都のデータは都衛生  

局の衛生統計年報から収集し，計算により求めた。ここで「肺ガン」とは，いずれの場合にも第  

9回国際疾病分類の定義による「気管・気管支及び肺のガン」である。  

1985年現在の「暴蕗アセスメント」のデータは，前節で試算したものであるが，1950～90年  

のその他の年次での肺ガンリスクは上富己リスクがDV車数と人口数に単純に比例するとして外挿  

して試算したものである。ただし，ここでは肺ガンリスクが問題であるので，DV車の保有台数  

そのものよりは，実際のDSPM汚染状況，さらには個人の暴露量にできるだけ近い指標が得ら  

れればより有用と考えられた。すなわち，一方では，排気量やディーゼルエンジンからの排出係  

数，また，DV車の走行速度や走行密度などが，他方では，同汚染の問題となる道路沿道で居住  

する人口とその罵佳状態などが，考慮される必要があるからであろう。とくに，1950－90年ま  

で長期にわたるDSPM汚染を問題とする場合には，DV車の大型化（1台当たりの排ガスの増加），  

エンジンの排気に関する改良（排ガスの低減），地域人口の増加，道路交通網の整備に伴う汚染  

の緻密化（汚染される沿道人口の増加），平均走行距離の延長（地域当たりDV車活動状況の増大），  
交通量の増大に伴う渋滞現象（沿道DSPM汚染の増加），等々の影響が予想される。ただし，こ  

こでは，DSPM汚染の低減要因として寄与したのは唯一■「エンジンの改良」であり，その他の変  

化はほとんどが排ガス汚染が増加する方向に作用し，これら諸要因の相互影響によりDV車1台  

当たりのDSPM汚染はほぼ一定であったと仮定することにした。また，結果で述べるように，  

この推定は■，1950－85年の10年間にはエンジンが全く改良されなかったとし，また，1985年  

現在の道路網が一定であるとして，各所のDV車交通量がDV車総数に比例して均等に増減する  

こと，さらに沿道人口が各年の地域人口数に比例すると仮定した。実際には，1950－60年当時  

には，道路の未整備等を背景としてDSPMによる肺ガンリスクは結果で述べる値よりさらに低  

くなるものと予想されるが，その詳細こついては，改めて必要なデータを整備した上で理論的に  

再解析する必要があろう。  

3 結 果  

（1）DV車の普及経過   

全国の自動車総数及びそのうちのDV車の保有台数の経年変化（1960－90年）をみると（凶1），  

DV辛が普及し始めたのは，自動車の総数が急増し始めた1960年代からである。また，同園に  

併記したように，一貫して自動車総数のうち25－30％が1都6県に分布している。また，全国  

のDV車数のみの経年変化（図2）をみると．DV車総数の中では「トラック」が最も多〈，一  

貫してDV車全体の50～60％程度を占めている。ただし，DV単の登録台数は1都6県の中で  

も東京都に最も多く，約1／3が東京都に属している。以上のことから，ディーゼル排ガス汚染は，  
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■60  65  ‘70  75  80  ■85  90   

図1ディーゼル車保有台数の推移（1都6県と他道府県）  

Fig・1Seculartrendsofnumberofregister盲ddiescl－fucledvehieLes（Tokyoand6  

SurrOundingprefeぐh汀e5VSJapanasawわoIe）  

■60  －65  70  ■75  －80  ■85  ■90   

図 2 ディーゼル塞保有台数の推移（ヰ種別内訳）  

ドig，2 Secular Lrerlds of nurrLbcr of registercd diese卜fl】e）ed vchic］es（by kind of  

vel】jc】e5）  
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すべての自動車排ガス汚染と併行して，1960年代以後特に東京など大都市部を中心として急速  

に進んできた傾向が明らかである。  

（2）年齢別肺ガン死亡率の経年変化   

肺ガン死亡率を年齢別（10歳階級別）に，全国では1960－90年，東京都では1950～85年に  

ついてみると（凰3），近年の死亡率は，全国，東京都いずれでも，60歳以＿1二（とくに70歳代  

以上）の高齢者で極端に高く，さらに，同年齢群のみが秘めて顕著な急＿1二昇傾向を示している。  

一フナ，50歳代の死亡率には経年変化がほとんどなく，1980－85年にかけては逆にやや低下する。  

また，40歳代以下の死亡率にも経年変化はほとんどなく，低率で推移している傾向が明らかで  

ある。   

ここで，70歳代と80歳以上の年齢群の死亡率に着日しで，それらの経年変化パターンを全国  

と東京都の問で比較してみると（回4），東京都の死亡率が全国のそれより観察期間中70歳代で  

は5－10年，また80歳代では5年程度先行して上昇しているために，いずれの年をみても束京  

都に高い傾向が維持されている。この地域差の推移をみるため．同年齢群を対象に全国の女子の  

年齢別死亡率を基準（100％）として東京都の死亡率の％比を図示したのが図5である。70歳代  

の死亡率の地域差は1970年まで減少傾向にあるが，1970年以後は比較的安定しており，一貫し  

て70歳代では20－30％，80歳代では全期間を通して30－40％程度東京都が高くなっている。  

（3）DV車の普及経過と女子の肺ガン死亡率の経年変化との関連について   

DV単数の経年変化（図2）と肺ガン死亡率の急上昇傾向（図3）を比較すると．1950年～  

60年代にかけてDV辛がほとんど普及していなかった時期に，東京都の60歳以上の肺ガン死亡  
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率はすでに上昇し始めている。ただし，1都6県におけるDV車数は，1950年には4千台，  

1960年には5ブ了台，その後，以下の帥ガンリスク推定を行った1985年には約153万台に増加し  

ている。   

ところで．上述の「暴露アセスメント」の結果得られたDSPMによる女子の肺ガンリスク（年  

間過剰肺ガン死亡数として50）を墓碑として，その他の年度における肺ガンリスクが以下の式  

に従うと仮定し，1950年及び60年当時の1郁6県における女子の過剰姉ガン死亡数を計算して  

みると，1950年には年間0．1，1960年には1．1となった。   

ただし．用いた式は，  
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［1年における過剰肺ガンリスク＝（β竹ルV．985）×（Pノ♪1985）×仲南1985）］  （1）   

であり，①この10年間にDV車や1台当たりの排気量に変化がないこと，②1985年現在の道路  

網が過去も同じであったこと．（∋各所のDV車交通量がDV車総数に比例して均等に増減するこ  

と，さらに④道路沿道の人口は各年の1郁6県の女子人口数に比例すること等を仮定している。  

式内の変数は，β竹（βV1985）＝i年（1985年）における1都6県内のディーゼル車数；Pl（ハ985）  

＝f年（1985年）における1都6県内の女子人口数；〟iざカ19且5±1985年のDSPM濃度別道路沿道  

人口推定値から求めた肺ガンリスク（ただし，ユニットリスクには6．1×10▼5（〃g／m3）を用  

いた。）である。ただし，上記ユニットリスク［6．1×10‾5］は，既報の動物実験データに基づ  

く肺ガンリスク推定値の95■％信頼区間の上限値2）である。   

以上の式から導かれる推定肺ガンリスク，すなわち1950年に1都6県の女子で年間0．1の過  

剰肺ガン死亡は，同年の東京都における女子の仝肺ガン死亡数が年間31であり，それらがすべ  

て東京都で発生したとすると，その0．3％に当たる。また，1960年の1．1は，同年の東京都の肺  

ガン死亡数156に対して．0．7％となる。さらに，肺ガン増加に占める割合をみると，東京都で  

は1950”60年の10年間に年間肺ガン死亡数は125増加しているので，上記増加1．0（1．1～0．1）  

は，全肺ガン増加分の0．8％となる。これらの倍は1都6県の女子全体を基準とすればさらに′ト  

さくなり，その後DV車が極端に増加した1985年について推定される肺ガンリスク（1都6県  

の年間過剰肺ガン死亡数50，全肺ガン死亡数の9．3％）に比較して無視しうるレベルである。   

ここで改めて，DV尊敬データと人口数データをもとに，肺ガンリスクの樫年変化を以下のよ  

うに整理し，実際の肺ガン死亡状況との対応関係を検討した。すなわち，今回の観察対象期間中  

の肺ガンリスクの経年変化を，結果に示した過剰肺ガンリスクの計算式を基本として，1950年  

から各10年間の集積リスクの大きさ（相対比）を次式によって求めてみた。  

1∑（β竹×巧）／∑（βVfXJ）i）【                 】＝上LO  （2）   

その結果，1950－59年の10年間の集積リスクを1とすると，1960”69年には8，1970－79  

年には37，さらに1980－89年には108となった。ただし，1940年代にはDV車数は少なく．当  

時の肺ガンリスクは0とみなせるであろう。   

一方，1950－90年の40年間で肺ガン死亡率が急増傾向にあるのは70歳代，80歳代の年齢群  

のみである。したがって，以上のような肺ガンリスクの急上昇傾向に対応して現実に肺ガン死亡  

が発生しているとすると，1985年のリスクの大きさ（年平均50）からみて，これら高齢者の肺  

ガン死亡増加分の中に含まれている必要がある。ここで1都6県女子の50－69歳と70～89歳  

の肺ガン死亡数は，1980年には各233と293，1990年には262と580であり，70－89歳の死亡  

数のみが顕著に増加しており，その増加は287であった。したがって，死亡数の上では，リスク  
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から予想される肺ガン死亡がこの年齢層に含まれていても矛盾はない。   

しかし，肺ガンリスクは上述の如く経年的に急上昇している。すなわち，10年ごとに増大し  

ている肺ガンリスクの増加分が示す過剰肺ガン死亡数の増加分は，．汚染レベルの急上昇・拡大に  

伴って新たにそれ以前よ’り高レベルのDSPMに暴露され始めた人に予想される肺ガン・死亡であ  

る。・しかし，それらの肺ガン死亡は，暴露開始後遅くとも1年以内に急性暴露の結果死亡するケー  

スということになり，疫学的研究から示唆されている発ガンからガン診断，さらに肺ガン死亡に  

いたる10－20年以上の期間（潜伏期間）を考慮し得ないので，現実にはありえない状況を想定  

していることになる。   

同様のことは，1940年代にはDSFM汚染がほぼ無視しうるレベルにあったにもかかわらず，  

東京都の高齢者の肺ガン死亡率が同時期頃にはすでに上昇していることについても当てはまる。  

すなわち，一部の人口においてDSPM暴露が始まった頃にはすでに肺ガンは増加しており，例  

えば1950年あるいは1960年に推定される肺ガンリスクが規実の肺ガン死亡に対応しているとす  

ると1DSPMに暴露開始後短期間内に死亡していなければならないことになる。   

以上め検討から．1960年代以降に急増したDV車によりDSPM汚染の上昇・拡大に対応する  

肺ガンリスクの上昇分が示唆する過剰肺ガン死亡は，実際の肺ガン死亡増加分の中には含まれて  

いないことが示唆される。ただし，、この結果は，暴露開始から肺ガン発生ま．でに要する潜伏期間  

を考慮し得ないほど急激にリスクが上昇していることによるのであり，したがって，今後上記リ  

スクが示す過剰肺ガン死亡が集積的に発生しでくる可能性があると解釈すべきであろう。  

4 考 察   

米国EPAの標準的「定量的リスクアセスメンニト」手法3）によって算出される過剰肺ガン死亡  

数を実際の肺ガン死亡率の経年変化に直接対応させて比較・検討すると，DSPM汚染が，少な〈  

ともDV車が導入された初期（1950－60年頃）に肺ガンの原因となった可能性はほとんどなく，  

また，推定される肺ガンリスクが示唆する影響が実際に発生しているとしても，それは高齢者群  

（とくに70歳以上）の発ガン過程の後期に作用し，その急性影響として死亡していなければな  

らないことになる。しかし∫ こうした結果になる基本的原因は，DSPM汚染の進行に伴う肺ガン  

リスクが急上昇していること，また，その上昇より，70歳以上の肺ガン死亡率の上昇が時期的  

にヤや先行しており，その後もほぼ併行して進行してきていること（図6参照）に由来するもの  

である。   

ここで，DSPM暴露による肺ガンが実際発生するまでに，暴露開始後10－20年以上必要であ  

り，リスクが示す過剰肺ガンガその後集積的に発生して〈るモデルを仮定してみよう。ただし，  

実際に肺ガンが急激の増加してきている年齢群は70歳以上であるので，集積側に発生してくる  

肺ガンはこの年齢詳の肺ガン増加分の一部となり，それらの増加率をさらに増加させるものと予  

想される。このモデルは，これまでの職業性暴露者に対する疫学的調査結果4？や動物の慢性暴露  
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実験5）のモデルに対応しており．より現実的である。ここで，同モデルを仮定すると，それ以前  

にはDSPM汚染がほぼ0であった1950～60年当時，すでに上昇し始めていた束京都の肺ガン死  

亡にはDSPM暴露の影響は全くないことになる。それはDSPM汚染以外の何らかの要因による  

と考えてよい。他九 その後急激に上昇してきた肺ガンリスクが示す過剰肺ガン死亡が，それよ  

り10”20年遅れた時点での70歳以上群の肺ガン死亡の増加分の中に含まれることになるが，  

1970年代以降急激に上昇したリスクによる過剰肺ガン死亡は，1990年以後に発生してくること  

になる。   

これまで急増してきたディーゼル排ガス汚染が，これまでのところそれ自身急増してきている  

肺ガン死亡の原因になっていないことは，以下の点からも示唆される。すなわち，肺ガン死亡率  

上昇傾向にはその後】990年まで一貫して全国より東京都が約5年程度先行しており，どの年次  

をとりあげても東京都の死亡率が全国のそれより高率となっている。DSPM汚染が束京都で先行  

している状況は明らかであるので，1960年以後のDSPM暴露による過剰肺ガンが10－20年後  

に発生し始めているとすると，それら過剰肺ガン死亡は1980年以後の死亡率の地域差を拡大さ  

せる方向に働くことが期待される。しかし，全国の死亡率を100として東京都の死亡率の比（図  

5）に明らかなように，1980～90年の70歳代の死亡率にはその地域差の拡大傾向は明らかでは  

ない。80歳代の死亡率では1985年より90年で地域差が拡大しているが，70歳代での動きとは  

併行しておらず，また，その後の変動も明らかでないので．DSl】れ4による影響がこれら地域差と  

なっている可能性はないことが示唆される。  
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ただし，以上のことは，1970年代以降に急上昇した肺ガンリスクの増大分に関する議論である。  

それ以前から．－・部の主賓道路沿道ですでに■高濃度DSPMに持続的も；暴露されている集団にお  

いては，すでにわずかではあっても過剰肺ガンが発生している可能性を否定するものではない。  

その可能性はこれまでの職業性暴露集団の疫学調査4）や最近のロサンゼルスでの非喫煙者に関す  

る調査結果5）によっても示唆されるところでもある。そして，現在ではその影響は小さいとして  

も，上記の結果は，動物実験のリスクからの外挿が安当であるとすれば，1970年代以後急速に  

上昇したリスクの具体的影響が今後顕在化してくることを示唆していると解釈される。  
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3．5 総合評価  

】都6県の女子人口を対象に1985年現在の道路沿道でのDSPM汚染による肺ガンT）スク推定  

（95ヲ右信頼区間の上限値）を試みた結乳 70年間暴露については3，740，年平均50の肺ガン死亡  

が推定された。この推定値は米国人□に対するMcClellanの推定，あるいは最近の日本人口に対  

する岩井らの推定とほほ一致した値であった。しかし，得られた推定リスク値と実際の年齢別死  

亡率の経年変化との対応関係に関する検討結果から，例えば，「暴露開始後10－20年後に肺ガ  

ンが集積的に発生してくるモデル」を考癒する必要が示唆されるなど，リスクの具体的解釈にお  

ける閃乱卓も指摘された。ただし，個人の暴露評価を試みた実態調査では，家屋内で長時間生活  

する専業主婦，老人，子供などでは．居住地域のSPM汚染状況がある程度個人暴露の状況を示  

している状況が示唆され，上記沿道汚三組こよるリスクの妥当性が示唆されてもいる。ただし，こ  

の種の個人暴露景に関する情報は．対象人口の大半を占める非沿道居住者の平均的なレベルを求  

めることが，人口レベルの肺ガンリスクを計算する場合に重要と考えられ，さらに調査を行うこ  

とが必要と考えられた。   

他方，地域の肺ガン死亡率と今回求めた「汚染地域割合」や「汚染人口割合」などのDSPM  

汚染指標との相関が，一般大気局で測定されるSPM濃度との相関よりも強くなっている傾向も  

示された。したがって，これまでのい〈つかの疫学調査結果が示唆しているように，沿道での  

ディーゼル排ガス汚射二すでに20年以上長期に暴露されてきた集団の間では，わずかではあっ  

ても一定程度の肺ガンがすでに発生している可能性は否定しえない。もしすでに影響が出ている  

とすれば，それは近年における急激なディーゼル排ガス汚染の進行に伴って影響が拡大してきて  

いる可能性を間接的にではあるが示唆するものである。そのためにも，別途疫学調査の結果が期  

待される。   

以＿ヒ，道路沿道のディーゼル排ガス汚染と肺ガンリスクに関する「環境保健モニタリング」の  

基本的手法，秩計的研究として暴露人Hを推定（「暴露アセスメント」）し，また，調査により個  

人レベルの暴露アセスメントの結果を補足し，さらにそれらを基本とした「リスクキャラクタリ  

ゼーション」を行ってリスクを推定する方法を具体的に検討した。その結果，これらはすべて「環  

境保健モニタリング」の構成要素として極めて基本的であることが示された。指摘される問題点  

を吟味・改善しつつ継続的な観察を続けると同時に，⊥記の手法により推定される“高リスク集  

団”についてのより詳細な検討，疫学調査や暴露実態調査をも含む「環境保健モニタリング」と  

して体系化される必要性が強調される。  
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4 より総合的な「環境保健モニタリング」に向けて  

4．1 はじめに   

以上の諸検討では ，道路交通騒音，とくに夜間睡眠時の騒音とディーゼル排ガスに由来する  

SPMの汚染について，個別にそれらの健康影響に関する「環境保健モニタリング」手法を検討  

してきた。すでに明らかなように，それらはある程度システム化しうる形で整理されてきたと判  

断される。しかし，3．5節でも触れた如く「暴露アセスメント」においても，また「リスクキャ  

ラクタリゼーション」の段階でも，未だ“unccrtainty’’に係わる基本的な問題も残されている。   

また，道路沿道汚射二よる健康・リスクに関する「環境保健モニタリング」手法として改めて  

吟味すると，以上のような“uncertainty”の問題が改善されたとしても，なお，総合的なモニタ  

リング手法としては不十分な点が指摘される。その1つが，以上の検討では「暴露アセスメント」  

といっても「予備的暴露アセスメント（preliminaryexposureassessment）」の段階にあり，さら  

に「精密な暴露アセスメント（in－depthexposureassessmentj」をも包括すべきであることであ  

ろう。そこでは具体的な疫学調査が必要となるが，その段階では，肺ガンリスクに関するその他  

のリスクファクターの問題，あるいはより具体的な暴露指標としての「biomarker」の利用，個  

人の感受性評価q）ための「フユノタイプ（phenotype）」に関する情報など，現在研究が進んでい  

る分野の成果も積極的に取り入れていくべきであろう。   

さらに，道路沿道における複合的な汚染状況を包括的に眺めるならば，ディーゼル排ガスのみ  

ならずその他の大気汚染あるいは騒音・振動などによる複合的影響言封噛の方法なども検討してい  

〈必要があろう。ここでは，こうした「環境保健モニタリング」手法をより総合的かつ体系的な  

ものとするために必要と考えられる点として，「環境ストレス」特研の閲連研究として，「暴露ア  

セスメント」の精度を高める方法や，上記道路沿道での複合的汚染状況による調査結果への影響  

の可能性について検討した結果を掲げておくことにする。な‘札 これらはそれぞれ就立した内容  

であるので，本尊のまとめはあえて行わないことにする。  
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4．2 大気汚染への個人暴露の評価法について  

4．2．1  個人暴露評価のための生活行動時間の解析  

AnalysISOftimeactivitypatterntoevaluatepersonal  

exposure to air pollution 

新田裕史1  

HiroshiNITTAl  

要 旨   
環境汚染物質への暴露を評価することは，住民の健康リスクを評価する上で必禎のもの  

である。一般集団での暴露の分布を知るための方法は基本的に2つある。1つは，パーソ  

ナルモニターを用いて直接的に測定する方法である。もう1つは，人々の生活行動とその  

行動の場所の汚染物質濃度を結びつけることによって推定する間接的方法がある。   

この間接的方法の概念的基礎を示し，数学モデルの評価を行った。このモデルの基本要  

素は生活行動時間パターンである。すなわち，人々がどこで，どれぐらいの時間，何をし  

たかということである。わが国でほ，NHKが5年ごとに全国的な調査を実施しており，  

このデータに基づいた環境汚染物質への暴露にかかわる各行動の寄与を推定することが可  
能であることを示した。  

Abslract  

The assessment of human exposure to environmenLalpo＝utarLtSis essentia】for the  

evaluation ofthe risk to pubLie health．Two basic approaches cxist for dcveloping a dis－  

tributionoLexposurcsofapop111ation．Directapproachistomeasuretheexposurcprofiles  

ofpeoplesusingpersona】monitors・lndirectmethodcalculatesexposureprofilesbycombin  

1nginformationonthetimespentinparticularactivitieswiththeconcentrationsassociated  

with thoseactivities．  

Theconeeptualbasisoftheindirectmethod wasshown andthemathematicalmodels  

were evaluated．A vita】componentofthese modeLsistimcractivlty patternS：thethingpeo－  

pledoandwhen，Whcrc，andhowlongLhcy（lothcmdl】ringtheirdaiLylivcs・lnJapanlNIIK  

りapanese Broadcasting Corporation）have been conductcd nationwide time・diary studies  

everyfiveyears・  

Thus，We C（）uld estimate the eontributions ofcaeh timeaCtivity pattcrnin rclation to  

conLaeLWithenvironmcntalpollutantsbasesonthciniormation・  

1．風立環境研究所 地域環境朝究グループ 〒305 茨城り．しつくぼ市小野川16－2  

RegionalEnvironITlent Divisiol】．NatiorLallnstitute for Environmer）ta】Studies．16r20nogawa．Tsukuba，   

Ibaraki305，Japan．  
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lはじめに   

環境汚染に係る健康影響を論ずる場合には，影響の程度を把握するとともに，人々がどの程度  

の環境汚染物質にさらされているかを評価することが必須である。しかしながら，暴露の程度を  

知ることは非常に困難なことである。環境汚染物質の濃度は時々刻々変化し，また空間的にも変  

動する。その空間は個人の住居内から人々の行動範囲全域に及ぶ。屋外の濃度は発生源との距離，  

気象条件など種々の因子に左右されている。屋外の汚染物質は換気によらて屋内に流入し，屋内  

にもまた空気汚染源が存在する。例えば，二酸化窒素は，自動車排気ガス中に存在するだけでは  

なく，家庭内の各種燃焼器具からも発生する。したがって，二酸化窒素べの暴露の程度を知るた  

めには，その人が居住する地域の環境大気（外気）中の濃度を測定するだけでは不十分というこ  

とがいえる。騒音についても，その発生源は屋内にも屋外にも存在することから，l司様に屋外の  

レベルのみで暴露量を評価することは難しい。   

このような環境汚染物質への暴露評価に関する考え方はそれほど古くからあったものではな  

い。大気汚染ゐ場合，健康影響に関する疫学的研究では次のような暴露評価の方法が多くの場合  

に採用されてきた。すなわち，回や自治体が設置している固定大気汚染測定局の周辺地域の住民  

を研究対象として選び，その測定局の大気汚染物質濃度測定値をもって対象者の暴露レベルの代  

表値とするというものである。単一の発生源からの環境汚染が問題となることが多かった時代に  

は，このような方法もある桂皮有効性を持っていたと考えられる。しかし．環境汚染問題の多〈  

が低濃度・長期暴露による影響を検討する必要が生ずるようになってからは，より精密な暴露評  

価が求められるようになった。そのため，従来の暴露評価の手法とは異なる新たな手法を開発す  

ることが必要となった。  

2 大気汚染物質への「暴露」の定義   

最も単純にいえば．「暴露」とはある人がある濃度の汚染物質に曝されることである。さらに  

詳しくいえば，「ある人がある時刻にある位置にいて」，かつ「その時亥肌二，その位置である汚染  

物質の濃度がある倍となっている」ことである。   

大気汚染物質への暴露は絶え間な〈連続的に起こるものである。したがって，暴露の時間的変  

動に重点をおいた表現が用いられることも多い。以上を定式化すると次のように表現できる。   

ある個人iがある濃度七（りでf。時間曝されたときの累積暴露凡は次式で表される。  

Ei＝侶（りd′  （l）  

累積尿露はある人が暴露された濃度を暴露時間で積分したものである。累積暴露は［濃度］×  

［時間］の次元を持っている。同様に，平均暴露㌫は次式で表される。  

＝ 
瓦÷J擁）d′   （2）   
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平均暴箆はその累積暴露をその時間で平均化したものである。平均暴露は［濃度］の次元を持っ  

ている。さらに，rf（りは時刻Jのある個人fがいる空間の濃度であるから，  

cf（J）＝cfし（り，ツ（r），～（り，り  （3）  

と表すこともできる。ただし，［∫（r），ツ（り，Z（r）］はある個人iが時刻Jにいる空間の座標位置で  

ある。   

平均暴露レベルは単なる濃度と同じように，Pp叫ppb，mg／m3などの単位を用いて表現される。  

暴露の要素としては暴露時間の長さも亜要である。例えば，1ppmのレベルが1時間絶抗した  

のか，1日継続してのかを区別しなければならない。したがって，平均暴露レベルを述べる場合  

には1時間平均，日平均，年平均など，平均化時間を明記する必要がある。   

また，暴露レベルは時間的に変動するものであるから，ある暴露レベルを超えた時間数や日数，  

ピーク濃度など，累積暴露や平均暴露では表現できない変動の大きさの情報も重要である。   

疫学的な観点からは暴露にかかわるこの2つの概念，POPulationexposureとindividual  

exposureの意味およぴその相違点を明確にすることが重要である 。pOpulatione叩OSureはある  

特定の集団における要約された暴露を示す概念である。それは，その集団の構成員個々の暴露で  

はなく，全体の分布を示す。一般にはその分布の代表値やばらつきの尺度（通常は，平均値や分  

散）によって表現されるものである。したがって，明らかにindividuatexposureからpopulation  

exposureを計算することができるが，逆にpopulationexposureからindividualexposurcを推定  

することはできない。対象集団の構成員のindividualexposureを評価することができれば最も好  

ましいが，indivjdualexposureを評価するための手法が完全に整備されていない現状では，大気  

汚染の健康影響を把握するための疫学研究のデザインはかなり制約を受けることになる。通常は，  

要約された暴露の情報，すなわちpopulationexposureを使用せざるを待ない。  

3 暴露評価の方法  

（1）パーソナルモニターを用いた直接評価法   

暴露評価の第1の方法は，パーソナルモニターを用いて直凄に暴露を測定することである。こ  

れは基本的にindividuale叩OSureの評価方法である。大気汚染物質のサンプリング法や分析方法  

に．より．いくつかのタイプがある。サンプリング法にはpassive型とactive塑の2種類が用いら  

れている。paSSive型は分子拡散を利用したもので，その原理から累積暴露レベルないし平均暴  

露レベルのみを測定できる。aCtive型はポンプによって一定流量の空気を吸引することによって  

測定するもので，累積暴露レベルないし平均暴露レベルだけではなく，連続的な暴露レベルを測  

定できるタイプもある。   

パーソナルサンプラーは元々労働衛生の分野で開発され，使用されてきたものが多い。作業環  

境中の汚染物質濃度は一般大気環境中の濃度に比べて通常はるかに高く，労働衛生の分野で開発  
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されたパーソナルサンプラーをそのまま用いることは，まず第一に感度の点で問題がある。また，  

測定時間も8時間を基準にして設計されている場合が多く，その点でも一般住民を対象とした調  

査に適用するには不十分である。一方，労働衛生の分野とは別に開発されてきた一般大気環境測  

定用の簡易測定器を利用することも考えられる。そのなかには大きさやその他の点で一般住民を  
対象とした調査に用いることが可能なものもある。またノヤーソナルサンプラーとしては大きさ・  

重量などの点で不適当である場合でも，屋内環境の測定などに用いることによって，間接的に暴  

露評価の手段として使用することができる。   

パーソナルサンプラーの測定誤差の問題は対象集団の暴露濃度推定に伴う全般的な誤差との比  

較の上で評価する必要がある。例えば，屋外に設置された極くノ」、数の標準自動測定器によってそ  

の周辺地域に住む対象集団の暴露を評価する場合と，対象者各個人がパーソナルサンプラーを身  

につけることによって暴露を評価した場合のどちらが真の暴露を代表しているかを十分に検討し  

なければならない。短期的な暴露評価を目的とするか，長期的なものを目標とするかという点も  

考慮しなければならない。パーソナルサンプラーでは月・年の単位に測定を行うことが不可能で  

あるが，標準自動測定器ではそのような長期間の測定も可能である。したがって，暴露評価に伴  

う誤差要因としては，時系列的なサンプリング誤差も考慮しなければならない。  

（2）▲推定モデルを用いた聞接的評価方法   

これは暴露と関連する質的情報に基づいて暴露を推定する方法である。対象者の居住する地域  

による分類は最も基本的かつ初歩的なものである。この場合の居住地域のように，集団的変数を  

用いた場合には明らかにpopulationexposureの評価方法といえる。個人の属性や行動にかかわ  

る変数を用いた場合にはindividualexposureの評価方法とみなせる場合もある。ただし，このよ  

うな情報によって暴露評価を行う場合，推定モデルの設定やモデルの妥当性を検討する段階で，  

実際の暴露のデータが必要となる。   

暴露の推定モデルの中で代表的なものは以下に示す甜散モデルである」‾4）。   

暴露の定義の項で示した（1）式に基づいて実際に累積暴露を推定することは非常に難しい。  

そこで，ある時間のなかで濃度の空間変動が小さいとみなせるいくつかの徴空間  

（mieroenvironment）に分割した離散モデルを考える。   

島＝寓ん  （4）   

ただし，ちはある時間内のある個山の累積暴露，Cノは徴空剛の濃度，小まある個山が微  

空剛で過ごした時間，ノはある個人fがある時間内でかかわった微空間の総数である。このモデ  

ルは時問加重モデルとみなすこともできる。よって，ある個人のある時間内の平均暴露は，  

瓦＝÷ノ毎  （5）   
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ただし・7、≧皐わである0（5）式に基づくと・ある集脚構成員全体の総累積暴露gは，   

E‘＝如＝ 
．， 

（6）  

と書ける。実際には，徴空間のカテゴリは個人間で異なっている。したがって，（4）式での「あ  

る時間のなかで濃度の空間変動が′トさいとみなせるいくつかの微空間に分割する」という仮定に  

加えて．徴空間の各カテゴリ問の濃度変動が同一カテゴリの空間の濃度の個人間変動に比べて十  

分に大きいこと，また，ちとff′が独立であることを仮定すると，集団の平均暴露万は次のように  

表せる。   

万＝÷卓瓦＝÷l買÷轟＝÷J卓÷哀痛  
（7）   

＝÷お（÷紬＝÷轟ノ   

このモデルの左辺の最後の項は，人がどこでどのくらいの時間過ごしていたかの集団の平均と  

なっている。これは生活時間調査から得られる集団の各平均生活行動時間に当たる。これは，見  

方をかえると暴露濃度に対する各生活行動時間の寄与の大きさを示すモデルとみなすことができ  

る。   

このようなデータは従来から生活行動時間くtimebudgetsないしtimeactiYitypatterns）として，  

社会学などの分野で調査・研究が行われていたものである。わが国ではN11K放送文化研究所が  

1960年より5年ごとに全国的な調査を実施していが16）。その規模．継続性は世界的に最も充実  

した調査である。以下では，大気汚染と騒音に対する暴露に関連する生活行動時間について，  

NHKの調査に基づいて検討を加えた。  

4 暴露にかかわる生活行動時間  

（1）生活時間の長さの分布   

空間的にみた場合に，大気汚染物質への暴露で正貨となるのは屋内での暴露である。NHK生  

活時間調査では生活時間は種々の行動に関してデータが取られており，それぞれの行動空間は明  

示されていない。しかし，在宅時間のデータは示されているので，それがすべて屋内での時間と  

考えると表1に示したように全国平均（10臆以上）は15時間26分であり，1日のうちの約65％  

は自宅の屋内で過ごしていることになる。したがって，先に示した（7）式に基づ〈最も単純な  

集団の暴露の推定式は，  

E＝0・35×c〃血ぷ＋0・65×c油。，．ll州β  （8）  

となり，自宅屋内の濃度はその他の空間の濃度の約2倍の寄与を集【』の平均暴露に対して持って  

いることになる。もちろん，屋内で生活する時間は性・年齢・職業などの違いによっても大き〈  
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表  1平均生活時間  

TablelTimebudgetofsubpopulationsbasedonanationwidcsurvey  

在 宅   仕 事   学 校   炊 事   移 動  

時間  分  時間  分  時間  分  時間  分  時間  分   
全国全体   15  26  4  39  ロ  00  0  49  0  53   
主 婦   20  19  0  31  0  00  2  30  0  20   

勤め人（男）  田  54  8  34  0  01  0  02  ロ  18   

勤め人（女）  14  24  6  38  0  01  ロ  21  0  56   
小学生   14  29  0  04  5  47  0  03  0  56   

変わってくる。主婦は平均在宅時問が20時間19分と最も自宅で生活している時間の長い群であ  

るが，勤め人についても仕事時間の大部分を会社の屋内で過ごしでいると考えれば，在宅時間と  

仕事時間の和は約20時間であり，屋内での生活時間としては主婦と大きな差はない。′ト学生に  

ついても学校での生活時間と在宅時間を加えればやはり20時間程度となっている。大気汚染物  

質への暴露では，燃焼器具との接触が重要であり，炊事時間を考慮しなければならない場合がで  

てくる。例えば，窒素酸化物濃度は台所で高いことが知られている。また，通勤・通学など種々  

の移動時間は自動車排ガスなど交通機関から発生する汚染物質と接触する機会が増える可能性が  

ある。したがって，勤め人の場合には移動時間を考慮して暴露のモデルを考える必要がある。  

（2）生活時間の時刻別分布   

生活時間の長さの分布に関するデータから，汚染物質への暴露に対して屋内濃度の寄与が大き  

いことが明らかとなった。しかし，屋内濃度は屋内での汚染物質の発生量・除去量と屋外からの  

汚染物質の侵入量とで決まる。当然，屋内の汚染物質には屋外由来の汚染物質も含まれているこ  

とになる。炊事に伴う窒素酸化物の例を考えれば明らかなように，汚染物質の発生量は時刻に  

よって変動するものである。一一方，汚染物質の屋外濃度も時々刻々変動している。したがって，  

汚染物質への暴蕗を検討する場合には，集団の生活時間の分布を時刻別の分布も重要な要素であ  

る。   

囲1は国民全体の時刻別在宅率である。探後の在宅率は100％に近く，この時間者の暴露は自  

宅の屋内濃度で規定されていることになるが，昼間の在宅率は約20－30％であるのでこの時間  

帯は自宅の屋内以外の空間の濃度が重要であるといえる。したがって，pOpulationexposureの推  

定を（7）式に基づいて行う場合にも，推定精度を高くするためには時刻ごとに推定して1日の  

平均暴露を求める工夫が必要となってくる。  
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図1時刻別在宅率  

Fig．1PereenLagcofpeoplesspentirltheirhomesacrossthetimeinada〉r  
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4．3 沿道での複合的環境汚染暴露状況の評価法について  

沿道環境汚染に係る住民の呼吸器症状と  

心理的・精神的影響等に関する研究   

On the association between respiratory symptoms and 

psych0logical／me∫】ね】ef托c暮50f  

roadsidemixedenvironmentalpollutions  

4．3．1  

新田裕史1・影山隆之1・兜 其徳1  

HiroshiNITTAl，TakayukiKAGEYAMAlandMichinoriKABUTOl  

要 旨   
自動車交通が人の健康に与える影響に関する断面研究を実施した。交通量の非常に多い  

通路の沿道に居住する成人女性約500名を選び，呼吸器症状と心理的■精神的不調感に関  

する質問票を配布した。呼l吸器症状はATSDIノD質問票を，心理的・福神的不調掛こつい  

てはGHQ質問票と状態・特性不安検査（STAJ）を用いた。農産の指標としでは住居の道  

路からの距離を用いた。   

ぜん鳴のような呼吸器症状有症率とGHQスコアの平均は道路からの距離に従って低下  

していた。呼吸器症状とGHQスコアとの間には関連性がみられたが．呼吸器症状有症宰  

と道路からの距離との関連性は高GIIQスコア群のみでみられたものではなかった。これ  

は，呼吸器症状と道路からの距離との関連性が精神的不調感とは独立であることを示唆し  

ている。したがって，l…1動車交通に起因する大気汚染と騒音などによる校合汚染の健康リ  

スクについて，さらに詳細に検討する必要がある。  

AbざtraぐI  

AcrossSeCtionalstudvwasconduetedtoinvestlgatetheimpactsofautomobiletrans・  

port orL humaTlhealth・Fernalc adult subjects were5elected from the residents】ivlng rLear  

the roadways with very heavy traffic．＾ questionrlairc of resplratOry SymPtOmS  

（＾TSDLD78）andpsyeho［ogical／menta】disorders（GHQandSTAl）wasadministeredto  

atotalofapproximatelyfivethousandpeople．Distancesoftheresideneesfromtheroadside  

Wereadoptedasarlindexofexposure．  

Thepreva）占neeofrespiratorysymptorns．suchaschronicwheezing．a。d meanGIIQ  

SCOrCS Weredecreascdin relatiorltOthedistaneefrom the roadside・The re】ationship be－  

1，匝一立環境研便所 地域環境研究グループ 〒305茨城県つくば市小野川16－2   

Region∂1EnvironrnentDivision．Natiorla】1nsしiい1teforEnviroTlrrLCnta】Studies．Onogawa162．Tsukuba，   

Ibaraki305．Japan．  
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tween the prcva】enee ofresp）ratOry SymPtOmSarLd the distancefrom thc roadside was not  

Observcd withir）Onlythesubgroupwith high G11Qsc（）reS，alth（）ugh theprcsenceofrespira・  

torysyn】PtOmSWaSaSSOCiatcdwiLhGHQscores．   

Itis suggestcd that the observed re】ationship betweer）reSPlratOry SymptOmS and the  

distance froIn the roadside mighL bcindependent of psychological／merlta】disorders．ThereL  

fore，WeShot11dinvestlgatCthehealthriskofthecompositemadeupofairpollutants．noise  

aTld etc．emitted from automobiles．  

1はじめに   

大都市圏での大気汚染のうち半分以上は自動車が発生源となっていると報告されている。さら  

に，交通量の多い幹線道路においては自動車から排出されるガス状および粒子状大気汚染物質が  

局地的に高レベルとなっていることも指摘されている。大気汚染の健康影響については従来から  

呼吸器症状，呼吸器疾患，呼吸機能などによって評価されてきたが，沿適住民を対象とした疫学  

調査によって，道路からの距離にしたがって呼吸器症状の有症率が異なっているとの研究が報告  

されている1・2）。一方，自動車交通に伴って発生する環境汚染は大気汚射ことどまらず．自動車  

騒音も重要な問題となっている。沿道住民に対する心理・社会学的調査によると，自動車騒音・  

振動に起因するとみられる生活妨害，各種の精神的・心理的訴えや被害意識が沿道で高率にみら  

れることが報告されている3・4）。   

このように自動車交通に伴う沿道の環境汚染は大気汚染と騒音・振動の2つを軸とした複合汚  

染というべき状況にある。しかしながら，．これまで沿道住民を対象として実施されてきた調査研  

究の多〈は大気汚染ないし騒音・振動による健康影響をそれぞれ個別に取り上げたものであり，  

両者の相互間速性や複合汚染状況を把撰することを目的としたものはほとんどなかったのが現状  

である。   

方法論的な面からみると，大気汚染の健康影響を疫学的に検討するための手段としては呼吸器  

の自覚症状調査が基本となっており，一力◆騒音・振動の影響についても種々の質問紙を用いた調  

査が数多く実施されてきた。自覚症状調斜二は各種の要因がバイアスとして作用すると指摘され  

ているが，具体的な検討は十分とはいえない。大気汚染の健康影響に関する疫学研究で用いられ  

ている質問票は，その内脊のみならず調査手法全体の標準化が国際的に行われたものである。し  

かし，自動車騒音のように各自がその存在を知覚できる汚染が同H引こ存在する状況では，それが  

バイアスとして作用している可能性を検討した上で，それぞれの汚染による健康影響やそれらの  

複合影暦について調べることが必要となって〈る。本研究ではこれらの点を踏まえた調査を実施  

して，沿道環境汚染が住民の健由に与える影響について検討を試みた。  

2 資料・方法   

対象者は，東京都板橋区内の環七通り，・や山乱川越街道の沿道に住む30歳以上60歳末満の  
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女性で，道路端からの距経で3ゾーン（0－20m，20”50m，50”150m）に分けでそれぞれ約  

500名を住民基本台帳と住宅地図を照合して無作為に抽出した。調査は自記式留置法により実施  

し，調査票は平成2年11月上旬に郵送し，1週間後から1か月間にわたり回収した。   

呼吸器症状についてはATS－DLD標準質問票（環境庁版）5），精神的健康についてはGHQ  

（GeneralHe。1thQ。eSti。nn。ire）の28項目版6）ぉよびSTAl（状態・特性不安検査）7），さらに住  

居間辺の環境に対する意識・満足度に関する質問を新たに作成したものを加え，一つにまとめた  

質問票を作成した。回収された質問票から，呼吸器症状については持続性せき，持続性たん，ぜ  

ん息様症状，ぜん鳴，息切れ（grade2以上）の組み合わせ症状の有無を集計した。GHQについ  

ては原法に従ってスコア化した。またSTAlについても原法に従い状態不安（A－State）および  

特性不安（A－Trait）スコアを算出した。環境意識（EScore）についてはSTAlの場合と同様に  

満足度の高い方から1～4点を与えてスコアを算出した。ただし，GHQ，状態不安，特性不安，  

環境意識のいずれも各質問群のうち2つ以上の質問に未回答の場合は欠測情とした。   

各スコアの2拝聞の差についてはWilcoxonの順位和検定を，道路からの距離別ゾーン問の傾  

向についてはKrusca卜Waltis検定を，有症率の道路からの距維別ゾーン間の傾向については  

CochranpMantelfIaenszel検定をそれぞれ用いた。  

3 結 果   

回収率は全体で66．8％であった。日中不在の場合が多い世帯の対象者に■は郵便による返送を  

依頼し，これにより回収されたものは約2割であった（衷1）。恒川又対象者の年齢などの属性を  

表2に示した。年齢は40歳代が約4割で最も多く，次いで50歳代，30歳代となっていた。道路  

からの距離別ゾーン間に大きな差はみられなかった。居住年数は10年以上が約1／3を占めてい  

たが，道路に近いゾーン ほど居住年数が短い傾向がみられた。家屋構造では全体の約半数が木造  

一戸建てであり，道路に近いゾーンほど鉄筋・鉄骨造りの家屋が多かった。また，窓が二重サッ  

シの家屋も道路に近いほど多くなっていた。対象者本人の喫煙状況については，約15％が現在  

喫煙しており，前喫煙者と合わせて約20％が喫煙経験者であった。職業については．現在3［ヨ  

表  1回収状況  

TabLel Numberand PercentageoLeligiblesamp】e  

回収方法  道路からの距  
離別ゾーン  対象者数 有効回収数 回収率   

訪問 ％ 郵送 ％  

0－ZOm  4ム  277   6Z．8 225 81．2 5218．8  

20－50m  50】  339  67．7  245 72．3  94 27．7  

50150m  536  372  69．4  290 78．0  82 22．0  

計  1478  988  66．8  760 76，9 228 23．1  
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表  2 対象者の属性  

Table 2 Charaeteristics of subiects 
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 現在の職業  あり  

なし  

以上働いている人は全体の約60％であった。   

道路からの距雄別に呼吸器症状有症率をみると持続性たん，ぜん［吼 息切れ（grade2以上）  

などで道路からの取離が近いほど有症率が高い傾向がみられ，ぜん鳴では統計的に有意差がみと  

められた（衣3）。   

GHQスコアの分布は理論的に予想されるように二項分布に近い右下がりの形状となっており，  

平均スコアは5．7であった（凶1）。状態不安スコアの分布をみると30点台がピークとなってお  

り，平均スコアは39．1であった（図2）。特性不安スコアは状態不安スコアよりもやや高い方に  

寄っており，平均スコアは42．4であった（図3）。環境意識スコアは一峰性で30点前後がピー  

クとなっており，平均は29．∠1であった（図4）。道路からの蹄離別にみると（表4），GIIQスコ  

アと環境意識スコアでは道路に近いほど平均スコアが高い傾向がみられた。STAlによる不安尺  

度では状態不安，特性不安の両者とも通路からの距離別の平均スコアには全く差がみられなかっ  

た。GHQスコアと状態不安及び特性不安スコアのSpcarmanの順位相関係数は約0．55でiEの相  

関を示していた。環境意識スコアと他のスコアとのSpearmanの州別立相関係数は約0．3でそれほ  

ど大きくはなかった（表5）。  
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表  3 退路からの應巨離別呼吸器症状有症率  

Table3 Crude prevalenee pI・OpOrtions of respiratory symptoms by distance from  

the roadside  

息切れ  
（grade2以上）  

n  ％  

地区  持続性せき  持続性たん ぜん息様症状  ぜん嶋  

n  ％  n  ％  n  ％  n  ％  

25  9．4   6  2．3 18  6．9 18 ■ 6．5  

27  8，4  10  3．1 16  5．1 19  5．6  

22  6．3   9  2．6  10  2．9  20  5．4  

0－20m  9   3．4  

2050m  15   4．5  

50150m 12   3，3  

74  7．9  25  2．7  44  4．8  57  5．8  計  36  3．8  

0，839  0，022  0．555  p－Value O．903  

0  ト2  3－4  5－8  7－8 g－1011－1213－1415－1817－1819－20 21一  

凶1GIIQスコアの度数分布  

Fig．1HistogramofGHQseores   

各呼吸器症状項目の有無別にGH（），状態不安，特性不安，環境意識の平均スコアを比較した  

（表6）。GHQでは指紋性せき，指紋性たん，ぜん鳴，息切れの有症者が高スコアを示していた。  

状態不安・特性不安の両スコアについてはぜん鳴と息切れの有症者が高スコアを示していた。ま  

た環境意識については，持紛性たん，ぜん鳴．息切れの有症者が高スコアを示していた。この  

なかでは，ぜん鳴と息切れでスコアの差がもっとも明確で，とくにGHQスコアでは顕著な遠い  

を示していた。   

GflQスコアのほほ75パーセンタイルに当たる8点以上を高GHQ群，それ以下を低GHQ群と  
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図 2 状態不安スコアの度数分布  

Fig．2 rIistogramofALStateSCOreS  
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区卜3 特性不安スコアの度数分布  

Fig．311istograrnofA－traitscores  
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図 4 環境意識スコアの度数分布  

Fig．411isLogramofE－SCOreS  

衷 4 道路からの距離別GHQ．状態不安・特性不安および環境意識スコア  

Table4 G11Q，A－StateandALtraitscores．aこdE・SeOreSbydistaneefr。mth。r。。d．  
side  

C11Q  rAState  ATrait  E－Score  

mean s．d． N mean s．d． N mean s．d． N mean s．d． N  

0－20m  6．4  5，5 269 39．7  

20－50m   5．8  5．7 321 38．9  

50150n】 5．1 5．0 349 39．0  
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計  5．7 5．4 939 39．1 9，5 921■ 42．410．2 937 29．4  

p‾Value  O，0080  0．Z690  0．5619  

衷  5 各スコアのSpearmanの州別立相関係数行列  

Table5 Spearmanlsrankcorrelationmatrixamongthescores  

GrlQ  A－State A－Trait E－Sc。re  

GHQ  l．000  

A▼Sしate  O，565＝  1．000  

A－TraiL  O．555＊＊   0．786＝  1．000  

EScore  O．308＝   0．332■＊   0．304＝   1．000  

■■p〈0．01  
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表  6 呼吸器症状の有無別GIIQ，状態不安・特性不安および環境意識の平均ス  

コア   
Table6 GHQ．A－StateandAtraitscores，andESCOreSbypresenceofrespiratory  

SyITtptOmS  

GHQ   ASLate   A－Trait   EScore  

mean p‾Value  mean p」Value  mean p－Value  mean p‾Value   

持続性せき  あり  8．5   43．1   45．2   30．4   
0．0132   0．0512   0．0884   0．2699  

なし           5．6   39．0   42．3   29．4   

持続性たん  あり  8．3   41．2   44．0   3l．7   
0．0001   0．1952   0．3663   0．0010  

なし           5．5   39．0   42．3   29．3   

ぜん息様症状  あり  7．0   39．1   41．4   31二6   

0，2110   0．9688   0．5096   0．0876  
なし           5．8   39．4   42．7   29．4   

ぜん鳴  あり  10．6   43．1   46．9   32．5   
0．0001   0．0167   0．0841   0．0009  

なし           5．5   39．0   42．4   29．2   

息切れ  あり  11．4   45．7   49．0   31．3   
0．0001   0．0001   0．0001   0．0209  

なし           5．4   38．8   42．1   29，3   

して，呼吸器症状の有症率を道路からの距離別に検討した（表7）。全体としては高GHQ群（。  

＝284）の方が低GHQ群（n＝704）よりも呼吸器症状有症率が高い傾向がみられた。GHQの低  

値群と高値群では，道路からの距離別の有症率の傾向は全体的には一貰していなかった。高  

′GI†Q群の持続性せき有症率は通路からの距離が遠いゾーンほど高い傾向を示した。持続性たん  

の有症牢は低GHQ群で道路からの距離が近いゾーンで高〈なっていたが，高GHQ評でははっき  

りした傾向はみられなかった。ぜん鳴の有症率は高GHQ群，低GHQ群のいずれも道路から距離  

が遠いほど低〈なる傾向がみられた。ぜん息榛症状および息切れの有症率はGHQ低値群・高値  

群いずれにおいても一定の傾向はみられなかった。同様に，状態不安・特性不安スコア．および  

環境意識スコアについて，それぞれのスコア分布の75パーセンタイルに相当する値で2群に分  

けて有症率を比較した（表8，9，10）。いずれも一定の傾向はみられなかった。とくに，高スコ  

ア群でのみ道路からの距離にしたがって有症率の勾配が認められることはなかったが，特性不安  

の高値群のぜん鳴有症率や環境意識の高値群の息切れ有症率ほ0－20nlゾーンで高し、傾向がみら  

れた。   

道路からの距離別にみた場合に一定の傾向が認められたGHQスコアと環境意識スコアについ  

て，さらに呼吸器症状の有種別に検討した（表11，1Z）。GHQスコアについては，各呼吸器症状  

とも「なし」の群では道路に近いほどスコアが寓し－傾向がみられるのに対して，「あり」の群で  

は傾向は一定していなかった。環境意識スコアでは各呼吸器症状ともその有事引こかかわらず，遺  
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表   7 GlIQスコア別道路からの距離別呼吸器症状有症率  

Tab】e7 CrudeprevaleneeproportionsofrespiratorysympLomsbyGHQscores  

道路からの距離  

0－ZOm  20－50m 50－150m   

％  ％  ％  

持続性せき  低CHQ群  Z．9  4．3  2．2  

高CHQ群  4．4  5．2  7．0  

持続性たん  低GHQ群  9．3  4．8  4．1■  

高CHQ群  9．8   16．8  13．4  

ぜん息様症状   低GtTQ群  1．8  3，1   2．7  

高GHQ群  3．2  3，1   2．4  

ぜん鳴  低GHQ群  3．6 ・2．8   1．1  

高Cl】Q群  12．9  ユ0．5  8．3  

息切れ  低CHQ群  3．3  3．3  2．1  

高GHQ群  12．4   11．1 15．9  

◆pく0・05  

表 8 状態不安スコア別道路からの距離別呼吸器症状有症準  

Tablc8 Crudepreva）enceproportionsofrespiratorysymptomsbyAStateSeOreS  

道路からの距離  

0－20m  2050m 50」50m   

％  ％  ％  

持続性せき  低A－Staしe群  

高AState群  

3．1  3．5  2．9  

4．4  8．1  4．9  

持続性たん  低AState群  

高AState群  

10．7  7．6  4．8＊  

5，9  11、0  11．4  

ぜん息様症状   低A－State群  

高八State群  

2．1  3．6  2．3  

2．8  1．4  3．7  

ぜん鳩  低A－State群  6．3  4．2  2．3■  

高ASねte群  8．6  8．5  5．ユ  

息切れ  低A－Stale群  4．4  4．9  2．4  

高A－State群  12．5  7．9  15．5  

●p〈0．05  
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表  9 特性不安スコア別道路からの距離別呼吸器症状有症牢  

TabLe9 CrudcprevalerlCeprOPOrtiorlSOfrespiratorysymptomsbyALtraitscores  

道路からの距離  

0－20m  20－50m 50－150m   

％  ％  ％  

持続性せき  低ATrait群  1，9  4．7  2．3  

高A－Trait群  5．6  4．2  5．0  

持続性たん  低A－Trait群  11．4  8．8  4．3■  

高A－Trait群  6．5  7．6  9．4  

ぜん息様症状   低ATrait群  2．0  3．8  2．4  

高A－Trait群  2．7  1．7  2．9  

ぜん鳴  低A－Trait群  4．6  5．5   1．9  

高ATrait群  10．2  4．5  4．4  

息切れ  低ATrait群  4．9  4．1   1．8  

高ATrait群  8．9  8．3  11．0  

■pく0．05  

表 10 環境意儲スコア別道路からの距離別呼吸器症状有症牢  

TabLclO CrudeprevalenceproportionsofrespiratorysymptomsbyE・SCOreS  

道路からの距離  

0－20m  20－50m 50－150m   

％  ％  ％  

持続性せき  低E－Score群  3．4  4，9  3．1  

高E－Score群  3．4  3．2  5．7  

持続性たん  低EScore群  10．3  8，1  5．7  

高E－Score群  7．8  9．4   12．1  

ぜん息樵症状   低E－Score群  1．2  3．5  2．2  

高E－Score群  4，4  1．6  6．3  

ぜん鳴  低E－Score群  5．Z  3．6  2．9  

高EScore群  10．1   11．5  3．2  

息切れ  低EScore群  5．5  5．8  5．4  

高E－Score群  8．4  4．7  5．6  
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表 11呼吸器症状有無別道路からの距離別GHQスコア  

TabtellMeanGHQscoresbydistanceEromtheroadsideandpresenceofrespira・  

tory symptoms  

退路からの距離   

0、20m   20－50m   50－150m  

平均スコア 平均スコア 平均スコア  

持続性せき  あり  8．4  8．9  8．Z  

なし  6．3  5．6  5．0＊  

持続性たん  あり  5．8  10．0  9．4  

なし  6．5  5．4  4．7■＊  

ぜん息様症状  あり   10．2  5．8  5．9  

なし  6．5  5．8  5．2■  

9．7  10．6   11．9●  

6．2  5．6  4．9＊  

ぜん鳴  あり  
なし  

息切れ  あり  
なし  

11．1  10．4  12．5  

6．1  5．5  4．7＝  

●■ pく0▲01，ホpく0．05  

表 12 呼吸器症状有無別道路からの距離別環境意識スコア  

Table12 Mear．E－SCOreSbydistancefromtheroadsideandpreserLCeOfrespiratory  

SymPtOmS  

退路からの距離   

0－20m   20－50m   50150m  
平均スコア 平均スコア 平均スコア  

持続性せき  あり  
なし  

3Z．6  31．0  28．1  

3ユ．9  29．8  27．i＊＊  

持続性たん  あり  
なし  

32．5  31．2  31．4  

31．8  29．9  26．9＝  

ぜん息様症状  あり  35．8  29．1   31．6  

なし  3L9  30，0  27」＝  

ぜん鴫  あり  34．1  32．9  28．9＊  

なし  31．7  29．8  27．0＊■  

息切れ  あり  35．Z  30．9  28．1＝  

なし  31．7  Z9．7  27．1＝  

＊● p〈0．01，●pく0．05  
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路に近いほどスコアが高い傾向がみられた。  

4 考 察   

大気汚染の健康影響を疫学的に評価するための手法として，呼吸器の自覚症状調査は世界的に  

詰も広く用いられているものである。この手法を沿道大気汚染の影響評価に適用して，道路によ  

り近接したゾーンに居住する住民の呼吸器症状有症挙が高いことが観察されたとしても，それが  

自動車騒音などによる心理的・精神的影響や交通公賓に対する被害意識による見かけ上のことか  

どうかを検討した資料はこれまでほとんどなからた。Sametは呼吸器席状の質問紙調査に関する  

方法論的検討の中で，バイアスとなり得るものの一つとして，質問票に対する回答者の態度をあ  

げている。もしも，これまで報告されてきた沿道での高有症率がこのようなバイアスによるもの  

とすると，心理的・精神的により強い影響を受けている群や強い被害意識を持っている群でのみ  

道路からの距離に従う有症率の傾向が認められるはずである。本研究では．GIIQ，STAl及び環  

境に対する意識・満足度に関する質問群の3種類の質問に対する回答に基づくスコアによってそ  

れぞれ2群に分けて検討を加えた。この結果，いずれも有症率の距離減表情向が訴えの強い高ス  

コア群でのみみられることはなかった。これは，呼吸器症状有症率と道路からの距離との関係は  

「精神的不調感」や環境意識・満足度とは独立していることを示唆するものである。ただし．こ  

の点をさらに検討するためには，呼吸器症状に直接影響を及ぼすと考えられる大気汚染の発生源  

と騒音の発生源が独立に存在するような状況下でl司様の調査を実施することにより，さらに検討  

を加える必要があると考えられる。   

呼吸器症状有症率と道路からの距離との関係が「精神的不調感」や環境意識・満足度と独立し  

ていることは，必ずしも呼吸器症状の訴えとGHQスコアなどが関連性がないことを意味するも  

のではない。実際，呼吸器症状の有無別にみたGHQスコアと環境意識・満足度スコアでは多く  

の症状項目で差が認められた。本研究のような断面調査ではどちらが原因でどちらが結果かを判  

断することは困難である。また，両者とも治道汚染によってそれぞれ独立に複合して現れている  

と考えることも可能である。呼吸器症状なしの肝においては道路に近い住民ほどGHQスコアが  

高くなる傾向がみられたことから推測すると，これは沿道の交通騒音等を含む複合的環境汚染状  

況との関連を示唆するものと思われる。  
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5 結▲ 語   

以上「夜間の道路交通騒甘と睡眠影響」及び「沿迫のディーゼル排ガス汚染と肺ガンリスク」  

に関する「環境保健モニタリング」の手法について検討した。全体を振り返ってみると，いずれ  

の方法も，「暴露アセスメント」とその健康影響・リスクの評価の基本的枠組みを示した段階に  

あり，さらに体系化される必要性が指摘される。すなわち，「暴露アセスメント」についてみれば，  

“高リスク集Et［”を対象として行うべき「精密な暴露アセスメント（in・depth exposure  

assessment）」．以前に行われるべき「予備的暴露アセスメント（preliminarycxposureassessnlent）」  

に相当するレベルにある。とはいえ．健康影鷹やリスクのい高リスク集団”を絞り込むためのデー  

タベースも利用可能となっており，予想される健康影響やリスクに関する疫学調査や暴露調査な  

どにリンクさせてい〈ことは可能となったと考えられる。この場合，大気汚染の健康影響に関し  

ては，すでに「大気汚染に係わる環境保健サーベイランスシステム構築のための調査」】）におい  

て総論・各論的に検討されてきているところであり，また個別の疫学的調査・研究も散見される  

ところであるので，それらの検討結果のうち関連する情報を「環境保健モニタリング」に盛り込  

むことも必要であろう。ただし，上記「大気汚動こ係わる環境保健サーベイランスシステム構築  

のための調査」では，今回対象としたDSPMとその肺ガンリスクについて直接検討されている  

わけではなく，また，その手法として「定量的リスクアセスメント」が基本とされているのでも  

ない。   

今回検討してきた「環境保健モニタリング」は，大気汚染の場合には，その影響としてとくに  

肺ガンに焦点を当てており．上記「定量的リスクアセスメント」の対象として極めて典型的な例  

を示している。ガンは，そのリスクを定采的に扱える疾患の代表とされているからである。した  

がって，と〈に小児の呼吸器症状をターゲットとしている上記「大気汚染に係わる環境保健サー  

ベイランスシステム構築のための調査」が，実際の有病率の動向と大気汚染との対応関係を検討  

するためのシステムであるのとは異なったアプローチとなっていても矛盾はない。しかし，この  

場合にも，本研究で検討してきた「暴露アセスメント」の情報が必要であることはいうまでもな  

く，また，ここでいう「環境保健モニタリング」にとってさらに地域での疾患の動向と大気汚染  

との関連についての具体的情報がさらに必要であることもすでに明らかなところであるなど，そ  

れぞれ情報を相互に補完してより理想的な環境保健に関する情報システムを構築していける可能  

性があるのである。   

一方，道路沿適の環境汚染については．と〈に交通騒音の関越を対象としてその環境整備を行  

うことを決めた法律「沿道整備法（通称“沿道法’’）」2）があり，その対象地域は全国で「約2000km」  

－135－   



に及ぶと指摘されている。今回推定している暴露人口は，この沿道法で対象とすべき人口と大き  

く重なる人口であり，したがって，「夜間の交通騒音の削民影響」と「沿道ディーゼル排ガス汚  

染による肺ガンリスク」両者の対象となる地域人口でもある。今回の「環境保健モニタリング」  

手法自体の整備・改良も積極的に進めることも急務と考えられた。  

引 用 文 献   

1）日本環境衛生センター：大気汚染に係わる環境保健サーベイランスシステムの在り方に関する研   

究．環境庁委託業務結果報告書平成元年など．  

2）幹線道路の沿道の整備に関する法律（S55．5．1法律，S55．10．Z5施行）．  
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※第26号 憧7k域の盲栄養化に関する総合研究（X）－－漂類培養試験法によるAGPの測定－一昭和  
53，54年度．（1g81）  

准第Z7号 陸水域の電栄零化に関する組合研究（甘トⅥ研究総招－一昭和53，54年皮．（19も1〉  
淑第28号 複合大気汚染の植物影響に関する研究t一昭印54，55年皮特別研究報告．（1981）  
※第Z9号 Studies on ehironomid nidges of the Ta¶a River．（1981）  

Part 3．Species of the subfaTnily Orthocladiinae recorded at the su爪mer SurVey  
and their distributionin relatio爪 tO the pollution Yith sevage YaterS．  

Part4．Chirono巾idae recorded at a vinter survey．  
（多摩川に発生するユスリカ類の研究  
一一第3報 夏期の調査で見出されたェリユスリカ重科Orthocladiinae各種の記載と，  

その分布の下水汚染度との関係について  
－一第4朝 雨浅川の冬期の調査で見出された各種の分布と記載）  

滅罪30号 海域における富栄養化と赤潮の発生機構に関する基礎的研究－一昭和54，55年度特別  
研究報告．（1982）  

※第31号 大気汚染物質の申→および複合汚染の生体に対する影響に関する実験的研究－一昭和55  
年度特別研究報告．（1g81）   

第32号 スモッグチャンバーによる炭化水素一望素酸化物系光化学反応の研究－一環境大気中に  
おける光化学二次汚染物賀生成機構の研究（フィールド研究1〉 一昭和54年皮特別  
研究中問報告．（1g8Z）  

壷第33号 臨海地域の気象特性と大気拡散現象の研究一一大気運動と大気拡散過程のシミュレーシ  
ョンー一昭和55年度特別研究報告．（1g82）  

※第34号 環境汚染の遠隔計測・評価手法の開発に関する研究－一昭和55年皮特別研究報告，（1982）   
第85号 環境面よりみた地域交通体系の評価に関する総合解析研究，（1982）  

※第36号 環境試料による汚染の長期モニタリング手法に関する研究一一昭和55，56年皮特別研  
究報告．（1g82）  

※第37号 環境施策のシステム分析支援技術の開発に関する研究．（1g82）   
第38号 Preparation，analysis arLd certification of POND SEDIMENT certified reference  

material．（1g82）  
（環境標準試料「池底質」の調整，分析及び保証値）  

※第39号 環境汚染の遠隔計測・評価手法の開発に関する研究、一昭和58年匿特別研究報告．（1982）華   
第40号 大気汚染物質の増一及び複合汚染の生体に対する影響に関する実験的研究一一昭和56年  

度特別研究報告．（1983）  
煮第41号 土臆環境の計測と評価に関する統計学的研究．（1g83）  
※第42号 底泥の物性及び流送特性に関する実験的研究．（1983）   

第43胃 Studies on cbirono吼id nidges of the TaⅦa River．（1983）  
Part 5．An observation on the distrib】tion of Chironominae along the main  

StreaminJuTte Yith descriptio爪Of15TteY SPeCies．  
Part 6，Description of species of the subfa¶iJy Orthocladiinae recovered fron  

the¶ain streanin theJune survey．  
Part 7，AdditioJlalspecies collectedin Yinter rrom the main streatm、  
（多摩川に発生するユスリカ顆の研究  
－－第5報 本流に発生するユスリカ顎の分布に関する6月の調査成績とユスリカ亜科  

に属する15新種等の記録  
一一第6報 多摩本流より6月に採集きれたエリユスリカ重科の各種について  
一一第7報 多摩本流より3月に採集されたユスリカ科の各種について〉   

発44号 スモッグチャンパーによる炭化水素一窒素酸化物系光化学反応の研究一一環境大気中に  
おける光化学二次汚染物質生成械構の研究くフィールド研究2）－一昭和54年庶特別  
研究中間報告．（198ぎ）  

※第45号 有機廃棄物，合成有職化合物一 重金属等の土壌生態系に及ぼす影響と浄化に関する研究  
一一昭和53～55年度特別研究総合報告．（1g83）  

登第1ち号 有機廃棄軌 合成有機化合物，重金属等の土壌生態系に及ぼす影響と浄化に関する研究  
一一昭和54，55年虔特別研究報告第1分冊．（1gる3）  

苗第47号 有機廃発軌 合成有機化台軌 資金属等の土壌生態系に及ぼす影響と浄化に関する研究  
一一昭和54，55年庶特別研究報告第2分軋（1983）  

※第48号 水質観利点の適正配置に関するシステム解析，（1983）   
第4g号 環境汚染の壊隔計軌卜評価手法の開発に関する研究－一昭和57年匿特別研究報告．（1gも4）  

茨第50号 陸水域の富栄養化防止に関する総合研究（Ⅰ）一一貫ヶ浦の流人負荷旦の算定と評価【一  
昭和55→57年度特別研究報告．（1g8d）   



※第51号 陸水域の富栄養化防止に関する総合研究（n〉－－霞ヶ浦の物質循環とそれを支配する因  
子－－昭和55－57年皮特別研究報告．（1984）  

※第52号 陸水域の富栄養化防止に関する総合研究（Ⅲト一環ヶ浦高浜入における隔離水界を利用  
した富栄養化防止手法の研究－一昭和55－57年皮特別研究報告．（1g84）  

第53号 陸水域の富栄養化防止に閲す・る総合研究（Ⅳト一環ヶ浦の魚類及び甲かく類現存里の季  
節変化と富栄養化－－昭和55－57年度特別研究報告（1984）  

※第54号 陸水域の富栄養化防止に関する総合研究（V）霞ヶ浦の富栄養化現象のモデル化一一  
昭和55－57年虔特別研究報告．（1g84）  

第55号 陸水域の富栄養化防止に関する総合研究（Ⅵト一宮栄養化防止対策一一昭和55－57年皮  
特別研究報告．（1984）  

矩第56号 陸水域の富栄養化防止に関する総合研究（Ⅶ）－韻ノ湖における富栄養化とその防止対 

※第57号▼総括報告昭和55～57年度特別研  
究報告．（1g84）  

劉拷 環境試料による汚染の長斯的モニタリング手法に関する研究－一昭和55－57年虔特別  
研究総合報告．（1984）  

第59号 炭化水素一窒素酸化物一硫黄酸化物系光化学反応の研究－－光化学スモッグチャンパー  
によるオゾン生成機構の研究－大気中における有機化合物の光酸化反応機構の研究  
－一昭和5い－57年度特別研究報告（第1分冊）．（1984）  第60号空軍光化学エアロゾル生成那の  

第61号 炭化水素一要素酸化物一硫黄酸化物系光化学反応の研究一一環境大気中における光化学二  
次汚染物質生成機構の研究（フィールド研究1）－一昭和55～57年度特別研究報告（第  
3分冊）．（1g84）  

※第62号 有害汚染物賀による水界生態系のかく乱と回復過程に関する研究－一昭和56～58年庶  
特別研究中間報告．（1984）  

緊第63号 海域における電界養化と赤嘲の発生機構に関する基礎的研究－一昭和56年庶特別研究  
報告．（1g84）  

※第64号 複合大気汚染の植物影響に関する研究一一昭和54－56年皮特別研究総合報告．（1984）  
※第6時 Studieson effectsof air pollutant nixturesonplants－－Partl．（1984）  

（複合大気汚染の植物に及ぼす影層卜十欝1分冊〉  
※第66号 Studie＄On eff鋸tS Of air po＝utant mixtures on plants一－【Part2，（1g84）  

（複合大気汚染の植物に及ぼす影響一第2分冊）  
※第6T号 環境中の有害物質による人の慢性影響に関する基礎的研究一一昭和54～56年虔特別研  

究総合報告．（1g84）  
緊第68号 汚泥の土壌還元とその環境影響に関する研究－一昭和58－5丁年度特別研究報告．（1g84）  
獣第6g号 中禅寺湖の富栄養化現象に関する基礎的研究．（1984）  
潔即時 Studies on chirononid¶idgesinlakes of the Nikko NationalPark．（1g84）  

PartI・Ecologicalstudies o爪Chironolnidsinlakes of the Nikko NationalPark．  
Part Ⅱ・Taxonomicaland morphologicalstudies on the chironomid species  

COllected fro爪1akesin the Nikko NatioTlalPark．  
（日光国立公園の湖沼のユスリカに関する研究  
－一第1部日光国立公層の湖のユスリカの生態学的研究  
【－第2郡日光国立公園の湖沼に生息するユスリカ煩の分頬学的，生態学的研究）  

※第71号リモートセンシングによる残雪及び雪田植生の分布解析．（1g84）  
第72号 炭化水素一重素酸化物一流黄酸化物系光化学反応の研究－こ環境大気中における光化学二  

次汚染物質生成機構の研究（フィールド研究2ト一昭和55－5丁年庶特別研究報告（第4  
分冊）．（1985）  

穀第73号 炭化水素一窒素酸化物一硫黄酸化物系光化学反応の研究－一昭和55－57年度特別研究総合  
報告．（1985）  

※第74号 都市域及びその周辺の自然環境に係る環境相標の開発に関する研究．環境相接－その考え  
方と作成方法一昭和59年皮特別研究報告．（1g84）  

第T5号 LimnoIogicaland environmentalstudies of elementsin the sediment。f Lake  
Bi曹a．（1985）  
（琵琶湖底泥中の元素に関する陸水学及び環境化学的研究）  

第76号 A studY On thebehavior of monoterpensin the atmosphere．（1985）  
（大気中モノテルペンの挙動に関する研究）  

※策77号 項項汚染の遠隔計漁卜評価手法の開発に関する研究－一昭和58年庶特別研究報告．（1985）  
策78号 生活環境保全に果たす生活者の役割の解明．（19町  
第79号 Studies on themethod forlong term environ¶entalmonitoring－－Research report  

in1980－1g82．（1g85）  
（環境試料による汚染の長期的モニタリング手法に関する研究）  

※第80号 海域における赤潮発生のモデル化に関する研究－－昭和57／58年皮特別研究報告，（1985）  
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第115号振合ガス状大気汚染物質の生体影響に関する実験的研究－昭和57～61年度特別研究総  
合報告．（1988）   

第116号自然浄化機能による水質改善に関する総合研究（Ⅴ）一一汚淘負荷の発生と流出・流速－一  
昭和58－61年虔特別研究報告．（1988）  

※第117号自然浄化機能による水質改善に関する総合研究（Ⅵトー湖沼の生態系構造と日然浄化一－  
一一昭和60－61年度特別研究報告．（1988）  

※第118号自然浄化機能による水質改善に関する総合研究（Ⅶ）－一自然浄化機能を活用した水路・土  
壌による浄化と処理技純の開発一昭和60－61年度特別研究報告．（1988）  

※第119号  

第120号  

第121号  

自
昭
白
日
S
t
 
 

琴浄化機能による水質改善に関する総合研究（Ⅷト自然浄化システムの評価方法－  
和
然
閃
 
u
d
 
 
 

60－61年度特別研究報告．（1988）  
浄
机
i
e
 
 

化機能による水質改善に関する総合研究（Ⅸ）昭和58～61年度特別総合研究報告   

S OJlthe chironomid rnidges oflakesin Southren Hokkaido．（1g88）  
（北海道南部の湖におけるユスリカ相の研究）   

第122号擬似ランダム変調CWライダーの開発とフィールド観測への応札（1989）   
第123号バックグラウンド地域における環境汚染物質の最期モニタリング手法の研究（nトー離島  

及び山岳地における大気汚染成分濃度とその変動一一昭和58－62年度特別研究報告．  
（1g8g）  

※第124号環境科学研究用に開発したニホンウズラの遺伝学的及び微生物学的特性．（1g89）   
第125号Chironomidae ofJapan：Checklist of species recorded．key to males and  

taxonomic notes．（1989）  
（日本及び東アジア産ユスリカ料のカタログと雄成虫の検索表）   

第126号ノ．！ツクダラ？rド地鱒における環境汚染物質の長期モニタリング手法の研究（Ⅲ）←一座周  
湖における水試料  代

る
 
 

表
消
 
 

染
地
 
 

汚
う
 
 

の
伴
 
 

中
に
 
 

質
水
 
 

底
揚
 
 

と
用
 
 

性
雪
 
 

記録一一昭和58－62年度特別研究報告，（1989）  
盤沈下性状．（1g90）  第127号新潟県六日町におけ  

（改称）   

国立環境研究所研究報告  
第128号Developneヮtofanintellig？nt decision support systemforenvironmentalmodeling  

and pla爪nlng．（1g91）  
（環境のモデリングと計画のための知的意思決定支援システムの開発）   

第129号先端技術における化学環境の解明に関する研究（lトー¶塩化ジペンゾフランとダイオキシ  
ンー一昭和62年度～平成元年度特別研究報告，（1991）  

第130号都市型環境汚染による健康影響・リスクの環境保健モニタリング手法に関する研究．（1993）  

※ 残郡なし   



Report of SpecialResearch Project of the NationalInstitute for EnvironlnentalStudies：   

※No．1＊ Man activity and aq］atic environment－With specialreferences to Lake  
蘇asulnigauraProgress reportin1976，（1977）  

※No． 2＊ Studies on evaluation and anelioration of air pollution by plants－Progress  
reportin1976－1gT7．（1g78）   

Research Report from the NationalInstitute for EnvironnentalStudies＋：  

●京No・3 A comparative study of adults andimature stages of nineJapanese species of  
the genus Chironomus（DipteTa．ChironoTnidae），（1978）  

※No・41Smog chamber studies on photochemicalreactiorLS Of hydrocarbon－nitrogen oxides  
SyStem－Progress reportinlg77．（1978）  

※No・ 5IStudies on the photooxida＝on products of the alkylbenzeneLnitrogen oxides  
SyStem．and on their erfects on eultured cells－Research reportin1976－1977．  
（1ゴア8）  

※No．61Man activity and atluatic enviroTlmCnいWiしh specialrererences to Lake  
Ka5Umiga］ra∵－Progress reportinlg7ト1978．（】979）  

憲No・7 ∧morphologica】sLu山or a山】ts alldimmaturc stages or20Japanese species of  
the ramily Chironomidae（Diptera）．（1979）  

※Ⅷ0▲ 8＊Studies on the biologicaleffects or sin邑Ie aれd combined exposure of alr  
poJ】ut丘∩とS一尺eざearCわ repor【ini977一ユ97β．（1g7g）  

※No・9事Smog chalnber studies on phc）tOChenicalreactions of hydrocarbon－nitrogen oxides  
S）■SしemProgress reportll11978．（1979）  

※No・10ヰStudies on evaluation and amelioration o－air pqltution by plants－PTOgreSS  
reportin197ト1g78．（1979）  

※No・11Studies on the effects of air pollutants on plaTltS and TneChanisms of  
pわy10と0ズjciとy．（1988）  

※No・12 仙jltiele爪ent analysis studies by rlame a爪dinductively coupled plasma  
SPeCtrOSCOpy utilizing como】ter－COntrOlled 

※No．13 Studies on chironomidlnidges of the Talna River．（1g80）  
Partl・The distributioTt Of chirono爪id speciesin a tributaryin relation to  
th8degree of po11ution Yith seYage Vater．  
Pa∫t2▲ 》ese∫ユpとion of20叩eejeざOr Chけ0爪Ominae recovered rrom a tributarγ，  

※No・14‡Studies on the effects of organic vastes on the soilecosysteTn－Progress  
reportin1978－197g．（198D）  

苅Ⅷ0－15＋Studies on the biologicaleffects of single arLd combined e叩OSure Of air  
po11utants‾Research†e？OTtiれ1g7g・（1g紺）  

※No．16轟ReTnOte meaSurement Of alr pOllution by a mobilelaser radar，（1980）  
業仙′ ユ7‡】月f】ue月Ce Of buoγa爪CJr Oハfjuid爪Otionざa爪d け卸印Ort prOCeSSeS－Meteorojogical  

Characteristics and atlnOSpheric diffusion phenoTnenain the coastalregioTl－  
ProgてeSS repOTtin1978－1色79．（1980）  
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